
第2章

平成９年情報通信の現況

第１節

　

情報通信産業の現状

　

情報通信産業の成長が続いているI

　

情報通信産業は我が旧経済の構造改革を進める原動力であり、リーディング産業として経

済活動に人きなインパクトをりえている、ここでは、に二産業連関分析の卜法を用いて、経

済企体の中に占める情樅通仁産業の位置､及び経済全体に対し情報通信産業が米たす役割を、

米田との比較等を踏まえながら明らかにする､I。

　

本項の分析における情報通信産業の範囲は、川吉報を生産、収集、加に、蓄偵、提供、し

達するためのサービスを市場に供給する｢情報通信サービス部門｣、①情報通信サービスの

提供に際レ[の:接的に必要とされる情報通信機ぶあるいは施設を巾場に供給する｢情報通信

支援財部門｣レナ|吉報の生産活動を介も寸研究部門｣とする(第２－１－１衣参照)。

　

産業連関分析を行うに当たっては、我利奇京菜の部門分類について、情報通fj産業を十郵

便、寸国内電気通信、③国際電気通fふづ放送、⑤↑討ﾄﾄﾉﾌﾄ、①|青報関連サービス、①|吉

報通信機器製造、③情報迫球/i機器貫貸∠叫有気通信施設建設∧㈲研究の10部門に整理統介し

情報通信産業を除いた産業を非情報近信関連部門として、レド成２年産業連関ムケ総務庁)

統介人分煩32部門を桔に再分煩レ介計で74部門とした、
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情報通信産業

情報通信関連

１

第２－１－１表

　

情報通信産業の範囲・構成

非情報通祐関連

情報通信サービス

情報通信支援財

研究

通信・放送

郵便ノ;万受託業

国内電気通信

ノ国内公衆網

(簡易郵便局その他)

(電話)

国内公衆網（その他）

国内専用線

移動体通信

その他の国内電気通信

　　　　　　　

国際電話

国際電気通信

ﾉ

国際専用線

　　　　　　　

その他の国際電気通信

公共放送

民間テレビジョン地上放送

民間ラジオ地上放送

民間衛星放送

有線テレビジョン放送

有線ラジオ放送

　　　

ソフトウェア（コンピュータ用）

情報ヽ

二

情報録物製造

　　　

映画・ビデオ制作

情報通信機器製造

新聞

印刷・製版・製本・印刷物加工

出版

情報サービス（情報処理その他）

ニュース供給

広告

映画館・劇場等

事務用機械

電気音響機器

ラジオ・テレビ受信機・ビデオ機器

その他の電気音響機器部分品・付属品

電子計算機・同付属装置

有線電気通信機器

無線電気通信機器

その他の電子・通信機器部分品

磁気テープ・磁気ディスク

通信ケーブル

　　　　　　　　　　　　　　

電子計算機・同関連機器賃貸業

情報通信機器賃貸

＼

事務用機器賃貸業（電算機を除く）

　　　　　　　　　　　　　　

通信機械器具賃貸業

電気通信施設建設

成長を続ける情報通信産業

　

ここでは、情報通仁産業び)9)ツ･j)‘り)‘')")‘'')■')‘')ツL)‘り)‘')")‘'')■')‘')ツ･j)‘り)‘')")‘'')■')‘')ツL)‘り)‘')")‘'')■')‘')ツ･j)‘り)‘')")‘':

頷を拾計レ

　

これらの推移をりづ万万万万づ万万づ万万づ万万づ万万づ万万づ万万づ万万づ☆

を続ける情報通信産

｡
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(1)情報通信産業の実質国内生産額の動向

　

我が国の情報通信産業の実質田内牛皿ﾓ額は、8f｢には100兆円を突破して10よ3兆円(ヤＧ

業に占めるシェアは11.4%)となった。また、う年､から８年の間の年平均成長率は6.42%と、

同期間の令産業の年平均成長率(1.68%)を人きく上回っている[第]－１一刎ﾂ|参照)‥

(兆円)
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第２－１－２図我が国情報通信産業の実質国内生産額の推移
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「一一¬研突　　　　　　　「一一¬情報通信支援財

「-¬¬情報通信サービス　　ぶ情報通信産業構成比

口情報通信産業のず均成長率

口忿産業の平均成長率

(単位:10億円、％)

づﾄ 万年 ８年

情報通信サービス 37,728 40,924 49,022

情報通信支援財 33,055 33,979 43,585

研究 9,774 10,783 10,676

情報通信所業計 80,557 85,686 103,283

全産業計 864,156 865,119 908,780

情報通信産業構成比 9.3 9.9 11.4

］～５年 ５～８年

情報通信産業のず均成長率 2.08 6.42

全産業の平･均成長率 0.04 1.68

郵政省資料．「産業連関衣」（総務庁）、「産業辿関表（延長衣）」（通商産業肖）等により作成

(2)情報通信産業の名目ＧＤＰの動向

　

我が国の情報通信産業の名目ＧＤＰは、８年には45.0兆円(企産業に占めるシェアは8.8%)

となり、Ｓ年うヽら８年までの３年間で約4.5兆円増加した。また、二の期聞の乍平均成長率

は3.55%と、同期間の令産炎の年平均成長率(1.41%)を大きくﾄ回っている(第２－１－ぶ

図参照)。
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第２－１－３図我が国情報通信産業の名目ＧＤＰの推移
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口情報通信産業の平均成長率

口価を業の平均成長率

(胆泣:10億円、％)

づﾄ 回「 ８年

情報通信サービス 20,805 22,503 25,335

情報通信支:援財 11,945 12,071 13,281

研突 5,631 5,990 6,432

情貼削丿産業計 38,381 40,565 45,046

♀産裳計 446,157 490,755 511,869

情報通信産業構成比 8.6 8.3 8.8

２～ﾌﾂﾞ|こ yj～8年

情貼山山巣業ので均成長率 1.86 3.55

皇帝裳のヽﾄﾞ均成長率 3.23 1.41

郵政省口料．「産業連関表」（総務庁）．［産業辿関λ（延長拍）（辿商産匙ぶ等により什成

(3)情報通信産業の設備投資の動向

　

帖服通僑産業の設備投資㈲は、j1年度から６年度まで漸減傾向をたどった後、７年度から

人きく増加レ

　

８年度には!□兆円(対前年度比1.6兆円川)と、初めて10兆円を超えた｡

　

また／|青服通信産業の設備投資が、♀産業の設備投資に占めるシェアは、８年度には

皿5％となっている(第に－１－４図参照卜、



(10億円)
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第２－１－４図情報通信産業の設備投資額の推移

2年度

　　　　

3年度

　　　　

4年度

　　

｢一一¬情報通信産業の設備↓

　　　　　

鉄鋼業シェア

　　

→一輸送機械シェア

額

5年渡

　

6年度

　　　　

7年度

－●一情報通信産業シェア

ふ化学工業シェア

¬●ｌ一電カシェア

8年度

(几)

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

(単位:10億円、％)

民間企業

設備投資加

情報通信産業

　設備投資加

民間企業設備投資に占めるシェア

情報通信産業 鉄鋼業 化学工業 輸送機械 電力

2年度 85,897 9,037 10.5 3.2 4.1 4.8 5.7

3年度 89,361 9,785 10.9 3.3 4.2 5.0 5.8

4年度 83,337 9,221 11.1 2.8 3.7 4.4 7.1

5年度 73,673 8,679 11.8 2.7 3.5 4.1 8.8

昨度 69,769 8,292 11.9 2.6 3.4 4.1 9.8

7年度 72,322 9,453 13.1 2.6 3.5 4.0 9.7

8年度 76,489 11,109 14.5 1.8 3.3 4.3 9.6

郵政省資料、｢産業連関表｣(総務庁)、｢産業連関表(延長表)｣(通商産業肖)、｢法人企業統計年報｣(人蔵省)、｢民同企業資本

ストック年一報｣(経済企画庁)等により作成

２

　

情報通信産業に関する日米比較

(1)日米における産業構造の変化

　

我が国及び米国において、名目ＧＤＰに占める各産業部門の推移を見ると、米国において

は、第二次産業と比較した第よ次産業のシェアが、我が国に比べ高くなっている。ただ、Ξ

年から７年までの５年間では、我が国においても第二次産業のシェアが人きく仲びており、

近年において、我が国経済のサービス化か急速に進展していることが分かる(第２－１一卜

図参照几
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第２－１－５図日米における産業構造の変化
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巾｣民経済計算年礼|(経済砲向庁)、米田商務省資料等により作成
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口第一一次産業

口第ｺﾉ欠産業

口第二次産業

(2)名目国内生産額の動向

　

米田における８年の情報通信産業口丿の名目生産額は、1.2兆ドル(円換算(心)で128.0兆円)

となり、我が国の約1.4倍の規模になっている。また、５年から８年までの年平均成長率も

7.47%と、我が国に比べ高い伸びを示している。、

　

また、情報通儒産業を｢情報通信サービ刈、ﾚ防報通信支援財｣及び｢研究且部門に分けて

兄ると、８年時点において、我が国は｢情報通信サービス｣部門のシェアが51.3%である一一方、

米川においては64.7%となっており、米国において、この部門の比率がより高くなっている

ことが分かる(第２－１－引司参照ト、

(3)名目ＧＤＰの動向

　

相巾二おけるり｢･の情報近信産業の名日ＧＤＰは、0.6兆ドル(円換算で66.6兆円)となり、

我が川の約1.頷い)川鯛になっている

　

また、う年から８年までの年平均成長率も5.73%と、

我川聯二比べ良い仲びを示しごいる(第２－１－川川参照)、
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第２－１－６図

　

８年時点における日米情報通信産業の名目国内生産額比較

（％）

8【】

7.0
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5.0

町)

ま0

2.0

日本 米田

ロ情報通にサービス

　

ロ情報通信.支援財

　

口研究

1｡0

(川

卜り刊丿川耳

日参

（単位:10賠.円、字訓

日本 枇i;|

情報通信サービス 46,458 82,773

情報通信文槌財 33,184 25,178

研究 10,848 20,054

情報通信産業計 90,490 128,005

成長平川～８年） 3.73 7.47

郵政省資料、「産業連関衣」（総務庁）、「産気連関衣（延長衣）」（辿商産史肖）、

米国商務竹資料等により作成

第２－１－７図

　

８年時点における日米情報通信産業の名目ＧＤＰ比較
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ロ情報通信サービス　ロ情報通信支援財

口研究

(帽ヽV: 10億円、‰)

日本 氷国

情報通信サービス 25,335 45､723

情報通信支援財 13,281 9,27り

研究 6､432 11,552

情報通信産業計 45,046 66,554

成長率∩～８吊） 3.耶 5.73

郵政省資料、「淳史連関去．（総鵬叶）、I‾､（宸辿関人（延長拍（通|師■＼l'&n)

米田商高吉資料等によｏ作成
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(4ド晴報通信産業構造の日米比較分析

　

情報通信産耶二鴇する部門の剔ＩＧＤＰに占めるシェアと、２年から８年までの年平均成

長率を日米比較すると、yl口ＧＤＰに占めるシェアにおいては、我が国は｢通信機器｣等の

製造業部門、米田は｢情報サービス｣等のサービス業部門が、相対的に大きくなっているっ

　

また、成長率においては、ぼとんどの部門で米国の成長率が高くなっているが、[電気通

信]においては、我が国が優位に立っている(第２－１－８図参照)。
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日米情報通信産業のポジショニングマップ

　　　　電気;t

郵便¬

!信¬

新聞¬放送¬
広告¬　　　　　　一通信ケーブル

｜　↑肖報サービス一

報記録物製造－

|出版-

－ソフトウェア業　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、。　。。

一印刷・製版・裂本業　　　　　　　　　　　　　　「通信機奈

　　　　　　　　　　Ｉ　　　Ｌコンピュータ

映画這・劇場し映画ビにォ制作

Ｌ磁気テープ

Ｌラジオ・テ|レビ受信機・ビデオ機器

　　　　　　｜

　　　　音響機器一

事務用機械一

0｡00

　　　　

0.50
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2.50

　　　　

3.00

　　　　

3.50

　　　　　　　　　　　

小←・･米国に対する日本の規模･・→大

　

(注)縦轍は90年～洲年の米国の成長率に対する川本の成長率を倍率で表している

　　　

同岫は96年のC. D Pに対するシェアを日米比較したもので、米国産業を1.0とした場合の

　　　

目乍の杜|対的な産業硯模令衣す

　

郵政竹資料、｢産業連関友∩総務庁卜｢産業連関表(延長表)八辿商産業省)、米国商務省資料等により作成

4.00

(5)情報化投資の動向

　

民間企業設備投資に占める情報化投資上いの比率を見ると、我が国においては２年から８

年の開問で7.7ボイントトヅげレ

　

８年べ二は10％を超えて14.1%に達したが、米国においては、

同開問に19.9ポイント上昇し、８年には33.8%に達している。

　

二のように、米国における情報化投資は高い成長を続けているが、６年以降、我が国にお

いても、積極的な情報化投資が行われてきていることが分かる(第２－１－９図参照)。
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第２－１－９図民間企業設備投資に占める情報化投資比率の日米比較

３ ４ ５ ６
－

７

(甲玉ドH.)に円、％)

情報化役行刑 民問全能 判仙投資額 情俗化役百比子

づﾄ 5,32り.6 ≪3,080.7 6.4

∩1 5,741.9 88,337.8 6.5

４年 4,り35.4 83,384.8 5.9

∩こ 4,570.4 74,840.3 6.1

引ﾄ 5,502.9 70,838石 7.8

∩1 6,987.6 73,611.8 9.5

郷|こ 11,095.5 78,442.0 14.1

米田

(引､レ10億ドル、％)

情報化役資㈲ 仄聞全能 9備投資㈲ 仏頂化役資比々

２年 52.5 376.8 13.9

ヅト 5(U 363.≪ 15.5

ド「 (i7.9 388.7 17.5

∩こ 81.4 427.6 19.0

引ﾄ り8.0 484.1 20.2

∩こ 12よ2 534.5 23.0

８年 198.2 586.0 お.8

郵政省資料、[･･lf装連関八]前.務庁)、叫装連関衣(延艮衣)｣(通li‘紬装汽)､電｣'-|万がt乱

(通|㈲童業肖)、｢S ui'vcvｏにﾌurrenl L3usiness ' ''''fによ川y成

-;:･;ぶ

14.1

８

　

(年)

(6)情報化投資が実質ＧＤＰ拡大に与えた影響

　

民間企業の情報化投資が実質ＧＤＰ成長にケえた寄り倍日米で計測すると、我が国におけ

る情報化投資が実質ＧＤＰ成長にりえた宵り･率は、お年べ二は15.4% (実質ＧＤＰ成長率3.9ポ

イントのうち0.6ポイント)となっている

　

米川においては、６年まで情報化投資の寄り聯卵迎～:{％程皮で拉移していたが、その後

急拡大し、８年には約13.0%となっている｡この二とがら、両国における情報化役資は、実

質ＧＤＰの拡人に唯実に寄り七ている二とが分かる(第2－1－10図白州
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第2－1－10図民間企業情報化投資による実質ＧＤＰ拡大への寄与の日米比較

(成長率：‰)
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郵政省資料、｢産業連関衣｣(総務庁)、｢産業連関表(延長衣)｣(通商産業肖)、｢電｣'- 1:業年鑑｣

(通商産丈六)、米国|内務省資料等により作成

8年

(7)電気通信分野における日米格差要因

　

二二では、成長を続けている｢電気通信｣が、主要経済部門にどのように需要されている

のか、また、需要の格差が何に起因しているのかについて日米で比較分析を行う。

　

｢電気通に｣に対するっﾄ要経済部門の需要割合について日米で比較すると、我が国におい

ては事某所向け需一隻が、米田においては家計消費向け需要が、それぞれ高くなっている(第

2－1－11図参照)｡

　

卜業所向け需要規模について見ると、我が国と比較して米国の需要は45.9%増になってい

るが、その十要田にし

　

日米の経済規模の格差によるもの(40.6%)が大部分である。また、日

米間の産業樹成の相違によるもの(7.4％)もある。これは、情報通信分野の投入比率(注4)が

高いサービス部門の構成比率が、米国において相対的に高いことが要囚と考えられる。

　

また、家計消費向け需要俎模について兄ると、我が国と比較して米国の需要は60.1％増と

なっている

　

そのし要囚は、両国の消費規模の格羊によるもの(27.4%)が最も人吉いが、消

費支出に占める心気通fよ七出のシェアによるもの(17.9%)も人きくなっている(第2－1－

12川竹則
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第2-1 -11図日米における電気通信需要分野構成
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郵政省資料、（産業連関衣バ総務庁）、「罷業連関表（延長表）.）通商産業省）、「1㈲2年柳田?業連関七I

により作成
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第２－１一12図電気通信需要の日米格差とその要因

事業所向け需要 家計消費向け需要

（泗縦岫は、米国の霜要が我が国に比べ阿％大きいかを示す

郵政省資料、「産気連関表」（総務庁）、「産業巡閲去（延長衣）」（通商産気六）、米国商務六資料等

により作成

　

日米間の経済規模格差を考慮しないという仮定の下で分析した場合、日米問の需要格差が

生じる要因として、家計消費向け需要部門において、家計消費支出に占める電気通信支出の

比率が、米国において相対的に高いことに起因する格差要因が大きい、一方、事業所向け需

要部門では、需要構造自体には、日米間で大きな差違はない二とが分かる。

　

したがって、今後我が国においては、米国のように、家計における電気通信支出の消費令

体に占める割合を暦加させることによって、電気通信分野の巾場が拡大されることが考えら

れる、
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情報通信産業の成長が経済全体に与えたインパクト

(1)情報通信産業の生産増加による波及効果

　

ここでは、２年からが｢の情報通信産業の実質牛産額の増大が、我が国経済全体の実質生

産㈲にどの程度のインパクトをソえたかを分析する。

　

その結果を見ると、２年から８単にかけて、情報通信産業の生産額は22.7兆円増加してい

る‥

　

さらに、情報通信産泉の乍産増による情報通儒産業以外の産業への波及額も7.3兆円あ

り、情報通信産業の生産前の増り目及び他産業への波及額の合計は30.0兆円となった。

　

また、同期間の令産業における生産増加額は44.6兆円であるが、生産増加額のうち情報通

信嶮業によってもたらされた部分が占める割合は50.9%、情報通信産業の生産増加によって

他産業に波及した部分が占める割合は16.4%となっており、これらを合計すると67.3%とな

った

　

このように、情報通f小泉業の生産推ﾐ大は、経済ヤ体の生産額の増加に人きく貢献して

いることが分かる(第2－1－13図参照)ﾕ

第2－1－13図情報通信産業の生産増加による生産誘発効果

　　　　　　　　　　

32.6%

情報通信産業以外

の産業の生産増加

額（情報通信産業

の生産増加による

波及額を除く）

　

14.6兆円

情報通に産久内

生産増加による

他産業への波及㈲

　

7.3兆円

50.9%

16.4%

郵政削剥上

　

レIH2辿関衣」府.務巾、［j牽裳連関川延長川］（通商産業白等に

より作成

（2）情報通信分野の設備投資による波及効果

　

ア

　

情報通信インフラ構築による経済波及効果

　

がlこにおける令産業の情報通信インフラ構築（情報通信機器及び電気通信施設建設投資の

介計㈲江O兆円トトり二よる波及効果を計測すると、誘発される生産額は19.4兆円（８年の全

産業の牛産額の2.1%卜誘発される官1日ＧＤＰは8.1兆円（８年におけるＧＤＰの1.6%)及び

祐允される雇用者数は72.7万人であった（第じ?－1 －14衣参照ト、



第2－1－14表情報通信分野の設備投資による経済波及効果

仰山パ几円／帽

設備投資額 生産誘発 ＧＤＰ誘発 誘発収用者数

誘発額 対全生産加比率 誘発額 対ＧＤＰ比率

情報通信インフラ 11.0 19.4 2.1 8.1 1.6 72.7万人

第一種電気通信 4.1 7.4 0.8 3.3 0.6 30.2万人

移動体通信 1.6 2.9 0.3 1.2 0.2 几6万人

郵政省白玉「産業連関表」旧務庁）、「産業連関衣（延長拍）削商産哀削等じよＯ作成

　

イ

　

第一種電気通信事業者の設備投資による経済波及効果

　

８年における第一種電気通信事業者による設備投資額は、4.1兆円であった｡

　

また、この設備投資により誘発される生産額は7.4兆円、誘発されるyl目ＧＤＰは3.3兆円、

また誘発される雇用者数は30.2万人であった(第2－1－14表参照)

　

第一種電気通信事業者による設備投資の、８年時点におけるＧＤＰ誘発効眼、雇用誘発効

果を２年時点のそれと比較すると、ＧＤＰ誘発効果、雇川誘発効果とも拡人している

　　

り八

｢鉄鋼｣、｢自動車｣における８年時点のＧＤＰ誘発効果及び雇用誘発効眼は、２年時点に比

べ縮小している、

　

また、誘発されるＧＤＰが全産業のＧＤＰに占めるシェア、誘発される雇用借款加全産業

の雇用者数に占めるシェアについて２年時点と８年時点を比較して見ると、第-種電気通信

事業については、誘発ＧＤＰ、誘発雇用者数いずれのシェアも拡大しているが、｢鉄鋼｣、

[自動車]についてはともに縮小していることが分かる(第2－1－15図参照)ﾕ

誘発されるGDP

(兆即
3.5

第2－1－15図

　

主要産業の設備投資による効果
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∩。）

　　　

8.0

　　　

7.0

　　　

(打)

令誘

収発

　

。０
川さ

　

｀)'

片れ

数る

　

4.0

に雇

計3.0

る数

刻が2.0

訃

　

｀

（２年）

1.0

0.0

0.0

２年

　　　　

2.0

　　　　　

4.0

　　　　　

6.0

　　　　　

8.0

誘兄されるＧＤＰ力卜

　

ＧＤＰ令体に占める割介（％）

10.0

(単位：兆円、万人)

投資額 ＧＤＰ誘発額 誘発雇用者数

第　刊定見通信今泉 2.12 1.94 21.4

鉄鋼 2.73 2.48 28.1

臼前車 3.85 3.46 37.8

（８年）

叫泣：兆円、万人）

投資額 ＧＤＰ誘発額 秀発雇用者数

第一種電気通信事欠 4.10 3.29 30.2

鉄鋼 1.48 1.34 13.6

臼前車 2.87 2.56 25.3

郵政省資料パ‾産業連関表」（総務斤）∠産業連関衣（延長表）:（通商産業省）等により作成

　

ウ

　

移動体通信事業者の設備投資による経済波及効果

　

８年における移動体通信事業者の設備投資額は、1.6兆円であった、

　

また、この設備投資による生産誘発効果を計測すると、2.9兆円となった。これは８年の

令産業の生産額の0.3%に相当する額であるI

　

また、誘発される名目ＧＤＰは1.2兆円、誘発

される雁用者数は、単年で11.6万人であった(第2－1－14表参照)。

４

　

通信料金の低廉化による経済波及効果

　

ここでは、「電気通信」部門の価格低下が全産業の価格低下に及ばした効果を計測し、他

の分野及び米田との比較を行う。



　

２年から８年の｢電気辿信｣部門の価桁変化について兄ると、我が田においては16」‰の賎

|へ米国においては7.0%のll昇となっている

　

両国それぞれについて、その川のヤ吋六白

価桁変化率を号慮した川対価桁しいでけると、我が国は16.9%の瓜ド、刈宇ごはり｡2谷山武ト

となった

　

この川対価格の変化が、令産泉の脱俗の低トにりべた効米について計測すると、我が川に

おける｢電気通信｣副ヤ卵研削氏ﾄﾞは、価示裳の価格を0.39%引きﾄげる効米があった二とが

分かる

　

これを、我が国のに=UJ・ガス・熱供綸]、｢運輸｣部門における価俗引きトげ効米

(それぞれ-0.32%及び-0.09％)と比較すると、トLI気仙fよ訓¨出対目対価格低ﾄﾞによる効米の

方が人きくなっている｡

　

同様に米旧との比較を行うと、しtl力・ガス・熱供納]、[運輸]部門については剔1]内方

が引きトげ効米が強いが、｢電気通f山分野においては、我が旧内効米の方が強かっと二と

が分かる(卵に－1 －16図参照)、

(％)

O川

-0.10

-0.20

-0.30

-0.40

-0.50

-0.60

第2－1－16図通信料金の低廉化による波及効果

電気辿に ‘･UJJ・力＼ス・熱供綸 運輸

-().(-)()

リ｢からが1この汚澗¨における、ヤ産業に対する川対的な価桁のflりヽ'が、1丿袋の阻隔

低目二及ぼしたい響今示したもの

(甲小レ川

日水 剔lil

相対価格

変化率

産泉ヤ体の価格

低ドヘの影響度

相対出格

　変化寸

産哀ヤ体の脱俗

低ドヘの牡尺度

電気通信 -16.9 －0.39 づ).2 －Oぶ）

電力・ガス・熱供給 －9.3 －0.32 －8.1 -0.47

運輸 －1.6 －0.0り －8.3 づ).(iO

郵政肖資料、侑.裳連閲人]{総総庁}、訴才七連関人(足=長知パ怖面:OJi?-i)、目凹朗ン代ll川づと連関人

　

.'l':
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５

　

経済成長に対する｢情報通信ストック｣の寄与の分析

　

ここでは、|:]肝日55年から７年までの実質ＧＤＰの成長要因について分析する末二

　

ＧＤＰの成長をもたらす生産要素を｢情報通信ストックトニい及びﾄ一般資本ストソク｣に

卵すて兄ると、２年から７年にかけて、日米とも、経済成長に対する[情報通信ストソク]

の寄与が高まっていることが分かる、特に、我利印二おいては、実質ＧＤＰ成長率1.41ポイ

ントに対して情報通信ストッ列二よる寄与は1.85ポイント(寄り率131.2%)となっており、

経済成長に対する情報通信ストックの重要性は確実に高まっている二とが分かる(第２－

ト卵㈲)、

(寄り,度：％)

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

玉0

第2 - 1 -17図経済成長に対する各生産要素の寄与度

60～び| ３～フト 60～2年･

日本 米国

２～７年

(寄与率：％)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

(q列立：％)

情報通削

スレyク

　j没資本

スレック

収差 実質ＧＤＰ成長

率（年平均）

情報通信ストック

　による寄り一率

日本60～j年 2.60 2.29 0.30 5.20 50.0

日本２～７年 1.85 0.30 －0.75 1.41 131.2

米国60～2?年 1.05 0.99 0.84 2.88 36.5

剔五目～７年- 1.15 0.52 0.78 2.45 折9

情報通にスレック

川本:10億円、米 i; :10億ドル）

日本 孔田

印午 10,687 425

しﾋﾟ午， 18,582 570

∩1 23,766 78R

日11尺祐･乱丿非副略祐詣11祀|よ

　

|労働丿丿渋f目開略印lj①

　

|鉱|ﾐ茫指故引り｜（辿|雁IIUと竹）等により作成



第２節

　

情報通信経済の動向

　

帖樅辿信経済の動向を、･Jf業行故の動向と経営動向等のそれぞれについて見ると次のとお

りである

　

乍業行故については、ケーブルテレビ巾業者による第-腫市でべ通信今業への顕苦な新附参

人が兄られた(貧に－２－１衣)。

　

経営動向については、日年度における第

　

丿秒に気通fよDI業行の電気通fぷれ業営久収益付寸

前年度比：川内16.0％、田際35.4%増)、浅間放送事え行の営果収益(同8.5%増)が順調に増

加している

　

設備役資については、８年度実績㈲を兄ると、電気通fよ↓ぶ業々(同24.6%増長放送事え片

(同78.3%増)ともに増加しており、前乍度に引き続き、放送事欠片の設備投資が大幅に増加

した｡

　

さらに、り年度修旧汁画㈲を見ると、定気通信事業者(同3.0%増)は頭打ちとなり、

放送事業者(同46.9%減)は減少する兄込みである、

第２－２－１表

　

主な通信・放送事業者数等

（り柿y:件数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末
区別

８年度 9年度 増　減

電

気

通

信

事

業

者

第

一

種

NTT １ １ ０

KDD １ １ ０

NTT DOCOMo等 り ９ ０

新
事
業
者

長距離・国際系 ５ ６ １

地域系 28 47 19

偉i星系 ４ ５ １

移動系 90 84 －6

計 138 153 15

第
一
一種

特別（うち国際特別） 78(56) 95{67) 17巾）

一般 4,510 5,776 1,266

計 4,588 5,871 1.283

計 4,726 6,024 1,298

放

送

事

業

者

地上系

NHK １ １ ０

放送大学学園 １ １ ０

民間放送 2卵 290 24

計 2卵 292 24

衛星系

(ＮＨＫ

を除く)

放送衛星利用 ２ ２ ０

通信

衛星

利用

委
託

テレビジョン 56 71 15

音声 ４ ５ １

データ - １ １

受託 ２ ２ ０

計 64 81 17

計 332 373 41

ケーブルテレビ事業者 708 729 21

郵便事業 １ １ ０

郵政肖資料によＯ作成

丿

■㎜■-
ぶ

　

Ｅ

-･--

己」

＼ri

辺

回

一回

,置

訓

抄

JJ

同



●●』-
堵

　

ｼﾞ

　

ｰ

　

--り
ぶ

--g平

惣

り

溜

肩

=双

回

属

の

沼

況

１

電
気
通
信
事
業
者

１３２

電気通信事業者

(1)事業者数の推移

　

ア

　

第一種電気通信事業者

　

９年度に新たに許可された事業者は22社であり、９年度末累計153社である、９年度に新

たに許可された事業者の内訳は、新地域系19社(累計47社)、新長距離・新国際系２社(累計

６社)、新偉于星系１社(累計JS社)である(第２－２－１表参照)。

　

イ

　

第二種電気通信事業者

　

(ア)特別第二種電気通信事業者

　

り年度に新たに登録された事業者は19社であり、９年度末累計は95社である。このうち国

際ＶＡＮサービスを提供する国際特別第丿重電気通信事業者は14社(累計67社)である。

　

(イ)一般第二種電気通信事業者

　

９年度に新たに届出をした事業者は1,266社であり、９年度末累計は5,776社である。この

内訳は、オンライン受託計算サービス等が４社(累計502社)、卸売業・倉庫業等流通関係が

36社(累計183社)、㈲仮・広告関係が38社(累計101社)、電了一機器製造・販売及びソフトウ

ェア開発関係が131社(累計570社)、総合商社が17社(累計43社)、その他が1,039社(累計

4,354社)となっている(資料1 －14参照)。

　

また、電気通信役務別に見ると、音声伝送が2,394社(対前年度未比371社増)、画像伝送が

660社(同178社増)、デー舛云送が3,012社(同818社増)、複合が1,100社(同366社増)となって

おり剛コ、音声伝送役務及びインターネットプロバイダ等のデータ伝送役務を提供する事業

者数が顕著な伸びを示している(資料1 －13参照)。

(2)

　

経営動向

　

ア

　

第一種電気通信事業者

　

人蔵省の｢法人企業統計年報｣によると、８年度の営業収益(売上高)は、全産業について

は対前年度比2.4%減、製造業については[司0.2%増、非製造業については同3.4%減である中

で、郵政省の調査によれば、８年度の第一種電気通信事業者全体の電気通信事業営業収益は

10兆2,811億円口寸前年･度比16.7%増)であった。その内訳を見ると、国内第一種電気通信事

業者は9兆8,140億円(同16.0%増)、岡際第一種電気通信事業者は4,670億円([司35.4%増]であ

った、昭和62年渡以降の対前年度比の推移を見ると、第一種電気通信事業者の電気通信事業

営業収益は、前年度に引き続き他産業に比べて大幅な伸びであった(第２－２－２図参照)。

　

また、８年度の第一種電気通信事業者の経常利益は3,603億円(対前年渡比2.0%減)であり、

国内第湘l電気通信事業者は3,327億円(同2.2%増)、国際第一種電気通信事業者は276億円

(同34.6%減)であった、



　　　　　　　　

第２－２－２図

　

業種別営業収益の推移

(電気通信事業の営業収益)
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邱政肖資料、「法人卜匙統計樅」（ん政省）により作成

　

（汁）第和電気通信事裳晋の数値は電気通fよ］ぷ業営裳収昌、令産某・駒造哀り「喫造気

　　　　

の数値.は営米収益し口l鳥」である

　

また、特別第･.腫定冗1山､げlf裳､≒吸ひ二股弟･町辻二（

　　　　

通fうれ泉晋の数値は営右収益であｏ、推計値である、
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囲 べ．|息円、％）

吊　度 6ヅ｢渡 (づ｢一度 示几 汗度 3吊度

国内示･師走見通fよ｣づｼﾞ巨石収溢 5隅田 S4,617 56,983 60,504 63,133

討　面　吊　度　憎　減　子 5.4 1.8 玉3 回 4.3

出際第　万丈見通fよD･鋲白太収誼 2､467 2､565 2,601 2,659 2,913

対　前　年，　度　増　滅　寸 10.9 4.0 1.4 2.2 9.6

特別第･利電気通fよj回出廬収益 - 一 - - 8,683

付　前　乍　度　増　減　率 - - - - 13.7

搬第冲仏右足引よ↓回回付と収な - - - 一 6,011

対　　前　　吊　　度　　増　　減　　寸 - 一 - - 14.0

粂産気対面年度増減率 5.6 13.9 2.8 9.2 3.3

製造泉村前年度増減率 0.2 9.6 8.8 5.1 3.9

非製造泉村前年度増減率 8.0 15.6 0.5 10.9 3.0

年　度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

国内第対電気通信分業京菜収益 66,122 69,955 75,151 84,612 98,140

討　前　年　度　増　減　率 4.7 5.8 7.4 12.6 16.0

国際第利電気通fヤlf吏官吏収益 3,033 3,280 3.406 3,448 4,670

対　前　吊　度　増　減　率 4.1 8.1 3.8 1.2 35.4

特別箇万腫電気通信今泉打見収益 9,345 9,597 9,924 8,162 11,606

対　前　午　度　増　減　率 7.6 2.7 3.4 一17.7 42.2

搬第j･1電気通信参加;X粟収益 6,371 6,626 7,653 8,585 6,473

対　　前　　午　度　　増　　減　　率 6.0 4.0 15.5 12.1 -24.6

全産装釘前年度増減率 －0.7 －1.8 0.0 3.2 －2.4

製造見付前年度増減率 －3.9 -3.3 1.8 1.5 0.2

非裂遺弟対前年度増減率 0.7 －1.2 －0.7 3.8 －3.4

　

第一種電気通信41泉削よ、特に国際では人幅な増収減益となっているが、これは事業者間

競争のため、通信料金を引き下げたこと及び設備投資の大幅な拡人が原因と考えられる。

　

なお、移動系第車針七気通信事業帽二ついては、営業収益が昨年度に引き続き大幅に伸び、

４兆円を突破した(第２－２－３衣参照)、

　

イ

　

NTT

　

８年度の日本電fよ屯話㈱(ＮＴr)の経営状況について見ると、総収益は６兆4,543億円(対前

年度比2.3%増)、営業収益は６兆3,712億円(M2.2%増)、総芦田は６兆883億円(同1.8%増)、

官業費川はys兆8,929億円(同1.7%増)であり、経常利益は3,659億円(同11.3%増)で増益とな

った(第ｊ－２－４衣参照)。これは、ｌｓＤＮや高速デジタル伝送サービス等マルチメディ

ア関連サービスの利川熊急増したためである。

　

電話役務損益のうち加人電ぶの状況を見ると、坊本料の営業利益は587億円で前年度から

黒字に転レサ年度も引き続き実字である

　

巾外通話の営足利益は減少したが、巾内通話の

営業利益は増加した。これは、がし２川二実施した巾外通話料金の値ドげによるものと考え

られる縦穴－２一卜衣参照)。

　

また、･jF業部制による経常損脇を兄ると、｣也城通信令弟部は1,363億円の利益であｏ、長

距岫通削卜払ぷにに480億円の枡盾であった(第ご－２－Ｇ．八参照)。



第２－２－３表

　

第一種電気通信事業者の経営状況

副ヽI･ﾐf･;j･|‘]、り乙J

NTT 新長距離系

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

G年度 58,756 56,313 1,426 7,664 7,075 330

7年度 62,347

　(6.1)

57,936

　(2.9)

　3,289

(130.6)

9,098

(18.7)

8,054

(13.8)

　938

(184.0)

8年度 63,712

　(2.2)

58,929

　(1.7)

3,659

(11.2)

10,456

(14.9)

9,243

(14.8)

1,130

(20.5)

新地域系 新衛星系

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

G年度 1,031 825 96 320 317 －36

7年度 1,215

(17.8)

　992

(20.2)

　108

(12.5)

　460

(43.7)

　414

(30.5)

６

8年度 1,486

(22,3)

1,263

(27.3)

　　99

け8洵

　　384

し16.5)

　　353

し14.7)

　10

(凪7)

NTT ＤＯＣＯＭｏ等 新携帯・自動車電話

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

6年度 7,459 6,786 344 4,448 4,615 －476

7年度 12,727

(70.6)

11,655

(71.8)

　738

旧45）

8,379

(88.4)

8,824

(91.2)

-759

吽度 20,339

(59.8)

18,601

(59.6)

1,300

(76.2)

14,375

(71.6)

14,435

(63.6)

　　　　　-413

(損失額346億円減)

PH S 新無線呼出し

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

6年度 - - - 1,069 916 139

7年度 1,383

ト）

2,527

ト）

-1,149

　け）

1,248

(16.7)

1,093

(19.3)

　139

(－0.3)

絆度 　4,585

(231.5)

　6,944

(174.8)

　　　　　-2,476

(損失額1,327億円増)

1,268

(1.6)

1,133

(3.7)

　　115

け17.3)

KDD 新国際系

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

俘度 2,478 2,294 263 967 821 83

7年度 2,483

(0.2)

　2,246

け2.1)

　312

(18.6)

1,006

(4.0)

836

(1.8)

　110

(32.5)

8年度 3,224

(29.8)

3,106

(38.3)

　　208

(-33.3)

1,480

(47,1)

1,402

(67.7)

　　68

け38.1)

郵政省資料、ＮＴＴ資料、Ｋ】〕Ｄ資料により作成

　

(註)１

　

億円未満は切り捨てである

　　　

２

　

(

　

)内は対前年度比または損穴熊等の増減である

　　　

３

　

端数処理の関係で介計がｰ致しないものがある

　　　

４

　

新長距離系の数値は、3社の合計である

　　　

J5

　

新地城系の数値はづ年度1叶Ｌ

　

７年度13社、丿ﾄ度15旺の介計てある．

　　　　　

なお、(株)束京テレホしトセンタづ二ついては、電気通信市判こ係る数値を計ト

　　　

６

　

新衛Ｖ.系の数値は、６年度２社、７年度卜上、６年度･1社内海計である、

　　　　　

なお、外資系事業占については、目本における電気通信事業に係る数値を計し

　　　

７

　

折携帯・自動市電話の数値は、丿|二度151-1:、7 fﾄ度1叫に　り|大度2川／)今計である

　　　

８

　

ＰＨＳの数値は、７年度2叫に

　

が|大度28什の介計である

　　　

り

　

厨無線呼出しの数値は、丿|大度、７年一度3叶且

　

が｢度3ロヤバト計てある

　　　

10

　

新国際系の数t直は、2社の介計である、

　　　

11

　

CRP、空港無線電話及びテレターミナルの今計1(川ノ川り外繕伸乱いま－4剛万円でふる
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第２－２－４表

　

ＮＴＴの経営状況
呻位 に| ％）

区　　　別 ５　　年　　度 Ｇ　　年　　度 ７　　年　　度 ８　　年･　　度

総　　　　　　　収　　　　　　　益 58,815 59,582(1.3) 63,108(5.9) 64,543(2.3)

官　　業　　収　　益 58､090 58,756(1.1) (i2,347(6.1) 63,712(2.2)

電気通fd乍業営業収益 54,954 55,726 58､974 60,097

電　　話　　収　　人 45,303 45,395 48,167 47,985

電　　信　　収　　人 25 22 19 17

電　　報　　収　　人 784 883 947 969

専　　用　　収　　人 4,717 4,748 4,676 5,157

データ伝送収入 456 427 424 436

その他の収入 3,667 4,249 4,738 5,531

附帯事業営業収益 3,135 3,030 3,373 3,615

営　業　外　収　益 724 825 760 830

総　　　　　　　費　　　　　　　用 57,720 58,155(0.8) 59,818(2.9) 60,883(1.8)

営　　業　　費　　用 55,788 56,313(0.9) 57,936(2.9) 58,929(1.7)

電気通信事業営業費用 52.733 53,380 54,691 55,456

附帯事業営業費用 3,054 2,933 3,244 3,472

営　業　外　費　用 1,932 1,842 1,882 1,954

経　　　　常　　　　損　　　　益 1,094 1,426(30.3) 3,289(130.6) 3,659(11.3)

邱政肖資料、ＮＴＴ口料により什成

　

巾つ

　

１

　

慰円仁妬よ［丿ｏ捨ててふる

　　　

ノ

　

ぷ故処川川川系で介計か･致しないものがある

　　　

ﾝ;（

　

）内にけ」拍乍度比である

第２－２－５表

　

８年度ＮＴＴの電話役務損益明細表

(単位：億円、％)

役拐の明細 営業収益 営業費用 営業損益

加　　　　　人　　　　　電　　　　　話 44,104 37,924 6,179(23.4)

基　　　本　　　料 14,089 13,501 587(193.5)

市　　内　　通　　話 19,074 16,762 2,311(67.9)

市　外　通　話 7,522 4,108 3,414(-8.9)

そ　　の　　仙 3,418 3,552 －133

公　　　　　衆　　　　　電　　　　　話 2,196 2,591 －395

そ　の　他　の　移　動　体　電　話 16 24 －7

そ　　　　　　　の　　　　　　　他 4,504 5,368 －863

計 50,821 45,909 4,912(13.1)

ＮＴＴｉｊ料により什成

　

（汁）Ｉ

　

に円仁砿よL川）捨ててふる

　　　

ビ

　

勺ﾄﾞ内毎に、!|ドト辿ぶ

　

に係る営かIUよま、サンプル､刮在によＯ推計された辿fよ|廿じにJ,りづき卵出した

　　　

ﾝ;「その他の侈動体yｍ,いにかかる辿品料収人は、允に川的定気辿に以術にかかる役務の細目に係る収人とした

　　　

｜

　

端数処㈹の関係で良計か

　

一致しないものがある

　　　

丿J（

　

即押片躇≒げ柳自丿口Lまたは拍川止皿ﾉ丿聯.じごある

第２－２－６表

　

８年度ＮＴＴの事業部制収支状況

け小（：巴円、％）

地　城　通　俗

事　　泉　　部

長距離通信

事　　業　　部

バケット通信

事　　業　　部

画　像　通　俗

事　　業　　部

電　　　　　報

事　　業　　部

ＮＴｒ全体

総収益 57,504

(ゴ)

9,882

(0.6)

778

(5.6)

　240

(－30.8)

986

(2.3)

69,392

(1.9)
総芦川 ぶ1,141

　(2.1)

7,401

け2.8)

761

(8.4)

　389

ト17.2)

1,037

け1.0)

65,732

(1.4)
経常損益 　　1,:拓S

巾)皿)円型)

　2,480

(278億[宇山

　　!6

(副立円減)

　－!49

(26に円減)

　づ0

(3掻円増)

　3,659

(37{回り増)

怖段占も川にト川成
≒Ｏ

　

Ｉ

ｊ

１

１

吋口よμ川トコご

y

f

　

・ IJlj,Iよk｣|||゛171-･.I之'｡||:L･｡'J,'よ･|･i｢,‘ﾘ‘」 ゛,‘;,'|('･Vl')」'1,‘゛11i･,-.V
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さらに、が|二度の各地域通f,刊叫1部の経常棚燧について以る､し

　

万衣パ印拒

　

忙汚岐ひ門

内は、黒字となっている｡その他の地域は赤字であるが、総レ引ﾊﾞ大細は減少している町ｊ

２－２－７．ム参照)。

第２－２－７表

　

８年度ＮＴＴの各地域通信事業部の収支状況

即位：に円、坤

東　　京 関　　東 信　越 東　　海 北　陸 関　　西

総収益 9,530

(1.8)

11,545

(1.5)

1,916

(4.9)

6,198

旧5）

1,284

(5.3)

9,841

(1.7)

総費用 8,230

(2.8)

10,472

(3.0)

2,062

(2.6)

5,806

(1.3)

1,373

(1.3)

9,240

(1.5)

経常損益 　1,300

(5辻円滅)

　1,072

(132fl川面

　-145

(40隠円増)

　3り1

(26億円増)

　－88

(48億円増)

　601

(28白月増)

中　　国 四　国 九　　州 東　　北 北　海　道 全　　体

総収益 3,318

(2.8)

1,692

(4.6)

5,903

(2.6)

3,739

巾5）

2,533

(2.8)

57,504

(2.3)

総費用 3,563

(2.7)

1,923

け0.7)

6,425

(2.3)

4,209

(2.1)

2,834

(2.2)

56,141

(2.1)

経常損益 　-244

(1億円減)

　-230

(89億円増)

　－521

(聡円増)

　-470

(4m:円増)

　づ01

(7億円増)

　　1,363

(103億円増)

郵政肖資料によ０作成

　

（汁）１に円七満はり川捨ててある

　　　

ツ「

　

nJヽ」は対面小心比jﾐたは椙人細卜の川減てこる

　

ウ

　

K D D

　

８年度の国際定信電話㈲(ＫＤＤ)の経営状況について已ると、総収益は3,36判心円け拐卜|二度

比29.0%増)、営業収益は3,224億円(同29.8%増八総賞川は3,156億円(同37.5％増)、営粟賞

川は3,106億円(同OO.O 70増)、経常利益は208億円(同oo.o /o減)であった　人幅な増収減益と

なったが、これは激しい事泉責問競ｊのため、辿儒料分を引きﾄﾞげたこと及び設備役竹の人

幅な拡人が原因と考えられる(第２－ｙ－８表参照)、

　

エ

　

新第一種電気通信事業者

　

新長距離系事茶者は営業収益、経常礼益ともに前年度に比べて順調に増加した

　

新地域系

事業者については前年度に比べて営業収益が仲びたものの、経常利益は減少した‥

　

新衛川系'lf業柵よ、営業収益は減少したものの、経常利益は昨年度に引き就き増加してい

る、

　

新携帯・∩動市電話巾業削よ営業収益が人幅に増力日したものの、昨年度に引き続き経常州

失を計llしたが、損火消は減少している

　

これはエリア拡人のための設備投資等に上ｏ、賞

用が大幅に増加したためとぢぇられる｡

　

NTT DOCOMo等地域別り社(以ト、NTT DOCOMo等という丿についてはｎＤＩ八卜経常利

益ともに昨年度より人幅な増力目となっている

　

ＰＨＳ事玉者は、営業収益加人帽に増加したが、経常拍犬についてはづ|ドドレよＯ人帽に

増加した｡これは、設備投資の拡人によるものと号えられる
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第２－２－８表

　

ＫＤＤの経営状況
(単位：億円、％)

区　　　別 ５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度

総　　　　　　収　　　　　　益 2,596 2,600(0.2) 2,608(0.3) 3,364(29.0)

営　　業　　収　　益 2,464 2,478(0.6) 2,483(0.2) 3,224(29.8)

電気通信事業営業収益 2,419 2,441 2,445 3,190

電　　話　　収　　入 1,920 1,965 1,960 2,646

テレックス収入 67 50 43 45

電　　報　　収　　人 21 17 15 14

専　　用　　収　　人 184 196 193 218

データ通信収入 49 35 29 24

データ伝送収入 ８ ８ ｎ 23

その他の収入 167 167 191 218

附帯事業営業収益 44 37 38 33

営　業　外　収　益 132 121 125 140

総　　　　　　　費　　　　　　　用 2,314 2,337(1.0) 2,296(-1.8) 3,156(37.5)

営　業　費　　用 2,275 2,294(0.8) 2,246(-2.1) 3,106(38.3)

電気通信事業営業費用 2,240 2,263 2,216 3,077

附帯事業営業費用 34 31 30 29

営　業　外　費　用 38 42 49 50

経　　　　常　　　　損　　　　益 282 263(-6.7) 312(18.6) 208ト33.3)

郵政省資料, K DD資料により作成

　

（注）１

　

億円札菌は切り捨てである，

　　　

２（

　

）［八Jは対前年度比である，

　　　

J3

　

端数処理の関係で合計が一一一致しないものがある｡

　

新無線呼出し事業者については、営業収益についてはほぼ昨年度並みであるが、経常利益

は減少しか。

　

新国|際系事業者は、営業収益は大幅に伸びているものの、経常利益は前年度に比べて減少

している(第２－２－３表参照)。

　

オ

　

第二種電気通信事業者

　

８年度の第二種電気通信事業者全体の経営状況について見ると、営業収益は８年度推計で

１兆8,079億円け寸前年度比8.0%増)と前年度から増加している。この内訳を見ると、特別第

二種電気通信事業者の営業収益が↓兆1,606億円(推計、同42.2%増)、一般第二種電気通信事

業者の営業収益が6,473億円(推計、同24.6%減)となっている(第２－２－２図参照)。

(3)設備投資動向

　

９年３月及び10月に郵政省が実施した｢通信産業設備投資等実態調査(巾)｣によると、電

気通信事業者の８年渡の設備投資実績額は４兆3,683億円であり、７年度実績額に比べ24.6%

増加している(第２－２－り表参照几

　

また、経済企画庁の｢法人企業動｢同調査報告且９年12月実施｣によると、９年度の設備投

資修正計画額は、令産業が44兆8,127億『r卜対前年度実績額比3.0%増』、製造業が15兆6,293億

円(同5.7%増八非製造業が30兆5,357億円(同1.7%増)となっている中で、電気通信事業者の

り年､度の設備投資修正計画頷は４兆4,995億円であり、対前年度実績額比3.0%増となってい

る(第ツー２－り去参開)



第２－２－９表

　

電気通信事業者の設備投資額

仰山ド吐、∩万円、％）

回答事業者数 ５　年　度

実　績　額

６　年　度

実　績　額

７　年　度

実　績　額

８　年　度

実　績　額

り　年　度

修正計画部5年限洋剣7年制作例9年度
第一種電気通信

事業者

106 117 132 138 137 2,638,096

　(6.0)

2,670,930

　(1.2)

3,308,492

(23.9)

4,121,863

(24.6)

4,283,396

　(3.り)

Ｎ　ＴＴ等 10 10 10 10 10 2,126,565

　(5,4)

2,155,627

　(1､4)

2,409,186

(13.6)

2,711,001

(12.5)

2,694,500

け0.6)

Ｋ　Ｄ　Ｄ １ １ １ １ １　44,500

け28.3)

　46,210

(3.8)

　37,347

け19,1)

　67,929

(81.9)

126,100

(85.6)

新第一種電気

通信事業者

95 106 121 127 126 467,031

(13.7)

469,093

(04)

861,959

(83.8)

1,342,933

(55.8)

1,462,796

　(8.9)

第二種電気通信

事業者

432 325 301 374 374 188,221

(8.5)

207,555

(10.3)

　198,003

け4.6)

246,489

(24.5)

　216,182

(-12.3)

特別第二種電気

通信事業者

33 30 44 57 57 163,936

(5.8)

184,515

(12.6)

　175,613

(－4.8)

222,402

(26.6)

　189,249

け14.9)

一般第二種電気

通信事業者

399 295 257 317 317 　24,285

(31.4)

　23,040

(－5.1)

　22,390

レ2.8)

　24,087

(7.6)

　26.933

(11.8)

電通信事業者計 538 442 433 512 511 2,826,317

　(6.1)

2,878,485

　(1.8)

3,506,495

(21.8)

4,368､352

(24.6)

4,499,578

　(3.0)

｢通信産業設備投資専実態調だ(9年311及び1(川調査)｣(郵政肖)等により作成

　

(汁)１

　

ＮＴＴ等には、N'lT DoCoMo等｣也域別叫L今尽か

　　　

ビ(

　

)内の数値は、対前年度比である

　

２年度以降の電気辿信小業者の設備投資実績額(９年度は計画額)の対前年度増減率の推

移を見ると、り年度は７～８年一度のような急激な伸びではないものの、堅調に推移している

(第2－2－10図参照)。

(億円)

6(),()()0
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０

第2－2－10図

　

業種別設備投資額の推移（実績額及び対前年度増減率）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（％）

50.0
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ぽ

　　　

述

10.0

　

沢

　　　

率

０

－10.0

－20.0

　　

２

　　

３

　　

４

　　

５

（辿f,べ産気設備投資斗実態訓だﾉ

企山庁）によＯ作成

　

６

(邱政印、

７

　　　

８

　　　

９（年度）

「法人企業動向訓介根占ﾂﾞ（経済

（汁）が|こ心は修11ﾐ､汁肉細、その他の11=丿引ま実績細である

｢‾‾‾1第一種電気

　　　

通信事業者

（‾‾TI第'M:心気

　　　

通信りぷ業者

心電気辿f,f

　　　

他業者

ぶ第刊電気

　　　

通信令業者

ﾍﾞﾆ)一一第二種電気

　　　

通信事気者

一○一令産業

一心一製造突

一ロー非製造裳
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(iiり､y:自'万円、％)

吊　度 ジ｢几 六万 万万 回目ざ 副ﾄ度 ７年度 ８弟度 ９年度

尚尚白土卜拡勺
,副詞牡贈j

2,詔白石8 2,542,2刈 2,(i6:-!,l:拓2,826,317 2,878,485 3,50(3,495 4,368,352 4,499,578

巾白け影印七万 8.0 4.:; 工8 引 1.8 21.8 24.6 3.0

弟･陣電気通に

巾徨の設陥没百油
2,24(x(i兜 2､371,037 ご↓89州0 2,638,096 2,670,930 3,308,492 4,121,863 4,283,396

吋前午度増減べヽ 6.り 5.3 5.0 6.0 1.2 23.り 24.6 3.9

弟冲p電でべ通信

jづソ),川副白玉l･j
189,9(i(i 17に47 17o,45(i 188､221 207,555 198,003 246,489 216,182

討|ﾄﾞけ渡増減子 2:4.4 －り.り 1.3 8.5 10.3 －4.6 24.5 -12.3

j万口り相川1度

初旅子
12.り 5.7 －5.2 －11.6 ―5.7 1.8 7.8 3.0

碩造右対前彫度
れ矩収子

1<S.5 よ3 －13.3 －19.7 -14.4 8.6 10.8 5.7

非装造石小出し度

片卯かj･、
9ぶ 7.4 (□ －6.9 -1.4 一口 6.4 1.7

　

ア

　

第一種電気通信事業者

　

卜年度の第

　

手負電気辿fぷれ業と･歌体の設f帽女資実績糸目兆1,218億円(対前年度実績額比

24.6%増)の内駅を兄ると、ＮＴＴが１兆9,911億円(同0.1％増)、NTT DOCOMo等の合計が

7,199億円(|ii]71.3%増八

　

ＫＤＤが679億円(同81.9%増)、新第

　

一仲電気辿信事業者が１兆

3,429佑円(川55.8%増トごあった

　

伍第

　

ｲ小七でべ通fよに支者の設備投資㈲は、第-神電気通

fぷに支社令体の32.6%を占め、前年度より6.5ポイント増加している。

　

また、り|丿辻の第

　

刊ﾔ｡=に気通fよjじしど令休の設備役資修正計川部４兆2,833億｢[1(対前年度

実仏細比3.9%増)の内訳を児ると、ＮＴＴが１兆8,900に円(同5.1%減)、NTT DoCoMo等の

介計が8,045に円(川11.8%増)、ＫＤＤが1,261に円(同85.6%増)、新第

　

･仲yに気通fよjぶ業者

がUL4,627に円(|nj8.9%増)となっている

　

新第

　

ｲ魯七気通信廿業者の設備投資額は、第一

種電気通fよbl交々令休の34.2%を占め、前年度実績部よ01.6ポイント増加している(第２－

ごーりÅ参照)‥

　

イ

　

第二種電気通信事業者

　

が11度の第冲R電気通fよlt業一行の設備役資実績額2.464億円(対前年度実紋額比24.5%増)

は、特別第丿小七でべ通f①bl業芹が57桂で2,224億円(同26.6%増)、一般第大仲電気通fよμ業者

が割7什で240億円⑤に6％増)であった。

　

また、り｢渡の第丿仁に気通fぷに気者の設備投資修Iに出向部2,161億円(対前年度実績額比

12.3%減)は、特別第し節電でべ通fよbl業者が57桂でL892億円(同14.9%減)、･般第下TI電気

辿fぷDI欠行が317什で26り帖円(同11.8%増)となっている(第2 ―9 ―9衣参照)。

(4)電気通信業界の合従連衡の状況

　

我が川の電気通fよ七万は、第し次情報辿信改革による競争の激化、グローバル化の流れを

そけて交岑11陥II固加辿されつつある

　

いいO川伍長わ仙系の日本テレコム㈱(､JT)が伍川際系の目本円際通ほ株)ＯＴＪ)と

介併したぽ八

　

り|谷川にＫＤＤが第ｲ｡=に=に㈱∩ﾌ)Ｄｎ及び日本高速辿ほ株)けＷＪ)と、

ドトり川には旧に山に礼バヽワーク㈱(ＴＴＮｅｔ)と川次き滝捌足批を行った。

　

また、９年11
川

　

白川)七TNV,Jは糾レイバ谷結に|貼八

　

今意した(第ソービー1巾に爆D。
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電気通信業界における再編の動き
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放送事業者数の推移

(けト度 ７年度 ８年度 ９年度

ら年度 ∩渡 ７年度 ８年度 ９年度

地卜系放送事業者 194 205 224 268 292

衛星系放送が欠片 18 19 17 64 81

ヶ－ブルテレビ乍業者 494 581 641 708 729

郵政省資料によ０作成

　

(注.)地ll系放送･り欠占には、ＮＨＫ及び放送人才学園を今か

　　　

衛星系放送･lt欠片には、通信衛ｙを利川する委託・受託放送･卜装占両者を含み、ＮＨＫ及び放送人学

　　　

学園を尽まない

　　　

ケーブルテレビ･｣ぶ高者は、自上放送を行うケーブルテレビiJf業片、り年渡については慨豚匪．

　

ウ

　

ケーブルテレビ事業者

　

白主放送を行うヶ－ブルテレビ事業者の９年度未までの累計は729社であり、事業者数は

前年度比3.0%増となっている(第2－2－12図参照)。

(2)経営動向

　

ア

　

N H K

　

８年度の日本放送協会(ＮＨＫ)の経営状況(一般勘定)について見ると、事業収人は5,876

億円(対前年度比2.8%増)であり、事業収人の人部分を占める受信料は5,714億円(同5.0％増)

であった。

　

ゾ八事業支出は5,853億円([司2.9%増]であり、事業収支差金は22億円となった。

　

９年度の収丈竹算について見ると、事業収人は6,109億円([司4.0％増]、事業支出も6,109億

円([司4.4%増]であり、収支均衡となっている。

　

また、10年度の収支‾戸算については、事業収入6,246億円(同2.2%増)、事業支出6,156億円

(同0.8％増)、事業収支差金90億円となっている(第2－2－13表参照)。



第2－2－13表ＮＨＫの経営状況（一般勘定）

(帽し∩万円、‰j

区別 ７年度決算 ８年度決算 ９年度収支予算 10年度収支-p算

事業収入 571,738(1.2)

　　[570,784]

587,613(2.8)

　　[582,832]

610,997(4.0) 624,687(2.2)

受信料

交付金収入

副次収入

財務収入

親収入

特別収入

554,166

　2,050

　6,025

　8,180

　　636

　　677

571,437

　2,186

　6,046

　6,437

　　641

　　864

594,500

　1,974

　7,366

　5,623

　　500

　1.034

607,535

　2,190

　5,990

　5,050

　　500

　3,422

事業支出 568,737(3.4)

　[573,463]

585,374(2.9)

　[587,654]

610,997(4.4) 615,633(0.8)

国内放送費

国際放送費

契約収納費

受信対策費

広報費

調査研究費

給与

退職手当・厚生費

一般管理費

減価償却費

財務費

特別支出

予備費

227,511

　6,339

　54,423

　1,800

　2,843

　7,883

145,091

46,098

13,648

50,858

10,132

　2,106

　　　0

236,362

　6,480

　55,999

　1,964

　2,859

　7,888

146,581

48,944

13,892

51,407

10,511

　2,483

　　　0

244,897

　6,638

　57,841

　2,032

　3,026

　8,035

148,918

　49,485

　14,330

　54,407

　16,236

　2,147

　3,000

245,643

　7,031

　59,333

　2,042

　3,077

　8,110

149,663

49,485

14,410

55,339

16,617

　1,880

　3,000

事業収支差金

　　3,000

　け80,4)

ト2,678］

　2,238

(-25.4)

ト4,821］

０ 9､054

ＮＨＫ資料により作成

(注)川内の数値は、削押)数字である、

　　　　

単位末満は、切り捨てで表示してある

　　　　

Ｕ内の数値は対前年度比の増減である

　

イ

　

民間放送事業者

　

８年度の民間放送事業者全体の経営状況について見ると、地し

放送衛星及び通信衛星を利川する衛星系民間放送事業者(受託放送事業者を除く。)58社(兼

営２社を含む。)の営業収益の合計は２兆5,581億円け俑びト度比8.5%増)と大きく増加した､I，

特に衛星系民間放送頃業者においては、ＣＳデジタル放送が開始されたことを背部二鳥い仲

び([司16.8%増]を示した(第2－2－14図参照)。

　

８年度の地FI系民間放送事業者の経営状況を事業別に兄ると、ラジオ・テレビジョン兼営

社、テレビジョン単営社、文字放送単営社及びラジオ単営社とも営業収益は前年度に比べ増

加しており、特にテレビジョン単営社においてその伸びが人きくなっている、

　

衛星系民間放送事業者においては、ＣＳデジタル放送の開始を背景に、テレビジョン単営

社において営業収益が順調に拡大している反面、営業費川も増加してお以経常損益では令

体として前年度に比べ減益となった(第2－2 －15八参照卜
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第2－2 －14図民間放送事業者の営業収益の推移

６ ７ ８

(％)

50

40

30

20

10

０

-10

(年度)

(単位：百万円、％)

年度 ４ ５ ６ ７ ８

廸ﾄ.県仄聞放送他業者 2,182,308 2,078,486 2,141,058 2,280,685 2,468,353

組閣系仄聞放送廿尨犬 34,942 51,878 63,270 76,895 89,779

白　　　　　計 2,217,250 2,130,364 2,204,328 2,357,580 2,558,132

脳代凡打∩迫田 －1.8 －3.3 3.0 6.5 8.2

対面年度比増減率（衛早糸） 10.5 48.4 22.0 21.5 16.8

郵政竹資料により作成

（汁）」午万力衛Ｖ.系民問放送丿某片は、放送衛星を利川する］比内介計

　　　

二川丿皿ｿ付け、二れに加え辿信衛Ｖ午利川するが謡放地レ」万叫と占を介か

　　　

（川しＣＳデジタル放送･=Jt次占については、尽謡放送今次に係る収益のみを計ll

　

）

　

ウ

　

ケーブルテレビ事業者

　

８年度の臼上放送を行うヶ－ブルテレビホl業者(営利目的のもの)全体の経営状況につい

て見ると、営業収益は2,130億円(対前年度比89.3%増)、営業芦川は2,195億円(同83.7%増)、

経常損失は106億円となり、椙失額は昨年度に比べ減少している(第2－2－16表参照)。

(3)設備投資動向

　

郵政省の｢通仁産業設備役資等実態調査｣(９年冊丿及び10月実施)によると、放送事業者全

体のがトぽの設備投資実績部は5,508億円であり、対前年度実績額比78.3%増加した。

　

また、り年度の設備投資修tに什匪額にに?､925億円と、対前年度実績額比46.9%減少し、平年

並みとなっている

　

が|二度における動向をけると、ケーブルテレビ他業者、民間放送他業づ昔とも増加している。

特にケーブルテレビ乍業川よ対前年度比58.2%増加したが、これはサービスエリアの拡大や

放送機能拡人的ためとぢえられる町辺一ご －17衣参照)、



第2－2－15表民間放送事業者の経営状況

即心:II I卜円／勺

地上系

ラジオ・テレビジョン兼営社 テレビジョン単宮柱

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

５年度（36社) 634,595 （36桂) 611,112 (36巾27,069 (83桂)1,271,532 (8爪) 1,214,386（8琲）55,986

６年度 （36社) 647,751 （36社) 613,443 (36巾35,927 (8爪几319,958 (8爪)l,234,0(4 （8肘L）84,396

７年度（36社) 688,789 （36社) 640,732 (36巾48,881 (8川:)1,411,450 (跳出,292,010 (8附) 114,805

８年度 (計・36社)

　　　　726,847

(VHF34社)

　　　　717,012

(UH F 2社)

　　　　　9,835

(計・36社)

　　　　667,869

(VHF34桂)

　　　　658,672

(UH F 2桂)

　　　　　9,197

(計・36杜)

　　　　　58,034

(V H F34往)

　　　　　57,376

(UH F 2汁)

　　　　　　658

(計・8枡)

　　　1,551,985

(V H F 14仕)

　　　1,082,112

(U H F74桂)

　　　　469,873

(計・88汁)

　　　1,392,820

(VH F14仕)

　　　　974,035

(U H F74ft)

　　　　418,785

(計・8縦)

　　　　153,816

(VHF14巾

　　　　105,873

(U H F74伴)

　　　　47,943

地上系

文字放送単営社 ラジオ単宮柱

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

５年度（1岨) 3,302 （1岨) 3,109 （1岨) 253 （55桂) 169,057 （55社) 164,600 （5誹) 5,576

６年度（1岨) 3,266 （1岨) 3,074 （拍桂) 204 （5眺) 170,083 （56桂) 163,946 （56社) 8,205

７年度（９社) 3,431 （９社) 3,252 （㈲I:) 236 （58桂) 177,015 （58桂) 167,602 （58仕) 9,891

８年度（９社) 3,595 （９桂) 3,332 （９仕) 299 (計・60桂)

　　　185,926

(中波・11仕)

　　　　88,571

㈲波・げL)

　　　　4,849

㈲短波べ8什)

　　　　92,506

(計・60社)

　　　173,472

(中波・11仕)

　　　　85,512

㈲波・１仕)

　　　　4,685

(超短波・48桂)

　　　　83,275

(計・60桂)

　　　　12,445

(中波・11仕)

　　　　3,028

(短波・１仕)

　　　　　209

(超加減・48桂)

　　　　9,208

地上系

計

営業収益 営業費用 経常損益

５年度 (184社)2,078,486 (184桂)1,993,207 (184社) 88,884

６年度 (186社)2,141,058 (186f-±)2,014,467(186桂)128,732

７年度 (190社)2,280,685

　　[6.5]

(190杜)2,103,596

　　㈲]

(190社)173,813

　　　[35.0]

８年度 (193社)2,468,353

　　[8.2]

(19址)2,237,493

　　[6.4]

(19址) 224,594

　　[29.2]

衛星系

テレビジョン軍営社 音声放送軍営社

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

５年度（mll）51,300 （11桂) 57,643 （1UL）－18,620 （NL）578 Ｏ仕) 3,640 Ｏ吐）－3,m

６年度（12礼) 62,486 （12社) 62,342 （12社) -7,538 （討L) 784 （計上) 3,436 (討D -4,099

７年度（14杜）73,745 （14社) 69,483 （Ｈ社）　2,667 Ｏ社) 3,150 口仕) 3,985 Ｏ桂）－2,088

８年度（49桂) 86,863 （49桂) 86,828 （4叫L）－1,450 Ｏ桂) 2,642 Ｏ仕) 3,657 Ｏ仕) -1,675

テレビジョン・音声放送併宮柱 衛星系計

営業収益 営業費用 経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

５年度 （1附) 51,878 （16社) 61,283 （1附) -22,564

６年度 （17仕) 63,270 （1俎) 65,778 (17山一11,637

７年度 (17巾76,895

　　[21.5]

(17巾73,468

　[11.7]

(1附) 579

[12址円型]

８年度（２社) 274 （２桂) 374 （２桂）－102 (58白89,779

　　[1副

(58巾90､861

　　　　[2よ7]

(5旺t)-3,227

に2(贈円減]

郵政省資料により作成

（注）［］内の数値は、対前年渡比心対白白汗ﾄﾉ）川服でふる
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第2－2－16表ケーブルテレビ事業者の経営状況
(単位：百万円、％)

区別 ６年度 ７年-度 ８年度

営業収益 98,415

(27､O)

112,554

　(14.4)

213,061

　(89.3)

営業費用 110,688

　(19.2)

119,470

　(7.9)

219,512

　(83.7)

営業損益 -12,273

　(20.1)

-6,916

　(43,6)

-6,451

　(6.7)

経常損益 -17,756

　(17.7)

-12,698

　(28.5)

-10,679

　(15.9)

郵政省資料により作成

（汀）∩内は、対前年･度比である、

　　　

事業者のうち、自主放送を行い、かつ営利目的の事業者のみを集計、

第2－2－17表放送事業者の設備投資額

(単位：社、百万円、％)

回答事業者数（各年度） ５年度

実績額

６年度

実績額

７年度

実績加

８年度

実績額

　９年度

修正計画額５ ６ ７ ８ ９

NHK １ １ １ １ １　58,766

(-15.2)

59,556

　(1.3)

59,797

　(0.4)

62,984

　(5.3)

64,669

　(2.7)

民間放送事業者 214 207 276 289 289 132,227

叶22.2)

110,057

(－m8)

203,270

　(84.7)

415,315

(104.3)

124,325

け70.1)

ケーブルテレビ事業者 236 225 257 207 207 68,971

け2.1)

　46,547

(-32.5)

45,825

(－1.6)

72,510

(58.2)

103,586

　(42.9)

放送事業者計 451 433 534 497 497 259,964

　(4.9)

216,160

(-16,9)

308,892

　(42.9)

550,809

　(78.3)

292,580

(-46.9)

「通信産業設備投資等実態調査（９年３月及び10月調査）］

（汗）Ｕ内の数値は、対前年度比である、

（郵政省）等により作成

(4)我が国における放送事業者の合従連衡の状況

　

唯界のメディア産業では、国際競争市場での優位を確保するため、グローバルな提携や買

収・合併が行われている、

　

我が国においても、ＣＳデジタル放送において、顧客管理代行会社である日本デジタル放

送サービス(サービス名称パーフェクＴＶ)とジェイ・スカイ・ビー((司J S k y B)が10年

２月に対等合併することを発表レ同年５月に新会社｢スカイパーフェクＴＶ｣として発足

することになった(第2－2－18表参照)、

　

また、ケーブルテレビにおいても、５年12月の設置許可における地元事業者要件の廃止等

の規制緩和により、複数のケーブルテレビ局を１社で運営するケーブルテレビ局統括運営会

社(ＭＳＯ)ピ巾が出現レ広域的な事業展開が行われており、10年３月現在、MSO 2社

が30の有線テレビジョン放送施設を運営している。



第2－2－18表 ＣＳデジタル放送における合従連衡

サービス名称 パーフェクTV JSkyB ディレクＴＶジャパン

概　　要 商社資本を中核として顧客管

理代行会社を設立、委託放送

事業者は独立系が中心

ニュース、ソフトバンク、ソ

ニー、フジテレビジョンを中

核とし顧客管理代行会社・

委託放送事業会社を設立予定

ヒューズ、カルチュア・コン

ビニエンス・クラブバCCC）

を中核とし顧客管理代行会

社・委託放送事業会社を設す

予定

開始時期 ８年６月 10年予定 ９年11月

利用衛星 　　　　JCSAT3 :

日本サテライトシステムズ

　　JCSAT 4 :

日本サテライトシステムズ

スーパーバードＣ：

　　宇宙通信

委託放送事業者数 64社（10年･３月現在） 未　　定 20社（10年３月現在）

チャンネル数 テレビ103ch 末　　定 テレビ90ch

視聴者数 　　63万

(10年３月末)

一
日本デジタル放送サービス スカイブロードキャスティング ディレクTVジャパン

顧各営埋
代行会社 主

な
出

資
者

・日本サテライトシステムズ

　　　　　　(13.77%)

引尹藤忠商事(13.67%)

・住友商事(13.67%)

・三井物産(13.67%)

・日商岩井(13.67%)

゜ニュース
・ソフトバンク

・フジテレビジョン

・ソニー

・丸紅
・電通（出資比率未定）

・ヒューズバ31.75%)

・CCC (31.75%)

・三菱グループ(13.62%)

・松下電器産業(9.07%)

・徳間書店(9.07%)
・大日本印刷(4.54%)

郵政省資料により作成

（沁）本年５川の合併により、レ→フェクＴＶ」と「JSkyB」のサービスは一体化される予定

３

　

郵便

(1)

　

施設数の状況

　

郵便局は、現在全国の全市町村に設置されており、その局数は、９年度末現在では２万

4,693局(対前年度末比0.2％増)である。その局種別の内訳を見ると、普通郵便局が1,324局

([司３局増]、特定郵便局が１万8,764局(同53局増)、簡易郵便局が4,605局([司１局減]となっ

ている(資料3 －13参照)。

(2)

　

経営動向

　

ア

　

郵便事業の経営状況

　

８年度の郵便事業の経営状況を見ると、収益については、その大半を占める郵便業務収入

が、保冷郵便制度の創設等各種郵便サービスの改善や営業努力により、予算額(目標額)を

達成レ収益全体で、２兆3,362億円(対前年度比2.2%増)となった。一方、費用については、

新郵便番号制の導入のための準備経費の増加等により２兆2,419億円(同3.6%増)となった。

この結果、郵便事業利益は、943億円(同21.7%減)となった(第2－2－19表参照)。

　　　　　　　　　　　　　

第2－2－19表

　

郵便事業の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位：億円、％)
区　　　　　　　　　別 7年度決算 8年度決算 9年度予算 10年度予算

収　　　　　　　　　益 22,865

(2.3)

23,362

(2.2)

23,704

(1.5)

23,922

(0.9)

費　　　　　　　　用 21,647

(2.1)

22,419

(3.6)

23,429

(4.5)

23,627

(0.8)

利益又は欠損 1,218 943 275 295

同　　上　　累　　積 1,363 2,306 2,581 2,876

郵政省資料により作成

（注）（

　

）内は、対前乍度比である
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また、３年度以降の総引受郵便物数と郵便事業定員の関係を見ると、物数は、３年度を

100とすると、８年度は106.4に増えている。

　

一方、郵便事業定員は、３年度を100とすると、

８年度は100.2と0.2ポイントの増加にとどまっている。これは、郵便番号自動読取区分機、

小包区分装置等の機械類の最新型(郵便物あて名自動読取区分機等)への更改及び増備とい

った事業効率化の努力によるものである(資料S －12参照)。

　

なお、８年度総引受郵便物数が約255億通(対前年度比2.8%増)となった結果、国民一人当

たりの利川通数は204通となり、初めて200通を突破した、

　

イ

　

新郵便番号制の実施

　

(ア)概要

　

10年いに日から、郵便物処理の機械化の範囲を拡大レ郵便事業の効率化を図ることに

より、将来にわたって低廉で良質な郵便サービスを安定的に提供することを目的として、町

名等住所の漢字部分を７けたで表す新郵便番号制を開始した(第2－2－20表参照)。

第2－2－20表

　

新郵便番号制の導入

年　　月 内　　　　　　　容

９年６月

　　８月

　　11月

・インターネットを活用した新郵便番号お知らせサービスの開始

・大口利用者向けに新郵便番号ＣＤ－ＲＯＭ（改訂版）の配布開始

・各家庭・事業所への新郵便番号簿の配布開始

・年賀状の差出人の住所に新郵便番号記載のPR

・新郵便番号の電話番号案内サービス及び新郵便番号調査サービスの開始

10年１月

　２月２日

・官製葉書及び郵便書簡の無料交換開始（３月末まで）

・現行番号枠の葉書等に貼れる７けたの新郵便番号枠シール配布の開始

・新郵便番号制原人

郵政宵資料により作成

　

新郵便番号制では、郵便局に配備した新型区分機が、行政区、町域を表しか新郵便番号と

住所表示毎号を機械処理しやすいバーコードの形に印字レこれを読み取ることによって郵

便物を配達順に並べる作業を行う、この新型区分機は、18年度に配備が完了する予定である

(資料3 －18参照)、

　

また、バーコード化に伴い、配達原簿のデータベースの作成及び現行化等、配達原簿情報

のｰﾘ巳管理が可能となる｢配達情報総合情報システム｣を導入し、郵便局の情報化の促進を

図ることとしている｡

　

(イ)経済効果

　

新郵便番号制導人肖初から10年間(新型区分機配備完丁予定の18年まで)で、新型区分機

等約1,500台の導人のために設備投資額等約2,200億円の経費が増加するが、配達システムの

効率化により投資を回収し、７年８月の郵政審議会答申では、更に約2,000億円程度以上の

経費と8,000人程度以]ﾆの労働力の節減が図れると試算している。



第３節 情報通信サービスの動向

　

情報通信サービスの動向を、国内情報通信と国際情報通信のそれぞれについて兄ると、次

のとおりである。

　

国内情報通信のうち、ｌｓＤＮの基本インターフェース回線数Ｏ年り月利、対前年同期

比128.6%増)、携帯・自動巾電話サービスの契約数(同70.4%増)、高速デジタル伝送サービ

スの回線数([う]67.7%増)が高い伸びを示している。

　　　　　　　　　　　　　　

第２－３－１図

　

国内情報通信の動向
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.●

φ

６ ７

●

89年叶げ

　

年度昧）
邱政省資料により作成

　

（註）I

　

ISDND'I線数は昭和63吊度札ＮＨＫ直1星放送契約数は几ﾉﾄ唆心を10 Oとした

　　　

Z

　

ISDNIiil線は雌本インターフェースの回線枚である。

　　　

:3

　

ケーブルテレビは、自十放送を行うものを対象とする

・加人‘･a話契約数

　　

4(i,771,()9り契約(61年度わ

　　

－61､244,2i:i裂細叫叫仁

・携帯・自伺巾定謡裂約枚

　　

りS.lSl-'丿約(61年心木)

　　

→26,084,り75契約囲卜川Ｄ

・無線呼出し契約数

　　

坤胴吹約則剔万)

　　

－8,982,(囚契約囲｢9lH^l

・ISDN川線枚

　　

1,I9≪川線(6朗一度佃

　　

→1､7O1.(44川線(9年剛目い

・高辿ナックル回線数

　　

回叫川り卵

　　

→凪⑤⑥畑川

・電報通数

　　

40,050 T一通(61'I一度)

　　

-→4().19X｢･通(がﾄ心)

・ＮＨＫ受信裂約数

　　

:il.954.Ki5契約(G1年心佃

　　

→;)5,81fi,023契約(8乍度佃

・NHK(/fi星放送裂約枚

　　

1,207 r夕約(几年,度佃

　　

→X,591 f一契約(9卜川仁

一ケーブルテレビ契約数

　　

'i:i7,:-!4か?約ぐ6ド｢瞳佃

　　

―S,00(l.,S79契約(8年度佃

・無線回枚

　　

4.155,554り(6川渡佃

　　

→29,211.483l,.i(がﾄ度佃

・内川郵便物数

　　

1X,O33.<):!(IT-迦(61胆度)

　　

→邱蒜巾糾㈲
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年度（末） 61 62 63 几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

加入電話契約数 100.0 103.5 107.6 112.1 116.6 120.3 123.3 125.8 128.1 130.0 131.0 130.9

携帯一白前車電話契約数 100.0 158.5 255.3 514.6 912.5 1448.6 1800.2 2240.5 4553.110726.321945.327420.1

無線呼び出し契約数 100.0 118.7 141.5 170.7 204.3 237.6 268,8 324.1 375.9 426.5 404.9 361.0

ISDN回線数 - - 100.0 563.8 2279.9 7023.313089.419598.228143.143392.890561.6141990.3

高速デジタル回線数 100.0 198.1 290.1 387.8 511.2 683.0 905.5 1188.2 1795.6 3196.0 5741.8 7347.3

電報進数 100.0 102.5 103.5 108.3 111.1 117.3 116.7 112.4 108.1 103.3 100.4 -

ＮＨＫ受信契約数 100,0 101.4 102.8 103.9 105.0 106.2 107.5 108.6 109.6 110.7 112.1 -

ＮＨＫ衛星放送契約数 - - - 100.0 194.8 315.7 414.3 484.7 545.2 611.0 677.1 711.8

ケーブルテレビ契約数 100.0 100.6 140.4 184.7 233.0 317.0 427.8 553.9 718.7 831.7 1143.5 -

無線同数 100.0 107.8 119.2 135.0 155.7 182.3 199.6 201.9 260.7 416.7 702.9 -

内国郵便物数 100.0 107.2 112.1 118.5 125.8 132.1 134.5 135.0 132.6 136.8 140.6 142,1

　

放送サービスについては、ＮＨＫ衛星放送の契約数(９年９月末、対前年同期比10.0％増)、

ケーブルテレビ(自主放送を行うもの)の契約数(８年度末、対前年度末比37.5%増)が高い伸

びを示している。

　

電波利用については､無線局数(８年度末､対前年度末比68.7%増)が高い伸びを示している。

　

郵便サービスについては、９年度の内国郵便の引受物数が、前年度と比較して1.1%増となっ

た(第2-3-1図参照)。

　

国際情報通信のうち、電気通信サービスについては、国際電話取扱数(８年度、対前年度

比11.4%増)が増加している一方で、国際テレックス取扱数、国際電報取扱数は、減少傾向

が続いている(第２－３－２図参照)。

600

500

400

卜

200

100

０

第２－３－２図

61

　　

62

　　

63
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几
２ ３ ４

国際情報通信の動向

　

(昭和61年度(末)＝100)

５ ６ ７

　　

８

年度(末)

一国際電話取扱数

　

134.11百万同(61年度)
→763.2百万回(8年度)

・国際専用回線数

　

1,149回線(61乍度未)

→1,771[回線(8年･度末)

・国|原ﾃﾚﾊﾟｽ取扱数

　

4,379万回(6川こ度)

→498万回(8年度)

・国際電報収扱数

　

120.0万通(61乍度)

→17万通(8年度)

・国際放送時問数

　

40峙間(61年度)

→65時間(8年度)

・国際郵便物数

　

242.5fi"万通(61年度)

→430.0百万通(8乍度)

年度（末） 61 62 63 疋 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
国際電話取扱数 100.0 140.4 188.6 238.3 285.3 332.! 359.0 392.6 447.0 510.9 569.1
国際専用回線数 100.0 119.7 127.2 135.2 142.0 144.8 144.0 145.9 143.1 147.2 154.1
国原テレックス取扱数 100.0 79.3 60.7 48.7 39.3 32.5 25.4 20.5 16.1 13.:-! 11.4
出際電報取扱数 100.0 80.8 66.7 58.3 50.8 45.8 37.5 27.5 22.5 18j 14.2
国際放送時同数 100.0 100.0 107.5 107.5 117.5 120.0 131,3 150.0 162.5 16ﾝ石 162.5
川原郵便物数 100.0 106.3 113.7 120.2 127.2 135.1 138.0 145.0 150.9 16白、　177.3

～j
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電気通信サービスの動向

(1)概況

　

主な電気通信サービスの慨要は次のとおりである(第２－３－Ξ表参照)、

(2)電話サービス

　

ア

　

国内電話サービス

　

(ア)契約数及びサービス提供地域

　

ＮＴＴの加入電話契約数は、９年９月末現在6,124万契約(対前年同期比0.5％減)となって

おり、戦後初めて減少した｡

　

また、加入電話契約を事務用と住宅用とに分けて見ると、９年９月末現在、事務用は

1,869万契約(対前年同期比1.9%減)、住宅用は4,255万契約(同0.1％増)である。伸び率は、

３年度以降、住宅用の伸び率が事務用よりも高い傾向が続いており、契約数の比率は、住宅

用が事務用の２倍である(第２－３－４図参照)、

　

新第一種電気通信事業者について見ると、長距離系３社の市外電話サービス契約数(I D

登録数の３社単純集計)は、９年９月末現在、3,680万契約(対前年同期比8.2％増)となって

いる。地域系では、ＴＴＮｅtのほか、９年６月からケーブルテレビ事業者の㈱タイタス・コ

ミュニケーションズが、９年７月から杉並ケーブルテレビ㈱がそれぞれ加入電話サービスを

提供しており、契約数は、９年９月末現在３社合わせて、２万5,000契約(同13.6%増)とな

っている。

　

(イ)トラヒック状況

　

８年度における加入電話相互間の総通話回数と総通話時間(ＮＴＴ、DDK

　

ＪＴ、TW

Ｊ及びＴＴＮｅｔの５社合計)は、それぞれ、総通話回数が882.3億回(対前年度比4.2％増)、

38.6億時間(同0.8％減)となっている。

　

総通話時間は２年連続の減少となったが、これは、携帯・自動県電話やＰＨＳを利用した

通話への移行や、マルチメディア化の進展によるISDN及び高速デジタル伝送サービスへ

の移行のためと考えられる。ただし、携帯・自動車電話及びＰＨＳとの相互通話を含めた加

入電話のトラヒックは、通話回数で7.8%、通話時間で2.3％の伸びを示している。

　

総通話回数をＮＴＴと新事業者∩社の合計)別に見ると、ＮＴＴが前年度に比べ2.2%増

であるのに対して、新事業者は28.1%増となっており、総通話回数に占める新事業者のシェ

アは、前年度に比べ1.8ポイント増の9.5%となっている。

　

また、ＮＴＴと新事業者は主に県間通話市場で競争しているが、県間通話回数に占める新

事業者のシェアは、35.7% (対前年度比3.8ポイント増)と新事業者がシェアを伸ばした。

　

なお、東京都、大阪府、愛知県相互の通話回数に占める新事業者のシェアは、56.4% ([司

0.6ポイント増]となっており、その過半数を占めている(第２－３－５図参照)。

　

総通話回数及び総通話時間を｢区域内通話丿市内通話料金(昼間３分10円)で通話できる単

位料金区域の中に終始する通話)、｢隣接区域との通話｣及び｢その他の区域との通話｣に分け

ると、｢区域内通話｣の通話回数及び通話時間は、526.7億回(総通話回数の59.7%)、21.7億時

間(総通話時間の56.2%)、｢隣接区域との通話｣が135.5億回([司15.4%]、6.3億時間(同16.1％)、

｢その他の区域との通話｣が220.1億回(同24.9%)、10.7億時間([司27.7%]である。総通話に対

して、｢区域内通話｣の占める割合加減少し市外通話出荷接区域との通話]及び｢その他の
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電気通信サービスの概要第２－３－３表

分　野 サービス名 サービス概要

電話

国内

国際

川内厄活

国内＼' F N

国際電話

国際VPN

　（Ｕ第一腫電気通信事業者加担供する厄活サービス

　回）第l腫事業者が提供する公専公接続、インターネヽバヽ電話等

　　　サービス

特定のユーザーグループ問においてあらかじめ登録した内線番号を

|目|すと、電気通信事業者の設備において自動的に一般の電話番号に

変換し、該当する相手先に接続されるサービス

田原間のＶＰＮサービス

移動体 携帯・臼前車電話

PHS

無線呼出し

簡易陸|こ移勁烈線電

話(CRI))

テレターミナル

船船宿話

航空機公衆電話

列車公衆電話

携帯型又は自動帽二搭載した無線機と一般の加入電話等が接続され

て通話することができるサービス

コードレス電話機の子機を、屋外でも使えるようにした簡易型携帯

電話であり、携帯・自動俳電話に比べてカバーエリアが狭く、高速

移動中は使用できないなどの制約があるが、利用料金が安く、端末

が小型軽量で、32kbpsの高速データ通信が可能であるサービス

ー一般の加入電話網を利用して、無線基地局から無線によって特定の

受信端末を呼出す移動通信サービス

ＭＣＡ方式により設備運用及び刊用料の経済化を図った移動無線電

話サービス

パケット交換方式による無線データ通信専用のサービス

目本の沿岸を航行する船舶と陸上の電話または船舶相互間で通話で

きる沿岸無線サービス

飛行中の航空機から地ﾄ.の家庭または事務所などとの間で通話を行

うために、航空機内に設置されている無線を利用した公衆電話サー

ビス

走行中の列車から家庭または事務所などとの間で通話を行うために、

定率内に設置されている無線を利川した公衆電話サービス

専用ｻｰﾋﾞｽ

国内

国際

回線交換

高速ﾃ▽｀鯖伝送

-一般専用

映f胆云送

ﾃﾚﾋﾞｯづﾝ放送中継

烈線専川

出際川口回線･II皆

|剛胆ﾑ送

回線交換網を経由レ通信の都度相手との通信回線を設定レ互い

に同じ速度で通信を行うデ｀ジタルデータ交換サービス

高速かつ大容量の伝送が可能なデジタル専用線サービス

アナログに送により決められた周波数帯城を利用できる「帯城品目」

と、デジタル伝送により速度を保証している「符号品目」からなる

り片目サービス

電話回線網を利川して、情報センターに蓄積された文字、図形情報

を利用者端末から要求に応じて提供する双方向型の1向像通信システ

ムサービス

放送局から放送Ｕヘテレビジヨン映像と音響を伝送する放送事薬用

のサービス

無線送受信装置等の無線設備を無線征治局に設置レここから加入

昂七まで連絡線（一般の白目回線相当）で結んで提供するサービス

我が国と海外の特定の利川晋『用を、卯月の電気通信設備によｏ結び、

田原通信を捻出するサービス
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分　野 サービス名 サービス概要

衛星通信 衛星通信

衛星携帯電話

航空衛星通居

所星船舶電話

ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ海事衛星通信

ｲﾝﾏけｯﾄ|塗LI移動衛星

通信

衛星を利川しか白月サービス

衛星通信を利川した批帯電ぷサービス

航空機に搭桟した航今橋追川ふ以備により、インマルサット衛星を

経由して追llとの通信を行うサービス

衛星が見通せる場所であれば府庁からほば200海[ﾛ.(370km)の水域ま

で通話の他、データ通信やファクシミリ等の通信に利川できるサー

ビス

船舶に船舶追味いを搭絨レ赤石トに打ちにげられたインマルサッ

ト衛星と海岸地球局を通じて、船舶と陸地問又は船舶指圧間の通信

を行うサービス

インマルサット衛星を刊用して、川内にある映帯移動地球同により、

通信が可能となるサービス

ISDN

国内

国際

ISDN

国際ISDN

デジタル回線により、電話、テ｀一タ通信を始めとする多種多様な通

信を結合的に提供するサービス

開否間のＩＳＤＮサービス

ﾃﾞｼ）ﾚﾃﾞ一ﾀ伝

送ｻｰﾋﾞｽ

国内

国際

ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ

ﾋﾟｹｯﾄ交換

ｾﾙﾘﾚｰ

ｲﾝﾀｰﾈ娃接続

国際ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ

ﾊ計ｯﾄ交換

国際ATM

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

ネットワークにおける処理を簡素化することで、高速のデー刊ﾑ送・

交換を可能とする64kbpsから6Mbpsまでの通信速度に対応した、Ｌ

ＡＮ間通信等に用いられるサービス

データを--定長以下のバケットに区切り、交換機に蓄積してに送す

るサービス

ＡＴＭ技術を利川レ固定長のデータを情報単位として扱うことに

より、高速通信に対応したサービス

国内定気通信事業者によるインターネッ|ヽ接続サービス（ＯＣＮ等）

と二極事業者によるものがあり、インターネットへのアクセスを提

供するサービス

フレームリレー方式によ0、64kbpsから6 Mbpsまでの通信速度に

対応した、|刻|原間のＬＡＮ間通信等に田いられるサービス

国際間のパケット交換サービス

53バイトの短い固定長ＡＴＭセルを田い、交換機における処理時間

を犬偏に短縮することによ０、最大156Mbpsの大官量・超高速通い

を実現し、企業等による高速ファイル転送等に田いられるサービス

インターネットプロトコルによ０加入者と剔‾剔則のインターネット

ゲートウェイ設備までを結び、インターネットへのアツセスを提供

するサービス

電報 電報

国際ﾃﾚｯｸｽ 枡目網での文字による記録通信を提供するサービス

１５３
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分　野 サービス名 サービス概要

ビデｵﾃｯｸｽ ビテ計ﾃﾞﾘｽ
家庭やオフィスの電話とテレビやパソコンを利用レ　リクエストに

応えてセッターから送られた画像情報を端末に写し出す双方向サー

ビス

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信網 77八ﾐﾘ通は網

国際ﾌｧｸｼﾐﾘ通信網

ファクシミリ専用のネットワークサービスで、蓄積が式をとるため、

一一斉同時通信等の可能なサービス

国際間のファクシミリ通信網サービス

ｵﾌﾄｸ通信 ｵﾌﾄｰｸ通信 電話回線の空き時間を利川して情報提供センターからの各塗|青報を

加入電話使用者に提供するサービス

郵政省資料により作成

　

第２－３－４図

　

ＮＴＴ加入電話契約数及び伸び率

(万契紗

7,000
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0

63

　　

几

　　

２
３ ４ ５

（対前年同期比）の推移

(%)

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

-1.0

-2.0

６ ７ 89年9j｣末

　　

(年度米)

「一一¬契約数（事務用）

＝契約数（住宅用）

ぶ伸び率（事務用）

心伸び率（住宅用）

NＴr資料により作成

（巾

　

昭和63年度から、事郎他日人叱話に集団電謡（事某所集団電話、地域集団電話）を含む。

(単 立：万契約、％）

年度末 63 几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

乍私用

㈲人電話

契約数 1,597 1,677 1,748 1,799 1,830 1,848 1,871 1,897 1,901 1.869

即び号 4.7 5.0 4.2 2.9 □ 1.0 1.2 1.4 0.2 －1.9

伴庄川

白人定詰

契約数 3,436 3､564 3,700 3,822 3,930 4,030 4,117 4,207 4,245 4,255

(lllび率 3.7 3.7 よ8 3.3 2.8 2.5 2.2 2.2 0.9 0.1

仙人完治

総数（ＸＴＴ）

契約数 5､034 5,241 5,448 5,621 5,760 5,878 5,988 6,104 6､146 6,124

卯ひ率 4.り 4.1 玉0 よ2 2.5 2.0 1.9 1.9 0.7 -0.5



区域との通話｣)の占める割今が増加する傾向にある(第2 - 3 - fi図額田

　

ＮＴＴと新事欠者別に巾外通話の通ぶ回数及び通話時問を已ると、ＮＴＴについては、

272.5億回(対前年度比4.7%増)、12.8億時間([i可5.9%減]である

　

一方、新事業者については、

OO.O億回(同28.2%増)、4.2億時間(同20.0％増)となっているI

　

総通話回数を１[回当たりの通話時間別に兄ると、１分以内の通話回数が508.1億回で最も

多く、シェアは総通話回数の57.6%け俑4年度比2.1ポイント増)を占めている．また、１分

以内の通話は前年度より8.1%増加レ10分以Ｌの通話は1.6%増加しているが、その他の通

話時間における通話は、前年度と比較して減少しており、１通話当たりの通話時問は短くな

－ｙ

年

度

８
年
度

７
年
度

８
年

度

一

年
度

８
年
度

７

年

度

８

年

度

　　　　　　

第２－３－５図

　

ＮＴＴ、新事業者の通話回数におけるシェア

巾総通話におけるシェア

　

新事業占

　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＴＩ｀

０ 10 20 30

（2）県問リよ内通話シェア
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（4）東京都、人阪府、愛知県斗目互の通話におけるシェア
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邱政宵資料により作成

（注）

　

卜段（

　

）は、柚抑年度呻び率（‰）
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総通話川枚

847.1億㈲

(1.7％増)

総辿詰回数

882.3億1111

(4.2%増)

100　（‰）

総通話回徽

847.1億川

(1.7%増)

総通話回数

882.3億回
(4.2%増･)

100（％）

総通話回数

174刃創11]

(6.8％増)

総迪話回数

188.3億回
に8％増）

100(％)

総通話回数

　

8.4億[可

(3.3%増)

総通話回枚

　

8.8億川

　

(4.cS%増)
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第２－３－６図

　

電話サービス

　

距離段階別通話回数及び通話時間

（1）辿謡回数
卜域内 隣折区域 その他

　　521.8億回
(2.8%減/61.6%)

129.6億回

(3.1%増/
　15.3%)

　　195.7億回
(15.2%増/23.1％)

　　526.7低回

(0.9％増/59.7%)

135.5億回

(4.6%増/
　15.4%)

　　220.1億回
(12.5%増/24.9%)

・　　　　ｌ二
０

10

(2U面謡時問

20 ぶ')

区域内

40 50 60 70

隣接区域

80 90

その他

総通話回数

847］意回

(1.7%増)

総通話川放

882.俎㈲

(4.2%川)

100(％)

　21.8億時間
(2.1%減/56.1％)

6.3億時間

(1.7%減/
　16.3%)

　10.7億時間

(0.4%増/27.6%)

　21.7億時間
(0.5%減/56.2％)

6.3億時間
　(0.0%減

　/16.1%)

　10.7億時間
(0.0％減/27.7%)

・　　　　・　　　　・　　　　・　　　　二
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邱政省竹村によｏ作成

帽り

　

卜段（

　

べよ、対前㈲川巾び率（≒）

50 60 70 80 90

総通話時間

38.9億時間

　

(1.3%減)

総通話時間

38.6億時間

　

皿8％減）

100(％)

つている

　

ＮＴＴと新事業行別に辿話回数の構成を兄ると、ＮＴＴ、新事業行と削ニシェアが増加し

ている通話は１分以内の通話で、それぞれ、前年度より2.1ポイント増の58.4%、同４ポイン

ト増の49.8%となっている(第2 - :■]- 7図参照卜

　

地域ブロック別に区域内追話の比率を見てみると、大都市を抱える関東、東海及び近畿は

50％台と低く、近隣に大都巾がない北海道と沖縄は高くなっている。特に沖縄は各区域が群

島になっているため、通話交流が区域内に限られる傾向があり、約り割の高い比率となって

いる

　

また、うijの割介以上のトラヒック交流がある祁道府県相圧間の交流を見てみると、東日

本は敗京都、西日本は大阪府、九州は福岡県を中心に通話圏が形成されている一方、沖縄は

辿話圈として独ヽyしている二とが分かる、

　

イ

　

国際電話サービス

　

(ア)取扱地域

　

我が川の川際電ぶサービスににし㈲祭ダイヤル通話サービス及び田際オペレータ通話サー

ビスがある

　

㈲なダイヤル通話サービスの取扱地域数コ巾は、り年度柏二は227地域となっており、自

動化率は97％に達している

　

㈲なVlべ＼Jサービスは、ＫＤＤにより:り|こ度から企業等に向け取扱いが開始され、現在で

は、ＪＴ及びＩＤＣも取扱っており、収扱地域数はり年度七現在、33地域となっている。

　

海外から目本への出除服話をプリペイドカードの利川、クレジットカード払い又は着信人

払いによ円足供するサービスは、に二海外旅行者や出張者乃により利川されており、国際電

｡ムノ卵川|機ﾆこの拡人や利便性の㈹トビ資するものとなっている、り年度木現在、このサービ

スのうち、オペレータ加佐続するサービスについては、取扱地城は235地域に、ダイヤル直
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電話サービス

　

一回当たりの通話時間別通話回数

巾

　

ＮＴ丁と析訂業ﾊｰ4汁の合計

1分以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

０
10 20 30

（２）ＮＴＴの辿話時闘別通話回数

40 50 60 70 80

--ぷ

り
土

jl」

47.削,臼ljl

(ふ4％八/5.60い

4;-!.0l;j川

旧.印丿ぺ/5.いい

㈹

皿7％減/１:拉い

　　　

弓.7に川

100 (%)

1分以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

０
10 20 30 40

(3)新lf業者･け|ﾐの辿話11祁闘1｣辿謡[口|故

50 60 70 80 り0

皿6％川/5.卵い

42頑劇川

威3％減/5.4≒）

8.8億1111

　　　

(4.7%減/5.0％)

41.1慰川

ぽ5％ル5.1％)

100けの

1分以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

０ 10 20

郵政肖資料により作成

(註)
（

30 衣）

ｊ内は、廿前㈲引|IIび率／構成比：％

50 60 70 80 り0

8｡8沁]目|

(朗％川/9.9%)

5｡0億川

(:巧％川/7.7%)

4｡2億川

(6.り％増/6.5%)

(16.0%増/?.()%)

　　

4剖川丿|

(16.7%増/5.9%)

100（‰）

通によるサービスについては、取扱地城数は227地域となっている(第２－３－８表参照)

　

なお、日本から外国の事業者のオペレータを呼び出して行う肖該ﾀﾄ国以外への通､詐の収扱

い(第二田中継)については、８年則|、ＫＤＤ及びＩＤＣにより開始され、また、り年２

月には、ＩＴＪ(現日本テレコム㈱)によ川川始された。

　

また、外田から我が国を経川して

行う我利刻以外への通話の収扱いについては、回年12川、ＫＤＤによ叫川始されている

　

(イ)トラヒック状況

　

８年度における出際常話サービスの発着仁合計時同数巾|際題fよ3什合計)は、32億2,970

万分(対前年度比9.4%増)となっている｡

　

これを発着別に児ると、我が川からの発信時間数は17佑1,060万分(同4.9%増)であし

　

ま

た、我が国への着信時同数は15億1,910‾万分(|川15.0％増)である、使者計時闘数の比率は

53 : 47であり、７年度に引き続き発儒時間放が汗儒時間数を上回っているが、対前乍度fit'び

率では、近年、粁f,iが発信をけIIる似向にある
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第２－３－８表

　

主な国際電話サービスの総取扱地域数（９年度末）

サヽ-ビス内容 総取扱地域数

国際ダイヤル通話サービス 227

国際ＶＰＮサービス 33

海外から我が国あての国際

電話を各種カード払い又は

着信人払いにより提供する

サービス

我が国の事業者のｵﾍﾟﾚｰﾀを

直接呼び出して行うｵﾍﾟﾚｰﾀ

通話

80

ダイヤル通話 58

郵政省資料によＯ作成

　

収扱地域別に全体に占める割合を見ると、発着信介計時間数では、７年度に引き続き米国

が令体の32.5%は|前年度比2.5ポイント増)と最も大きな割合を占めている。以下、中国、

ASEAN諸国等が上位を占め、それぞれの割合も７年度とほぼ同様となっている(第２－

ｊ－９図参照)。

　　　

第２－３－９図

　

取扱地域別国際電話取扱量比

（1）発着信今計分数の対地別シェア
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邱政六白jにより什成
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また、田際ダイヤル迪話サービスの発信時問数の対前年度伸び率について兄ると．ロシア

が前年度７位からトップに進出したほか、ヴィエトナム、カナダ、ニュー・ジーラント及び

インドネシアが７年度に引き続き高いfll'びを示しているI

　

また、これまで[l位に入ったこと

のなかったイスラエルが２位となった(第2 － J3－10図参照ト

第2－3－10図

　

国際ダイヤル通話発信時間数の地域別対前年度伸び率の推移
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(年胎

(単位：％、順位)

年度 ３ ４ ５ ６ ７ ８

伸び率 順位 沖び率 順位 伸び率 則之 仰び率 順位 伸び率 順位 伸び率 順位

ﾛｼｱ 61.2 １ 23.9 １ 14.5 ７ 219.4 １

ｲｽﾗ几 55.7 ２

ｳ∩蜂ﾅﾑ 48.3 １ 27.1 ３

ｶﾅﾀﾞ 26.5 15 10.3 14 10.1 12 10.8 10 14.4 ８ 18.1 ４
ﾆｭｰ万一ﾗﾝﾄﾞ 35.6 ８ 17.8 ８ 14.9 ９ 19.2 ５ 18.6 ２ 16.5 ５
ﾄﾙｺ 15.7 ６

柿ぺ 14.8 ７

ｲﾝﾄﾞ 30.2 12 30.7 ６ 23.1 ４ 14､9 ７ n.2 12 14.0 ８
ｲ片付ﾝｱ 30.2 13 22.5 ７ 18.1 ６ 22.8 ４ 15.3 ６ 13.3 ９

ｱﾗﾌﾞ酋長国連邦 10.2 10

郵政省資料により作成

　

ウ

　

新電話サービスの動向

　

（ア）公専公接続サービス

　

公専公接続とは、専用線の両端に公衆網を接続するものであり、この仕組みを利用すれば、

企業の社内専用線等を活用し、社内の利用者のみでなく、･般利用者を対象とする廉価な電

話サービスの提供が可能となる。

　

国内公専公サービスについては、８年10月、自由化され、10年ぺ月現在、７社が提供して

いる。

　

国際特別第二種電気通信事業者が皿祭専用線の両端に公衆網を接続するいわゆる田際公l､7

公接続については、９年８月、国際インターネヽバヽ電話サービス等を提供する場合について

自由化されたのに続き、９年､12月、完令自巾化された｡国際公専公接続による田際電話サー

ビスについては、10社以上新規参入が見込まれている（第2-3-11参照）
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「公一専一公」接続による電話サービスのしくみ

冲個巾川

・
片けよ１と

　　　　

■

T々|.1よ

　

ｊ

・

χと

■・

囮戦乱升卜上川卜成

●
●

巾」内「公一」17－公」接続の場介）

　　　　　

噂川線

(国際

NＴＴ等の地域通信網

汀卜一万一公」持説の場介）

　　

副寺刮目線

　

●

●

外国Ｂ

自車[し
zゝ一一/卜

.

■

－

■

ヽ

■

●京都府

■

-
χ’

■

χ）

-・

・

　

一

般

利

用

者

一一j

般

利

用

者

一
般
利
用
者

　

(イ)インターネット電話サービス

　　

やにインターネット厄詐の利川方法には、①パソコンからハ･ソコンヘ電話をかける、②

パソコンから山話機へ電話をかける、口電話機から電話機へ電､託をかける、の町重煩がある。

インターネットの||JJWでは、既に、1995年からパソコン問の通話が行われていたが、電話に

比べると良質も使い勝とﾄも非常に悪かった。

　

しかレソフトやハード等の技術革新により、

パソコンから電話機への通話、電話機から電話機への通話が可能となった。

　

我が旧では川内公ヤ公接続の自巾化を受け、り年４月から口寸)の形態の国内インターネッ

ト電話が開始された

　

また、り年８月、㈲奈インターネット電話サービスも自由化された

(第2 － J3－12図参照)

第2－3－12図

　

インターネット電話のイメージ

ａ声はハケ汁に変換され.サーバをf帽IIIも経山して送られる
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(ウ)ケーブルテレビ電話サービス

　

ケーブルテレビ電話サービスは、ケーブルテレビ伝送用のケーブルにおいて、ケーブルテ

レビと電話で別の周波数帯域を使用することにより、ケーブルテレビ映像情報を流すととも

に、電話サービスを提供するサービスである。

　

９年６月から㈱タイタス・コミュニケーションズが柏市(ニ｢葉県｣で、９年７月から杉並

ケーブルテレビ㈱が杉並区(東京都)でそれぞれサービスを開始した。

　

(エ)市内交換機との接続による中継電話サービス

　

10年1月から､ＴＴＮｅｔでは､ＮＴＴの市内交換機と接続した中継電話サービスを開始した､I

　

具体的には、ＮＴＴ加入電話相互間及びＮＴＴ加入電話からＴＴＮｅｔ加入電話あての通話

(いずれも発信者は関東圏内に限る。)を、ＴＴＮｅｔ網で中継するサービスである、

　

新長距離系事業者が市外交換機で接続しているのに比べ､市内交換機で接続しているため、

ＮＴＴに支払う接続料金が低額で済み、低廉な料金でサービスを提供することが可能となっ

ている。平日３分間の通話料金は、市内９円、100km超72円である(第2-3-13図参照)｡

第2－3－13図

　

市内交換機との接続による中継電話サービスのイメージ

郵政省資祐二より作成

　

(オ)コールバックサービス

　

コールバックサービスとは、ある国において発信需要がある国際電話を、より通話料の安

い他の国からかけ直させることによって提供される廉価な国際電話サービスをいう。９年12

月現在、ＡＴ＆Ｔ社を含む88社が、サービスを提供している｡

　

(カ)発信者番号通知サービス

　

発信者番号通知サービスは、電話をかけてきた相手の電話番号が、電話を受け九人の電話

機に表示されるサービスである。加入者は、自分の電話番号が通話先に表示(通知)される

ことを望むのか、非公開(非通知)を望むのか、選択が可能であり、迷惑電話の防止等によ

る有効活用が期待されている。

　

９年１月からＮＴＴにより、横浜市(神奈川県)、名古屋市

(愛知県)及び福岡市(福岡県)の３都市で試験サービスが開始されていたが、10年２日上ｏ、

全国で本格提供が開始された。
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(3)移動通信サービス

　

ア

　

携帯・自動車電話サービス

　

携帯・白動車電話サービスの総契約数(NTT DOCOMo等と新携帯・自動車電話事業者21社

の合計バよ、り年り月末現在2,608万契約(９年度末現在3,153万契約)であり、対前年同期比

70.4%増とぢ日入電話と比べて大幅に伸びている。

　

９年う月末現が、総契約数をNTT DOCOMo等及び新事業者別に見ると、NTT DOCOMo等の

契約数は1,441万契約(対前年同期比94.7%増)、新事業者の契約数は1,168万契約(同47.7%増)

で、新事業者のシェアは前年同期より6.9ポイント減の44.8%となっており、NTT DOCOMo等

のシェアを下回った(第2－3－14図参照卜

第2－3－14図

　

携帯・自動車電話契約数及び伸び率（対前年同期比）の推移
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（汗) N'lT DoCoMo等契約数の３年度以前はＮＴrの数値

６ ７
8

　

9年9月末

　　

(年度末)

(単位 万契約、 ％）

年度七 62 63 一元 ワ－ ３ ４
－

－
Ｊ ６ ７ ８ 9.9

NTT DoCoMo等の契約数 15.1 23.9 37.8 54.9 84.6 102.7 132.2 220.6 493.6 1,096 1,441

折事業者の契約数 - 0.4 n.1 31.9 53.2 68.5 80.9 212.5 526.8 992 L168

携帯・∩勅令電話

契約数の仰び率
58,9 60.9 101.2 77.5 58.8 24.2 24.5 103.2 135.6 104.6 70.4

　

また、総契約数をアナログ及びデジタル方式別に見ると、アナログ方式の契約数は247万

契約げヽ1前年同則比47.7%減)であるのに対して、デジタル方式は2,362万契約(対前年同期比

123.0%増)とﾌﾞご激な増加を続けているっアナログ及びデジタル方式別の比率を見ると、デジ

タル方式のシェアはり年り月末現在90.5% (対前年同期比21.3ポイント増)となっており、デ

ジタル方式の比吽の増加が顕著である(第2 － :3－15図参照)ユ

　

二心ような携帯・卵助竹谷話サービスの笞レヽ成長の要囚としては､急速な料金の低廉化、
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携帯・自動車電話

　

アナログ・デジタル方式別契約数の推移
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（注) NTT ＤＯＣＯＭｏ等契約数の3年度以前はＮＴＴの数値

６
７ ８

　

９年９月有

　　　

(年度末)

(刺立：万契約)

年度氷 62 63 一瓦 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

アナログ方式 15.1 24.3 49.0 86.8 137.8 171.2 212.5 338.2 488.4 373.2 246.7

デジタル方式 - - - - - 0.01 0.64 94.9 532.0 1714.5 2361.8

多様化が進んだことが挙げられる。その背景として、①ＮＴＴからの移動体通信部門の分

離・分割による公正有効な競争環境の整備、②活発な新規参入による１地域３社又は４社体

制(ＰＨＳサービスを併せると、移動体通信市場では１地域６社又は７社体制)という世界

的に見て最も競争の進んだ市場の実現、③端末売り切り制の導入、①デジタル方式のサービ

ス開始や端末の小型化、軽量化等の技術革新､⑤移動体通信料金の事前届出化といっかこと

が挙げられる(第2－3－16図参照)。

　

トラヒヽツクについて見ると、８年度における携帯・自動車電話サービスの総通話回数と総

通話時間(NTT DOCOMo等と新携帯・自動車電話事業者21社の合計)は、それぞれ168.1億回

(対前年度比92.6%増)、４億4,163万時間([司99.8%増]である。総通話回数をNTT DOCOMo等

と新事業者(21社の合計)別に見ると、NTT DOCOMo等は86.4億回(同95.9%増)、新事業者は

81.8億回(同89.8%増)となっており、総通話回数に占める新事業者のシェアは、48.6% (対前

年度比0.8ポイント減)で、約５割を占めている。

　

１加入当たりの通話回数は１日1.9回(対前年度比0.2回減)、通話時間は１日２分50秒(同

10秒減)、１通話当たりの平均通話時間は１分28秒(同３秒減)と、７年度と比較して減少し

ている。なお、これらの値は加入電話と比較していずれも低い値であり、携帯・自動車電話

は簡潔な通話に利用されていることがうかがえる。
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第一種電気通信事業者の携帯・自動車電話サービスの提供地域

□ｕtがサービスを提供している晶道府県

口討卜がサービスを提供している都道府県

ｙ

郵政竹作付により作成

　

加人電話への発信を距離区分別に児ると、通話回数の約96％が営業区域内及び営業区域隣

接県への通話となっており、その他の通話は少ない。

　

携帯・自動車電話と加人電話との相互通話の状況を見ると、携帯・自動車電話から加入電

話へ発信した通話回数にに2.5億回、加入電話から携帯・自動車電話へ着信した通話回数は

58.3億呵となっており、携帯・白動車電話が発信に、より利用されていることが分かる。ま

た、携帯・自動巾電話相互間の通信は37.3億回で、携帯・自動車電話の総通話回数168.1億回

の22.2% (対前年度比7.5ポイント増)を占めている(第2－3－17表参照)。

第2－3－17表

　

加入電話、携帯・自動車電話及びＰＨＳの相互通話状況

　　　　　　　　　着　　　信
発　　　　信

加　人　電　話 携帯・自動車電話 Ｐ　　　Ｈ　　　　Ｓ 合　　計

加　　　人　　　電　　　話 882.3低回 58.3億回 6.3低回 946.8億回

携帯・　自動車電話 72.5億回 37.3億回 109.8低回

Ｐ　　　　　　Ｈ　　　　　　Ｓ 16.0億回 O訓意図 2.3億回 18.9低回

合　　計 970.8億回 96.3協同 8.5億回 1075.6低回

郵政竹口卜にＤパト成

(註川川り討i.人の関係て、放出､か

　

一歓しない二とかある



　

イ

　

ＰＨＳサービス

　

７年７月の首都圏及び札幌市(北海道)でのサービス開始以氷、エス・ティ・ティハーソ

ナル通信網グループ９社、ディーディーアイポケヽパヽ電話ブループり什及びアステルプルー

フ10社が順次サービスを開始レ

　

↓地域３社体制の競争市場となっている

　

ＰＨＳサービスの総契約数は、９年り月利現在707万契約∩年度利現fh673万契約ドごあ

り、対前年同期比78.4%増と、爆発的に増加しているが、この半年開は4.8%減と伸び悩んで

いる(第2－3－18図参照)。
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ＰＨＳ契約数の推移

8.9 8.12 9.3

郵政省資料により作成

（注）10年3月木の契約数は速報値

9.6 9.9 9.12

　

10.3

(年月柏

(単位：万契約)

年月末 8.9 8.12 9.3 9.6 9.9 9.12 10.3

ＰＨＳの契約数 396.1 493.9 603.0 685.8 706.8 699.4 672.7

　

８年度におけるＰＨＳサービスの総通話回数と総通話時間(エヌ・ティ・ティパーソナル

通信網グループ９社、ティーディーアイポケット電話グループり社及びアステルグループ10

社の合計)は、それぞれ25.2億回(対前年度比1,023.4%増)、8,651万時間([司1,154.3%増]であ

る。１加入当たりの通話回数は、１日1.4回(同0.5回増)、通話時間は１日２分12秒(同51秒増)、

１通話当たりの平均通話時間は１分36秒(同２秒増)であり、いずれも増加|している

　

距離区分別に見ると通話回数の約80％が区域内(加入電話における市内通話料金(昼問:3

分10円)で通話できる単位料金区域と同等)及び隣接区域への通話となっている(第し?－j－

19図参照)。
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ＰＨＳサービス

　

距離区分別通話回数・通話時間

（1）通話回数

隣接区域

　

13.2%

　

(2.5)

（2）通話時間

隣接区域

　

14.8%

　

(747)

総通話回数:18.9億回 総通話時間:5,041万時間

郵政省資料により作成

（注）（

　

）内は、通話回数（億回）、通話時間（万時間）の実数

　　　

通話回数・通話時間は、ＰＨＳからの発信のみを集計

　

ＰＨＳと加入電話との相互通話の状況を見ると、ＰＨＳから加入電話へ発信した通話回数

は16.6億回、加入電話等からＰＨＳへ着信した通話回数は6.3億回となっており、ＰＨＳが発

信中心に利用されていることが分かる。また、ＰＨＳ電話相互間の通信は2.3億回で、PH

Ｓの総通話回数25.2億回の9.1% (同4.6ポイント増)となっており、携帯・自動車電話と同様

に相互間通話を増やしている。(第2－3－17表参照)。

　

ウ

　

無線呼出しサービス

　

無線呼出しサービスの総契約数(NTT DOCOMo等と新無線呼出し事業者31社の合計)は、９

年９月末現在898万契約(９年度末現在712万契約)であり、対前年同期比15.5%減となり、大

幅に減少している。これは、携帯・自動車電話サービス及びＰＨＳサービスの急速な普及が

一因と考えられる。

　

総契約数をNTT DOCOMo等及び新事業者別に見ると、９年９月末現在、NTT DOCOMo等の

契約数は505万契約(対前年同期比20.7%減)、新事業者の契約数は393万契約(同7.7%減)で

ある、総契約数における新事業者のシェアは43.8%である(第2－3－20図参照)。

　

工

　

ＬＥＯサービス

　

低軌道の周回衛星等を用いた移動衛星通信電話が、日本イリジウム㈱により10年９月から

サービス開始予定である。

(4)専用サービス

　

ア

　

国内専用サービス

　

(ア)高速デジタル伝送サービス

　

高速デジタル伝送サービスの総回線数(ＮＴＴと新長距離系及び新地域系事業者の合計16

社の総数)は、９年９月末現在16万3,477回線(対前年同期比67.7%増)と高い伸びを示してい

る、このうち新事業者の回線数は２万3,112回線(同32.3%増)で、総回線数に占めるシェア

は14.1% (同3.8ポイント減)である(第2－3－21図参照)。

　

高速品目(64kbps～6 Mbps)のうち、回線数の伸びは、64kbps回線(対前年､同期比76.2%増)、

128kbps回線([m]82.4%増]といった低速度回線で大きい傾向にある。また、新事業者のシェ
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無線呼出し契約数及び新事業者のシェアの推移
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（注）ＮＴＴ ＤＯＣＯＭｏ契約数の３年度以前はＮＴrの数値
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9年9月末

　　

(年度末)

(単位：力契約、％)

年度未 62 63 几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

ＮＴＴ DoCoMo等の契約数 274 283 305 344 386 422 495 535 633 587 505

新事業者の契約数 22 69 119 165 205 247 312 400 428 421 393

新事業者シェア 7.4 19.5 28.1 32.4 34.7 36.9 38.6 42.7 40.4 41.8 43.8

アは、1.5Mbps回線(41.7%)、3 Mbps回線(45.0%)、6 Mbps回線(47.6%)といった高速度回

線で大きい(第2－3－22表参照)。

　

超高速品目(50Mbps、150Mbps)については、第二種電気通信事業者や企業通信ネットワー

クのバックボーン等で主に利用されており、８年９月末には、提供回線数が合計114回線の

みであったが、９年９月末現在では、50Mbpsが162回線、150Mbpsが82回線の合計244回線

(対前年同期比114.0%増)と急増した。

　

(イ)一般専用サービス

　

一般専用サービスの総回線数(ＮＴＴ、新長距離系及び新地域系事業者16社の合計)は、

９年９月末現在95万8,864回線(対前年同期比4.2%減)である。

　

これを帯域品目・符号品目別に見ると、帯域品目の総回線数は67万7,874回線(同2.6%減)

と減少に転じている(第2－3－23図参照)。

　

これは､帯域品目の99.9%と大部分を占めている電話網相当の規格を有する3.4kHz回線と音

声伝送回線の合計(67万7,095回線(対前年同期比1.4%減))加減少したためと考えられる。

　

一方、符号品目の総回線数も28万990回線(対前年同期比7.8％減)と減少している。これは、

符号品目の回線の78.9%を占める最も低速の50bps回線が22万1,590回線(同6､7％減)と減少し

たことによる影響が大きいためである。

　

また、新事業者の総回線数は１万8,729回線であり、一般専用線の総回線数におけるシェ

アは2.0％(同増減なし)と小さい。
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高速デジタル伝送サービス

　

回線数及び新事業者のシェアの推移
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３ ４ ５ ６ ７
８

9年9月末

(年度末)

(%)

35

30

25

20

15

10

５

０

(単 立：干回線、％）

年度末 63 一几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

ＮＴＴの回線数 5.29 6.64 8.45 101 14.83 19.50 30.91 57.26 107.36 140.37

新事業者の回線数 1.17 1.98 2.92 4.09 5.31 6.94 9.04 13.85 20.39 23.11

新事業者シェア 18.1 23.0 25.7 26.4 26.2 26.2 22.6 19.5 15.9 14.1

第2－3－22表

　

高速デジタル伝送サービス

　

主な速度別回線数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位：回線、％)

回線速度 回線数

　　伸び率

(対前年同期比) 新事業者シェア

64kbps 108,717 76.2 8.4

128kbps 27,667 82.4 15.2

192kbps 4,483 20.2 32.1

256kbps 3,586 57.6 26.6

384kbps 3,958 16.3 34.0

512kbps 2,505 48.4 34.1

768kbps 3,055 12.6 35.7

lMbps 1,344 50.2 42.1

1.5Mbps 5,299 41.9 41.7

3Mbps 1,155 26.9 45.0

6Mbps 1,199 26.9 47.6

N T T ,祈巾づいい叫1･によolt成
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一般専用サービス回線数の推移
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NTT、新事業者資料により作成

３ ４ ６ ７

8

　

9年9月末

　　

(年度末)

(単位 万回線）

年度末 62 63 一死 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

符号品目の回線数 20.4 22.3 24.9 27.4 30.3 32.4 34.4 34.8 31.9 29.3 28.1

帯城品目の回線数 44.2 51.5 58.4 63.7 67.2 68.9 69.2 69.3 70.2 69.0 67.8

　

イ

　

国際専用回線サービス

　

国際専用回線サービスの８年度末総提供回線数(ＫＤＤ、ＪＴ及びＩＤＣの合計)は、

1771回線(対前年度末比4.7%増)となっている。これを品目別に見ると、音声級回線(帯域

品目で主に電話に利用)は190回線([司0.5％増]、電信級回線(速度200bps以下の符号品目で主

にテレタイプ通信、データ伝送に利用)は164回線(同11.4%減)と、音声級回線は昭和62年を

ピークに、電信級回線も昭和56年をピークに、引き続き減少傾向となっている。二れに対レ

中・高速符号伝送用回線(通信速度1,200bps～45Mbpsの回線で、主にデータ伝送、高速ファ

イル転送、テレビ会議に利用)は1,417回線(同7.6%増)と前年に引き続き増加レ総提供回

線数に占める割合は80.0％(対前年度末比2.1ポイント増)で増加している。このように、国

際専用回線サービスにおいては、近年、大容量回線への需要のシフトが急速に進んでいるこ

とが分かる。

　

このことは、中・高速符号伝送用回線について、回線速度に回線数を乗じることにより得

る回線容量の推移を見ても、８年度末の総回線容量は36万9,424kbps (対前年度末比4.2%増)

となっているように、回線容量が引き続き増加していることからも読み取ることができる

(第2-3 -24図参照)。

　

また、回線数が増加している中・高速符号伝送用回線の８年度末の回線数について、取扱

地域別に見ると、上位３地域の順位は７年度に引き続き変わらないものの、そのシェアを見

ると、首位の米国が6.7ポイント下げるなど、すべて下がっている。一方、韓国、中国、台

湾及びその他の地域がシェアを上げている(第2－R－25図参照)、
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国際専用回線サービス回線数及び回線容量の推移

62

　　

63
一
死

　　

２

郵政省資料によＯ作成

３ ４ ５ ６ ７

　

８

(年度末)

　

(kbps)

400,000

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

　

50,000

0

(単位：回線、kbps)

年　度(未) 62 63 一死 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

高声級回線 851 825 767 645 539 435 328 285 189 190

電信級[目|線 450 423 394 362 300 268 245 212 185 164

中・高速白二号

に道川回線

回線数 74 213 394 625 825 951 1,103 1,147 1,317 1,417

総回線容量 -
~ 40,189 70,499 109,306 144,569 186,943 226,278 354,429 369,424

回線数合計 1,375 1,461 1,555 1,632 1,664 1,654 1,676 1,644 1,691 1,771

第2－3－25図

　

取扱地域別国際専用回線数比（中・高速符号伝送用回線）

オーストラリア

　　

よ4％

邱政肖昨Ｈによ:〕什成



(5)衛星通信サービス

　

衛星通信サービスは、９年度末現住、り機の通信衛星により行われておｏ、総トランス土

ンダ(電波中継器)数は290本(ＪＣＳＡＴの155本、スーパーバードの78本、Ｎ－ＳＴＡＲの

52本、アジアサットの１本、バツナムサットの４本)である‥そのうち通信川で利川してい

るものは230本である。また、通信衛星を利川して情報の送受信を行う地球局として無線り

免許を受けているのは、９年９月末現在7,480局である。

(6)インマルサット衛星通信サービス(海事衛星通信、航空衛星通信、陸上移動衛星通信)

　

従来、我が国ではインマルサット衛星を利用した通信は、日本国内と船舶又は航空機間、

又は船舶柑互問について、ＫＤＤによりインマルサットＡ、Ｂ、Ｃ及びＭの各システムを利

用して提供されてきたが、り年10月からインマルサヽツトＢ、Ｃ、Ｍ及びミニＭシステムを利

用した陸上移動衛星通信サービスの取扱いも開始されている｡

　

陸上移動通信サービスは、従来のインマルサットＢ、Ｃ、Ｍ端末のぼかに最小・最軽量の

ノートブック型パソコン大(Ａ４サイズ)に縮小されたミニＭ端木を用いて、デジタル方式

により音声、ファクシミリ等を全世界的に提供している。

(７)ＩＳＤＮサービス

　

ア

　

国内ＩＳＤＮサービス

　

ISDNサービスには、64kbpsの伝送速度で同時に２チャンネル利用できる基本インタ

ーフェースによるサービスと、1.5Mbpsのに送容量で利川できる

　

一次群速度インターフェー

スによるサービスとがある。

　

ISDNサービスの普及は、従来から、企業の売Lﾆ高管理等の

ＰＯＳデータ通信や、テレビ会議等の映f訓云送等を中心に、企業活動における高速通信向け

サービスとして拡大してきた。

　

ISDNサービスの回線数は、９年り月末現在、基本インターフェースが170万1,044回線

(対前年同期比128.6%増)、‥一次群速度インターフェースが２万7,997回線(同102.9%増)と爆

発的に伸びている(第2－3－26図参照)。

　

この理由として、近年、インターネットやパソコン通信の利用の拡大に伴い、一般家庭に

おいてもISDNサービスが導入されてきていることが挙げられる。これについては、電話

回線に比べて伝送容量が大きいため、インターネットやパソコン通信を利用する際、高速な

データ伝送が可能であること、インターネットやパソコン通信にアクセス中であっても、そ

の間、電話の利用が可能であることなどの利便性や、導入する際に必要となる接続装置等の

価格が近年低廉化の動きにあることが要因として挙げられる。

　

イ

　

国際ＩＳＤＮサービス

　

国際ＩＳＤＮサービスは、現在国際通信３社によって行われている。その総契約回線数は、

８年度末現在1万647回線である。主に、国際間の企業通信でテレビ会議等に利用されること

が多い。

(8)フレームリレーサービス

　

ア

　

国内フレームリレーサービス

　

フレームリレーサービスは、ネットワークにおける処理を簡素化することで、従来からの

パケット交換方式よりも高速のデータ伝送・交換を呵能とするフレームリレー方式により、

64kbpsから6 Mbpsまでの通信速度に対応した、ＬＡＮ間通信等に用いられるサービスであ

る。
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ＩＳＤＮサービス回線数及び提供地域数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

け叫或）
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ＮＴＴ、新事業者資料により作成

５ ６ ７

8

　

9年9月末

　　

(年度末)

一回≒‰)

一汗

　

一次群速度

ニプフ(宍

　

一次群速度

二八万仁(新事封)

一丿高窓詣

(単位：地域、回線)

年度末 一死 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 9.9

Ｎ

丁

丁

サービス提供地域 195 1,222 2,049 2,430 2,662 3,222 3,593 4,182 4,351

基本ｲﾊﾞﾌｪｰｽ 6,574 27,313 84,139 156,811 234,788 337,154 519,846 1,037,384 1,634,525

一次群速度ｲﾝｸﾌｪｰｽ 117 560 1,751 3,109 4,645 6,468 10,207 21,561 27,981

新事

業者

基本ｲﾊﾞﾌｪｰｽ - - - - - - 9,448 47,544 66,519

一次群速度ｲﾝﾀﾌｪｰｽ - - - - - - - 17 16

　

フレームリレーサービスの提供は、５年１月からスターネット㈱等の第二種電気通信事業

者が提供を開始しており、６年11月からＮＴＴ、ＪＴ等の第一種電気通信事業者による提供

が行われている、９年度末現在、第一種電気通信事業者では12社、特別第二種電気通信事業

者では15社により提供されている、

　

第一種電気通信事業者が提供するフレームリレーサービスの回線数は、９年９月末現在、

３万389回線である(第2－3－27図参照)、

　

イ

　

国際フレームリレーサービス

　

国際フレームリレーサービスは、６年４月からＫＤＤが提供を開始レ

　

７年12月からI D

Ｃ、８年７月からＩＴＪ(現｢｣本テレコム㈱)の国際第一種電気通信事業者３社による提供

が行われている、また、特別第二種電気通信事業者も９年度末現在、７社が提供している。

(９)ＡＴＭコ巾サービス

　

ア

　

セルリレーサービス

　

ＡＴＭ技術を利用したセルリレーサービスは、6 Mbpsの高速デー舛云送サービスであり、

り年度末現在、ろ社の第一一柿電気通信事業者により提供されている。回線数は、９年12月末

現在1出目|線である。
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国内フレームリレーサービス回線数

　　　　

６

　　　　　　　　

７

ＸＴＴ、新事業者資料により作成

８ 9年9月末

(単位 回線）

年度末 ６ ７ ８ 9.9

フレームリレーの回線数 63 2,453 15,740 30,389

　

イ

　

国際ＡＴＭサービス

　

国際ＡＴＭサービスについては、ＫＤＤが５年７月、ＡＴ＆Ｔと第４太平洋横断ケーブル

(ＴＰＣ－４)を利用した実験を開始したが、これら実験の評価を終えてＫＤＤにより９年４

月から試験サービスが行われている。

(10)インターネットサービス

　

インターネ　ットは急速な増加を続けている。インターネットに接続されるホストコンピュ

ータ数は、米NetworkWizards社の公表によると、1998年１月現在、全世界で約2,967万台

(対前年同期比83.8%増)であり、我が国は約117万台となっている(第2－3－28図参照)、

　

ア

　

インターネット・サービス・プロバイダ

　

10年2月末現在、インターネット・サービス・プロバイダとしてインターネット接続サー

ビスを行うとして届け出ている第二種電気通信事業者は2,561社であり、これは、第二種電

気通信事業者全体の約４割に当たる。また、第一種電気通信事業者については15社となって

いる(第2－3－29図参照)。

　

(ア)ＮＴＴ及び新長距離系等各社によるインターネット接続サービス

　

ＮＴＴが、８年12月、インターネット接続サービスとしてＯＣＮサービスを開始した。９

年度にはＪＴ、ＴＷＪ、ＤＤＩの新長距離系３社が、そしてＴＴＮｅｔ、大阪メディアポート

㈱、中部テレコミュニケーション㈱、㈱四国情報通信ネットワークの新地域系４社がそれぞ

れインターネット接続サービスを開始した。提供回線数は９年12月末現在15万299回線であ

る。

　

(イ)ケーブルテレビ事業者のインターネット接続サービス

　

武蔵野三鷹ケーブルテレビ㈱は、８年10月、ケーブルテレビ回線を利用したインターネッ

ト接続サービスを開始した。

　

本サービスは、750MHzの光・同軸ハイブリッド方式のケーブルテレビ回線のうち放送で

未使用の周波数帯を活用して、高速デジタルデータ伝送に利用しているものであＯ、ダイヤ
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インターネットに接続されるホストコンピュータ数の推移

仔台）
30.000

25,000

20,000

15,000

10.000

5,000

０

1987

　

1988

　

1989

　

1990

　

1991

　

1992

　

1993

　

1994

　

1995

　

1996

　

1997

　

Network Wizards（http://ｗｗｗ.ｎｗ.Ｃｏｍ/）により作成

1998

　

(年)

(i刺立：千台)

吊目 1987.12 1988.7 1988,10 198り.1 1989.7 1989.10 1990.10 1991.1 1991.7

似ﾄ数(帽分界) 28.2 33.0 56,0 80.0 130.0 159.0 313.0 376.0 535.0

ﾎ訃数(日本) - - - - - - - - 6.7

年川 1991.10 1992.1 1992.4 1992.7 1992.10 1993.1 1993.4 1993.7 1993.10

ﾎｽﾄ数(全円:界) 617.0 727.0 890.0 992.0 1,136.0 1,313,0 1,486.0 1,776.0 2,056.0

似ﾄ数(｢1参) 8.2 8.6 12.4 15.8 20､4 23.2 25､9 35.6 43.7

年ﾄ］ 1994,1 1994.7 1994.10 1995.1 1995.7 1996.1 1996.7 1997.1 1997.7

ﾎ計数(全匝Ｗ) 2,217.0 3,212.0 3,864.0 4,852.0 6,642.0 9,472.0 12,881.0 16ﾕ46.0 19,540.0

ﾎｽﾄ数(目本) 42.8 72.4 82.6 96.6 159,8 269.3 496.4 734.4 955.7

年n 1998.1

ﾎ訃数(全|け界) 29,670.0

ﾎｽﾄ数(日本) 1,169.0

（注川本川内のデータのうち「－」で示すものについては採収できなかったものである。

ルアップ型接続サービス(28.8kbps)とＬＡＮ型接続サービス(lOMbps)を提供している。

　

９年渡末現在で、武蔵野三鷹ケーブルテレビ㈱、㈱シー・ティー・ワイ、㈱タウンテレビ

金沢、高岡ケーブルテレビ㈱、㈱シティテレビ巾野及び津ケーブルテレビ㈱の６社が本サー

ビスを開始しており、提供回線数は９年12月末現在3,502回線である。

　

イ

　

国内アクセスポイント

　

10年Ｕレに現往で、インターネットビダイヤルアヽツプＩＰ接続するためのアクセスポイン

トは全田に約4,600か所存往し、その数はインターネットの普及に伴い聘加している。

　

全国567か所のＭＡ(市内通話料金で通話できるエリア)のうちＭＡ内にアクセスポイント

がない地域(ＸＴＴのＯＣＮは設置されている地域を含か)は約130か所であり、郵政省では
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インターネット・サービス・プロバイダ数の推移
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10.2

郵政省資料により作成

(年巾

年月 7年2月 5月 ８月 11月 8年2月 71 ぉ月 1川 9年2月 ス］ 肖月 1川 10年罰

一種 ０ １ １ １ １ １ ２ ３ ５ ７ ９ 14 15

特別二腫 ４ ７ ８ 17 20 22 25 29 31 30 37 3り 40

一般二腫 34 45 78 206 406 773 1,128 1,430 1,609 1,851 2､135 2,33( 2,521

合計 38 53 87 224 427 796 1,155 1,462 1,645 1,888 2,181 2,383 2,576

10年度末までに、ＭＡにアクセスポイントのない地域を解消することとしている、

　

ウ

　

国別普及状況

　

(ア)インターネットのグローバル化

　

1997年６月現在、インターネットとＩＰ接続が可能な国(地域を含む。以下この項におい

て同じ。)は、全世界で171か国(対前年同期比37か国増)あり、電子メールによる情報交換が

可能な国を含めるとアジアとアフリカの一部の地域を除く195か国(同９か国増)となる(第

2－3－30図参照)、

　

(イ)国別インターネット接続ホストコンピュータ数の状況

　

インターネットに接続されるホストコンピュータ数を主な国別で見ると、米国が約2,062

万台(全体の69.5%)と最も多く、以下、日本(約n7万台、全体の3.9%)、ドイツ(約100万台、

全体の3.4%)、英国(約99万台、全体の3.3%)、カナダ(約84万台、全体の2.8%)の順となっ

ている。

　

また、1998年１月までの１年間の増加率を見ると、全体的に成長は若干純化している。過

去３年間の成長を見ると、インドネシア(54.3倍)、中国(28.7倍)、インド(20.0倍)、日本

(12.1倍)、シンガポール(11.0倍)の成長が目がましい(第2－3－31図参照)、

　

国別の経済規模と各国のホストコンピュータ数の関係について兄ると、ニュー・ジーラン

ド、オーストラリア、米国等は平均以ﾋであるが、我が国は平均より低くなっており、経済

規模に比して、士分な普及がなされていない状況にある(第2－:{－32図参照}｡
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インターネットの国際接続状況

This °ap may be obtai°ed ゛iaanony『nous ftp
from ftp.cs.wisc.edu / connectivity_table directory

　　　　　　　

国際接続状況

　　　　

Version 16　1997年６月15日

凹インターネットに接続(IP接続)されている地域

■電子メールの配送だけができる地域(UUCPやFidoNet経由)

□未接続

出所:

　

Larry Landweber and the Internet Society. (ftp:// ftp.cs.wisc.edu / conectivity_table/)

Copyrightc 1997
LarryLandweber
and the InternetSociety･
UnlimitedPermission to
copy or use is hereby granted
subjecttoinclusionof
thiscopyrightnotice.
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国別のインターネット接続ホストコンピュータ数と成長率
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Network Wizards (http://ｗｗｗ.ｎｗ.ｃｏｍ/)により作成

　

(注)本図は北中米、欧州、アジア、太平洋地域、アフリカの中から主な国を選んで作成したものである。

　　　　

このうち米国は、ドメイン名がｃｏｍ､edｕ､ｎｅt､ｇｏｖ､mi1､ｏrg､usîntで分類されるホストコンピュータ

　　　　

数を合算した。



　ホスト数

（1り98年1目）

成長率

1年問 :洋間

米国 20,624 2.0 6.5

日本 1,169 1.6 12.1

ドイツ 995 1.4 4.8

英国 988 1.7 4.1

カナダ 839 1.4 4.5

オーストラリア 665 1.3 4.1

フランス 333 1.4 3.6

イタリア 243 1.6 7.9

ニュー・ジーランド 169 2.0 5.4

(iii.|,V 卜台.li“，

　ホスト故

(19昨年1巾

成長率

1弔問 :伴門

雨アフリカ几和国 122 1.2 4酒

帽111 122 1.8 6j

圧巻 67 1.4 5.4

ンンカホ一ル 58 乙0 11.0

メキシコ 42 1.4 6ぶ

中国 16 0.8 28.7

タイ 14 1.6 8.:3

インドネシア 10 1.0 54.:3

インド ７ 2.S 20.0
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国別の経済規模とインターネット接続ホストコンピュータ数
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府万米トル）

Network Wizards (http://ｗｗｗ.ｎｗ.ｃｏｍ/）、世Iが銀行［TheWorld Bank A山s

1997］により作成

（汀）ホストコンピュータ故は1998年1川現在、ＧＮＰは1995年現政のデータ

　　

を用いた、

(川立:lj万米ドル、台)

国　名 恥国 日本 ドイツ カナダ 帽月 卜訃ﾗﾘｱ

GNP 7,100,007 4,963,587 2,252,343 57:-5,695 1,094刀4 3訂､909

ホスト数 20,623,995 1,168,956 994,り26 839,141 り87,733 665,403

国　名 フランス イタリア 南ｧﾌ|勁几和国 二ｙ･ﾝ｀-ﾗﾝﾄﾞ 側目 寄港

G NP 1,451,051 1,088,085 130,918 51,655 435よ好 しに332

ホスト数 333,306 243,250 122,025 拓り.264 121,9:-!2 (i(),(il7

国　名 メキシコ シンガポール 中国 インドネシア クイ インド

GN P 304,,596 7り,831 744,890 190,105 159,(i:-!() 319,660

ホスト数 41,65り 57,605 16,:422 り,6o:-s L↓,てど 7,175
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また、国別の人に川鯛と各国のホストコンピュータ数の関係について兄ると、我が国は平

均以卜であるが、相申二おいては、更に片及が進んでいる(第2－:{－33図参照}.ﾕ

(11)パソコン通信サービスの普及状況

　

呻ニューメディア開発協jごがりI川月に行った｢全国パソコンネヽバヽ局実態調査結果｣に

よると、ヤハソコンネットりの会口数は789.4万人(推計値を含右ヽ.、対前年同期比37.7%増)

である．そのうち、こい数が

([ﾊﾞ]55.8%増)であり、ヘネット同会い数の92.1%を占める(第2－3 －34匿参照)、

第2－3－33図

　

国別の人口規模とインターネット接続ホストコンピュータ数
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げ^人）

Network Wizards (http://ｗｗｗ.ｎｗ.cｏｍ/).111:I/g銀行[The World Bank Atlas

1997]により作成

(注)ホストコンピュータ枚は1998示1川現白ﾓ、人｢1は1995示現在のデータ

　　

を川いた

(単位：Ｔ人、台)

国　r, 和国 日本 ドイツ カナダ 乾田 ｵｰ加判ｱ

人|｜ 263,119 125,213 81,869 29,606 58,533 18,054

ホスト数 20,623,995 1,168,956 994,926 839,141 987,733 665,403

国　y， フランス イタリア 雨ｧﾌ川州国 ≒-･ノｰﾗﾝﾄﾞ ㈱ｪ| 香港

入口 58,060 57,2(4 牡457 :俑01 44,851 6,190

ホス|ヽ数 333,306 24よ250 122,025 169,264 121,932 66,617

国　y， メキンコ シンガポール 州;| インドネシア タイ インド

入|｜ り1,≪:-!! 2､り87 1,2()(),241 19:U77 58,242 り29,358

ホスト故 羽,6豹 S7,605 l(i,322 り,{i()3 14,378 7､175
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会員数の推移
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［企国パソコンネット局実態調査結果］（財団法人ニューメディア開発協会）により作成

（注）「会員数が１万人以Lのパソコン.ネット局」は、り年度調査時点に１万人以llの会員数を

　　　

行するパソコンネット肘

(単位：千人)

吊月 4.6 5.6 6.6 7.6 8.6 9.6

会員数合計 1,550 1,957 2,597 3,689 5,732 7,894

勁回数が１万人以|ソ)ハソコン

ネット励の勁い数良計
1,060 1,418 1,958 2､997 4,(i(i<S 7,274
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放送サービスの動向

(1)概況

　

ア

　

主な放送サービスの概要

　

しな放送サービスの慨要については、次のとおりである[第]－:3－35衣参照)。

　　　　　　　　　　　　　

第2－3－35表

　

放送サービスの概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ年度木現在)
内　容 社数

地

上

県

放

送

テレビジョン放送 ※1　　128

テレビジョン音声多重放送 テレビジョン放送の電波のすき間を利川し

て斤声等を送る放送,， 68

テレビジョン文字多重放送 テレビジョン放送の電波のすき間に、デジ

タル信リを重ねて行う放送｡，

※2　　34

テレビジョンデータ多重放送 テレビジョン放送の電波のすき間にデジタ

ル化された皆声その他の音響、文字、図形

及び映像の信号を屯ねてに送する放送。

※J3　　18

中波(ＡＭ)放送 ※1　　48

超短波（ＦＭ）放送 堅城放送 46

外国語放送 日本人が海外の文化等を理解すること及び

川内に在住する外国人が目本の文化等を理

解することに役立つ情報を外国語で提供す

るもの、

３

コミュニティ放送 小町村内の‥部の地域において、コミュニ

テ仁行政､福罷医療及び地域経済産業情報

等の地域に密着しか匠服を提供するもの

93

超短波（ＦＭ）文字多重放送 ドＭ電波のすき間に、デジタル化された音

声その他の音響、文字、図形及び映像の信

吋を慨ねて伝送する放送。

※4　　　40

短波放送 ※５　　　２

衛

星

系

放

送

BS

放送

テレビジョン放送 ２

テレビジョン音声多重放送 ※６　　　１

テレビジョンデータ多重放送 ※６　　　１

ハイビジョン放送 ※７　　　８

cs

放送

アナログ放送 標準テレビジョン放送 ※８　　　８

ＰＣＭ音声放送 ※り　　　１

データ放送 ※９　　　１

デジタル放送 標章テレビジョン放送 71

超短波放送 ※10　　　8

データ放送 ※11　　　2

※ｌ

※ツ

※ﾝ;

※｜

※二，

･うり;

･E･ 7

※卜

※り

今川

※１１

NI日ぐ|副八人ご卜7:|φ|をriむ

　

また，うち37什は，テレビン，ン放送と中波(A M)放送の祉竹

うち】肘[にしテレビジョン放送と俳片

1町レヒしテレヒッヨン倣辻と皿片

うち乱川ﾚによ．|･Jりとl､.･ij･19(ドＭＵλ止七犯行

うちＸ目1くけ｢，甲ブ川lけ｢

テレビ･丿ぺふI丿万一白八逆七テーツか『りかこは１什か祖八

つ九丿則円卜Jゾドロこ川川肪七乾計げL

(フゾデづク几放皿におけ引ケ9トｙに二．，ン放送と旧‘,j,･

|りいけいい八辻七データ放送は∩｢か舵引

うら∩に拡げ塵テレビ･ベノ放三七かぐ，

うら∩[に，り寸イレヒッペ丿八亡七卜卜

郵政か川十でりげi liv



　

イ

　

放送時間の推移

　

ＮＨＫにおける８年度のチヤンネル別のＩ目当たりず均放送時問は、辻介テレビンyjン放

送か22時間15分(対前年度比１時問38分増)、教百テレビジヨン放送か18時問1り分(同ﾝにy減几

ラジオ第Ｉ放送か23時間37分(同１分減)、硲早第Ｉ放送か22時間59分(同Ｉ分滅)、爾ｙ第

２放送か22時間4O分(同５分増)などであつた｡，うち、総合テレビジヨン放送は、洙良時間

帚の放送時間の拡犬により、放送時間か人きく増加した,，

　

また、放送犬学学固は、関東広域圈∩部６県‐)を対象としたテレビジヨン放送、FN1ラ

ジオ放送を、ともに６時から24時まで１目当たり18時間(対面年度比増減なし)行つているエ

また、全国での視聴を日f能とするため、放送人学学園法の一部を改庄する法岸によつて学固

の業秘に委託放送業務か追加され、1O年１川から、ＣＳデジタル放送による番組担供∩目

当たり18時間)か開始された。

　

民問放送事業者における９年９月から1O年ｓ月までのＩ社Ｉ目当たり今均放送時間は、テ

レビジヨン放送(126社)が21時間７分(対前年‘度比1O分増)、ラジオ放送(97社)か23時間19分

([司３分増)であつたo

　

ウ

　

契約者数の推移

　

ＮＨＫの受信契約総数は、９年12月現在約3,62O.9万契約であつたoこのうち、一般受い契

約数(衛星契約を除くo)は、９年12月現在約2,758.6万契約(対面年同明比O.6％減)であつたｏ

　

ＢＳ放送のいに2川現在の受信契約数は、ＮＨＫか約862.3万契約(同8.2％増)、目本衛早

放送(株バＪＳＢ)か約236.2万契約(同5.O％増)、肋早デジタル汗楽放送(株バＳＤＡＢ)が約

12.3万契約(同8.8％増)となつているoまた、９年12川現在のＮＨＫのＢＳ放送受信契約数

がＮＨＫ受信契約総数に占める剖合を兄ると23.8％(対前年同明比1.4ボイン卜増)となつて

おり、ＢＳ放送が社会生活に首実に普及してきていることかうかかえる。

　

ＣＳアナ口グ放送の９年‘12月末現在の受Ｕ契約数は、テレビジヨン放送では加人晋約II.6

万世帯の5O.7万契約(対前年同則比I9.7％減)、ＰＣＭ尚声放送では約11.6万契約(同I69.8％

増)となつているo

　

また、ＣＳデジ夕ル放送の受信契約数は、８年６月の放送開始以来犬きく増加レ

　

９年I2

月現往約53.3万契約(対面年同則比243.9％増)に達している(第2―s―36図参照)o

　

ケープルテレビについては、８年度末現在の受信契約数か約1,263万契約(対面年度末比

14.8％増)となり、普及率(全国の総訃浴数比)は28.2％となつているo現模別では、許吋施

設(引込端ｆ数5O1以上の施設)が約7O1万契約(同26.4％増)、届出施設(引込端ｆ数51～5OOの

施設又は引込端石

模施設(引込端子数5O以下で、テレビジヨン放送の同時再送信のみを行つている施設)か約

68万契約(同4.1％増)であり、特に許吋施設における仲びが顕替である(第2 ― :4 ―37図参照)o

　

また、ケープルテレビのうち白士放送(地卜テレビジヨン放送の同時|耳送信以外の放送)

を行うものについて受信契約数の推移を見ると、８年度末の加人財帯数は5OO万胆帯(対面年

度比37.5％増)となり、於及率かIO％を超えるなど顕著な仲びを示しているoこの背景とし

ては、①ら年以降の規剖緩椎及びケープルテレビ拒興策の推進の結眼、ヤ国的な事栗経常を

行う多施設保有lIぷ業晋(ＭＳＯ)が登場するなど、活発な事業活動か行われたこと、②特に

規模の大きなケープルテレビ
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第2－3－36図ＢＳ放送、ＣＳ放送の受信契約者数の推移

(ＢＳ放送

　

万契約)
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(ＣＳ放送‾万契約)
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7.6

　

7.9

　

7.12

　

8.3

　

8.6

　

8.9

　

8.12

　

9.3

　

9.6

　

9.9

　

9.12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(年丿)

(単位：万契約)

年月 7.3 7.6 7.9 7.12 8.3 8.6 8.9 8.12 9.3 9.6 9.9 9.12

ＢＳ放送 841.6 868.3 889.5 923.0 953.4 980.1 1,011.01,036.2 1,056.6 1,071.2 1,090.5 1,110.9

ＣＳアナログ放送 30.0 33.5 37.2 41.4 55.4 60.2 62.4 67.4 67.1 69.9 69.8 62.3

ＣＳテヅタル放送 - - - - - - - 15.5 23.6 32.8 41.1 53.3

(ＢＳ放送の内訳) (単位：万契約)

年川 7.3 7.6 7.9 7.12 8.3 8.6 8.9 8.12 9.3 9.6 9.9 9.12

NH K 658.0 676.0 692.0 715.2 737.5 756.1 781.3 797.1 817.1 830.4 846.6 862.3

.JS B 175.0 183.0 188.0 197.7 205.5 213.3 218.6 224.9 227.8 228.9 231.7 236.2

S 1)A B 8.6 9.3 9.5 10.1 10.4 10.7 n.1 11.3 11.6 11.9 12.1 12.3

邱政宵資料により作成
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第2－3－37図ケーブルテレビの受信契約者数の推移
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(年度七)

（りい

ぶ）.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

年度未 疋 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

許可施設 1,930,752 2,322,145 2,751,117 3,440,875 4,131,121 4,960,7:-)5 5,r343,129 7,005､817

届出施設 3,761.55cS 3,928,064 4,127,り26 4､322,999 ぐ↓92,512 4,664,1り2 4､807､り61 4,943,2(i5

小坂聯胎 賃 479,988 517,328 552,239 580,314 604,462 629,817 (i53,,S(i3 680,356
八

日　　　　「 ト 6,172,278 6,767,537 7,431,2≪2 8,344,188 り､228,095 10,254､7斜 11,004,65:-!1]､629､4訪

貨財帯数比 15.2 16.4 17.8 19.7 21.4 23.5 24.り 28.2

郵政省資料により什成

　　　　　　　

第2－3－38図自主放送を行うケーブルテレビの受信契約数の推移

(万契約)

500

400

300

200

100

０

け、）

12.0

10.0

8.0

旧）

4.0

2.0

0.0
４ ５ ６ ７ ８

汗度)

　　

(中心り八開約、≒)

年　度　氷 ４ ５ ６ －
／ ８

受信契約数 187.1 242.2 3nぶ :拓:-;.7 SOO.l

財貨国IHJ帯普及率 4.4 5.6 7.2 8.2 11j
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(2)地上系民間放送

　

ア

　

地上系民間テレビジョン放送

　

地に系灰皿テレビジョン放送については、全円各地城において最低４系統の放送を受信で

きることを目標に川波数の割当てが行われている。９年度末現在、４チャンネル以上の周波

数が割Ｏ肖てられている地域(予備免許に至らないものを含む。)にし34都道府県で、全国の

総則幣数の89.8%である(第2－3－39図参照)。

　

りﾄ度の開丿副ﾉ回兄について見ると、９年４月に山形県で４伺目の民間テレビジョン放送局

が、また高知県で証

おいて県域いの１局[]に当たる民間テレビジョン放送局が、９年３月に予備免許を受けてい

る

ノ

第2－3－39図

　

地上系民間テレビジョン放送用周波数割当ての現状

∠ア
郵政六百料により作成

川ﾚ）１

　

ぺ城|｡|､ﾘよ、㈹貼いり･備免許に至っていない｡

　　

２

　

仰視堅は、4回目か予備妬竹に至っていなト

　　

:4

　

柚川.l八り耶駱は、割引」が戸備免許に至っていない

　　

４

　

比I;ふ|リは、2川目か15備免許に至っていない

　　

う

　

価佃川よ、1川目が円顔免許中

付心八代問テレ･二ぺ八放辻の炭聴可能地城を示したものてはない

尤
／



　

イ

　

民間ＦＭ放送

　

(ア)県域放送

　

県域放送は、民間ＦＭ放送の全国普及を剛崇として周波数の割当てが行われており、り年

度未現在、周波数が割り当てられている地城∩乙備免許に至らないものを含かＵは、46都道

府県で全円の総世帯数の97.9%である(第2－3－40図参照)｡

　

り年度の開局状況について児ると、９年帽｣に福岡県において、３局目の民問ＦＭ放送局

が開局した。

　

(イ)コミュニティ放送

　

コミュニティ放送は、４年１月に制度化されて以来、地域の特色を生かした番組、地域住

民が参加した番組等を提供することにより、地域の振興等にも貢献する身近な放送局として

親しまれている。

　　　　　　　　　　

第2－3－40図

　

民間FM放送用周波数割当ての現状

ノ

∠ア
郵政省資料により作成

(注)１

　

岐阜県、奈良県、和歌山県及び岡山県は、１局目が予備免許に令っていない｡

　　

２

　

外国語放送については、図とは別に次の地城を放送対象地域としている｡

　　　　

(1)東京都の特別区の存する区域、埼五県浦和Iに

　

T一葉県Ｔ葉|に神余川県横浜市及び

　　　　　

㈲|府市並びに新東京国際空港

　　　　

(2)人阪府人阪市、堺｢↑T及び東人阪巾、京部府京都市、兵庫県神ド巾及び尼崎巾並びに

　　　　　

奈良県奈良市並びに関西国|祭空港

　　　　

(3)福岡県福岡||八北九州市、久留米巾及び大牟田巾並ぴに佐汽県什刀巾
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り|几の叩｡川切口ついて以ると、251, .jが新たに即丿几、９年度j､fまでの合計では89局が

即‥几ているほか、図八イトが別山ニソえられ、また一丿‥川川削ぶ二向け叩備を整えている。

　

(ウ)外国語放送

　

外用語放送は、7fﾄ２川二制度化され、８年度までに人阪巾(人阪府)等の地区及び東京

祁の特㈲ぐり丿也区において問にされている。

　

いけ引二おいては、り｢り｣に福岡巾(福岡県)等の地区における民間ＦＭ放送局が、外

川語放送いとして問同した

　

ウ

　

地上テレビジョンデータ多重放送

　

地llテレビジョンデータ多慨放送は、静白山によるニュース等の情報のほか、ソフトウェ

ア乃の各腫データの捉供を町能としかつ、電話川線等との細介せにより、双方向型の情報

現供機能廿応用できるものである

　

8fト↓川二地ト系テレビジョン放送の呵苗収線消去期間

(ＶＢＩ)を利川し左方代が、いﾄ６巾二占声信り一副搬送波を利川し八方式が、それぞれ制度

化された

　

痢Iり出席消去川間(ＶＢｎ方式を用いたサービスでは、８年10川から、テレビジョン端

仏二界組辿動情樅等を送るとと引ニテレビショッピング、クイズを双方向機能を用いて利用

可能とするサービスが開始され、り年ぺT5川からは、テレビジョン受信機能を備えたパソコン

を対帽二、丁ニュース、気象、スポーツ、金融情報といった到泣型の番組、②地上テレビジ

ョン放送との辿動やの界細(料川の献ヽ八選１の佃人データ等)をインターネットのホーム

ページの形で放送するサービス(番組に興妹を持てば／岨昌回線を使って関連した番組をも

つホームヘージヘアクセスすることができる。)利川始されている。

　

なお、汗声f丿川り搬送波方式を川いたサービスについては、現在、放送事業者において移

動体受信に辿しているという特長を生かすための情報捉供番組の制作についての研究開発

や、携帯・移動休端木の問発が行われている、

　

エ

　

超短波(ＦＭ)文字多重放送

　

超加波(ドＭ)丈字多巾放送は、６年10川から放送が開始され、10年１月現在、ＮＨＫと

民間放送･bl又々39什によって、ニュース、交遊|古報３のサービスが捉供されている。

　

道路交通情樅については、(財)道路交通情報通信システムセンター(ＶＩＣＳセンター)

によるサービス捉供地域が拡人され、９年１月から愛知県、り年11川から京都府、また10年

:川|から兵庫県において、それぞれサービスが開始された。また、10年１月から３月までの

問、冬予オリンピック及びパラリンピックの期間に介わせて長野県においてサービス加提供

された。

　

オ

　

テレビジョン文字多重放送

　

テレビジョン丈字多巾放送はヽ文字放送チューナー又はデコーダー内蔵型テレビ受像機を

川いることによりヽニュース、人気‾戸報、交通情樅等の多種多様な情樅を無料で随時受信す

ることができる放送で、昭和印年11川から本放送が行われている。

　

1㈲バJ川丿加二ＮＨＫ(総合テレビジョン放送)により剥IIで実施されているほか、地

卜系良闘テレビンコン放送|ぶ業一片33社により、サービスが捉供されている。



(3)衛星放送

　

ア

　

放送衛星を利用した放送(ＢＳ放送)

　

９年度末において、テレビジョン放送についてはＮＨＫによる２チャンネル、、ＪＳＲによ

る１チャンネル及びハイビジョン実川化試験放送の１チャンネルの､ll卜回1チャンネルがあし

テレビジョン斤声多巾放送については、ＳＤＡＢによる１チャンネルがある

　

また、テレビ

ジョンデータ多亜放送については、ＳＤＡＢにより１チャンネルが行われている

　

イ

　

通信衛星を利用した放送(ＣＳ放送)

　

(ア)ＣＳアナログ放送

　

９年度氷において、テレビジョン放送については８礼りチャンネルがあ０、スーパーバー

ドＢを利川レ放送している｡

　

ＰＣＭぽ声放送については、(株)ミュージックバード１桂による17チャンネルのサービス

がＪＣＳＡＴ－２を利川して行われている

　

データ多重放送については、(株)ミュージック

バード１社による１チャンネルのサービスが、、ＪＣＳＡＴ－２を利川して行われている

　

(イ)ＣＳデジタル放送

　

ＣＳデジタル放送は、８年引|から本放送が開始され、同年10月に有料放送を開始した、

　

ＪＣＳＡＴ一日を利川した標章テレビジョン放送については、61社103番組があり、超知

波放送では７社∩ち４社は標ﾊﾞfテレビジョン放送と兼営∩107番組がある、デ｀一タ放送に

ついては、標準テレビジョン放送と兼営の１社が21番組を放送している。

　

また、スーパーバードＣを利川した標準テレビジョン放送は、18桂90番細があり、超短波

放送では１社29番組、データ放送についてはド1116番組が認定され順次放送している(10午

３月末現在)。

(4)ケーブルテレビ

　

ア

　

施設数

　

８年度氷現在のケーブルテレビの施設数は、６万6,272施設(対前年度木比3.6%増)である

これを規模別に兄ると、許可施設がL819施設(同4.7%増)、届出施設力∩万4,736施設(同

2.8%増)、小規模施設が２万9,717施設(同4.5%増)となっており、許可施設及び小規模施設

が高い仲びを示している。

　

また、ケーブルテレビのうち、白ト放送を行うものについてその推移を見ると、８年度木

現在、施設数は937施設(同12.9%増)となっている。

　

イ

　

新サービスの開始

　

９年度には、インターネヽバヽ接続サービス∩社)、電話サービス(２社)及び専川サービ

ス(ホームセキュリティバ２社)等の双方向性のある新サービスが開始されるなど、ケーブ

ルテレビの高付加価値化か進んでいる。

　

また、ケーブルテレビのデジタル方式の技術的条件を定める｢有線テレビジョン放送法施

行規則｣の一部改正が行われたのを受け、10年･中にケーブルテレビ事業占１社がデジタル放

送サービスを開始する予定である。

(5)国際放送の現状

　

激動する国際情勢の中で、諸外国の対日理解を促進するとともに、在外川人に対して必要

な情報を提供するため､我が国からの国際放送の果たす役割は極めて重要となってきている

我が国からの国際放送は現在、ＮＨＫにより知波出際放送である｢ラジオ目本｣及び巾星に

よるテレビジョン放送である映像出際放送が行われている。
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このうち、｢ラジオ日本｣では、国内送信所(ＫＤＤ八俣送信所(茨城県))から直接送信す

る放送と、海外各地の中継りを経由して間接送信する中継放送を行っている。

　

９年度の放送時間を見ると、令世界に向け日本語と英語で放送する一般向け放送は、１日

当たり延べ31時間で、特定地域に向けその地域で使用されている言語を用いて放送する地域

向け放送は34占゛語で、１日肖たり放送時間は延べ65時間であった(第2－3－41図参照)。

　

映像国際放送については、北米地域∩口当たり５時間30分程度)及び欧州地域([司４時間

40分程度]に対して放送が行われているほか、アジア太平洋地域、中南米地域及び東欧地域

等に対して、番組配信が行われている。なお、10年度から、アフリカの一部、ユーラシア大

陸の一部を除くぼば全世界を対象とする映像㈲原放送が開始される予定である(第2－3－

42図参照)。

　

また、本邦企業による海外におけるプロジェクトとして、目系企業の出資による、欧米に

おける現地法人が、｢ＴＶジャパン事業｣として衛星を利用し、それぞれ１日14時間程度(北

米地域)、１日９時間20分程度(欧州地域)、我が国の番組の放送を行っているほか、ジャパ

ン・エンターテイメント・テレビジョン(ＪＥＴ)社が、９年３月から、アジア向けに１日

24時間の番組配信を行っている。

第2－3－41図

　

短波国際放送送信方向イメージ



第2-3 -42図　ＮＨＫの映像国際放送と番組配信

（1）1外印EI際放送

　　　　　　　

叫浪三

レ

で）

　　　

|秋州地域への映像国際放送

放送時間争1日4時間40分程度

受信方法●直接受fよケーブルテレビ局経由

に丿番糾配削

東欧地域等への番組配信
= ¶ = W ㎜ ■ - ･ ¶ ■ ㎜ ■ ■

配 信 時 間

--･---

●

= i ㎜ ㎜

１日18時間

対

　

象●6の国､6の放送機関

　　　　

ケーブルテレビ局
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－ - r ¶ r ¶ - - | ¶ -

の番組配信
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配信時問中ml8時間

対

　

象･121の国･地域､47の放送

　　　　

機関･ケーブルテレビ局

四谷

(㈲二度ｔ現在J

北米地域への映像国際放送
一 一 一 一 - －

放送時間●1日丿時間30分程度

受信方法●直接受信､ケーブルテレビ局経由

中南米地域

(9年度木現在j

への番組配信

配信時間●1日18時間

対

　

象●5の岡､8の放送機関

なこれらのほか、|炊州及び北米で【ＴＶツーリヽン･れ業レヒして放送を行うている現地法ﾉ、に４しても、】1118叶IllSIWJlの番糾配1,1

　

を行つている｡

※冊糾配卜の対乖は、り乍丿丿現在

郵政肖資料により作成

３

　

郵便サービスの動向

(1)取扱数の推移

　

９年渡の内国郵便物数は、256億通(個川対前年度比1.1%増)となっており、８年度に引き

続き増加している。

　

内国郵便物数のうち、全体の約99％を占める通常郵便物数は、253億通(同1.3%増)であり、

小包郵便物数は、３億個(同15.6%減)となっている、

　

また、通常郵便物のうち、普通郵便物数は209億通(同1.8%増)、年賀郵便物数は37億通

([司0.8％増]となっている(第2－3－43図、資料Ｓ－ト

　

ｊ－２参照)年賀郵便物数につ

いては、年賀葉書の発行枚数及び販売枚数(41億通)とともに、引受物数及び配達物数は過

去最高である。

　

９年度の国際郵便物数は、４億3,994万通(個八同2.3%増)である。

　

これを差立(外国あて)と到着(我が国あて)で見ると、差ヶが１億3,062万通(個八同2.2%

増)、到着が３億932万通(個八同2.4%増)となっている(第ご － j －441ツ1参照)｡羊立の内訳
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内国郵便物数の推移
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国際郵便の引受郵便物数の推移
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では、通常郵便物が□意2,200万通(同2.1%増卜小包郵便物が26丿バ岨II卵.6判読)、削除エ

クスプレスメール( K M S )が599万油印り(同10.4%増)となっている　刊行の内訳ては、通

常郵便物が３億255万油(同2.8%増)、小包郵便物が266川剛|ii]21.4%減八

　

ＬＭＳが4n万辿

(仙D(同5.3%減)となっている(資料ｊ－お～j －10参照)

　

なお、ＥＭＳの収扱国は、り年度木現在、|卜JW114列車地域)となﾀﾞﾀている

(2)郵便の利用構造

　

:{年ごとに実施している｢郵便利川構造調介トバ(り川)ト心万)結米によ０郵便物の利川

構造を概糾すると次のとおりである、

　

普通通常郵便物の利川根造について私人と事欠所別に個|｣介をにると、差出は私人羊出が

23.4%、事業所差出が76.6%となった､づ1肝日51年以降、不出割合はご：呂で推移していたが、

今回調査では、私人不出の割合が高まっている山、受取は私人受取が73.2%、訂業所受

取が26.8%の割合となった、今回調介では、受取でも不出と同様に、私人受収の割介が高ま

っている(第2－:{－45衣参照ト

第2－3－45表

　

普通通常郵便物の私人・事業所間交流状況
０ﾘヽy:％）

差出人 仏　人 事業所 合　計

受取人 私人 今泉所 小計 私人 乍某所 小計 私人 ･れ某所 合計

昭和63年 15.6 3.8 19.4 45.0 35.6 80.6 60.6 39.4 100.0

３年 18.0 1.9 19.9 51.4 28.7 80.1 69.4 30.6 100.0

６年 17.8 1.6 19.4 50.4 30.2 80.6 68.2 31.8 100.0

９年 20.6 2.9 23.4 52.6 24.0 76.6 73.2 26.8 100.0

郵政省資料により作成

　

差出の内容別に利川構造を兄ると、今川調査では｢ダイレクトメール｣(26.3%)が最も多く、

前回調査(６乍り月)１位の(金銭関係言23.5%)を目トレつた

　

以ド、｢行乍・会介案内｣

(12.0%)、｢消息・各種あいさつ｣(11.6％)、｢その他の業務川通に｣(11.6%)の順であり、ト

位乙種類で全体の約85％を占めている(第2 －:3－46図参照)‥

　

また、小包郵便物の利用構造について同様に巴ると、不出は私人不出が48.9%、訂業所耳

出が51.1%となった．[1μ不|.148flJ-度調介開始以降、ぼぼ３：７で推移していたが、前川訓たで

４：６と変化レ今回調介ではJ3 : ことなっている　　り八受収は私人受収が70.3%、礼装

所受取が29.7%となった．調査開始以降らレ3で↓旧名していたのが、ｙlこ度調介で７：スと

変化して以来、７：ぷで↓旧侈している

　

差出の内容別に利川構造を見ると、｢食料品｣で全体の:仁り|｣以ヒを占めている

　

また、前

回と比較して｢雑誌・書籍｣、｢広告関連ふ11｣等が減少している

(3)郵便物の地域間交流状況

　

３年ごとに実施している｢あて地別引受郵便物数詞査∩∩川川ヤ丿にの結米によ０邱便

物の地域間交流状況を概観すると次のとおりである..

　

普通通常郵便物については、郵便物を引き受けた各都逆府県内で配達される汀|県あて]

と、それ以外の｢他県あて｣に分頂すると、汀1県あて｣が50.8%、｢他|几あて｣が四.2％で、

｢自県あて｣と｢他県あて｣の比率がぼぼ等しくなっている

　

なお、前|目|詞だＵづ∩∩ト)まで
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普通通常郵便物の内容別利用状況
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郵政竹資料により作戊

ロタIイレクトメール

ロ企代関係

ロ行乍・会合案内

□消息・各種あいさつ

ロその他の業務用通信

口中込・照会等

ロ邦祐・書籍

□新間

口クイズ等

｢自県あて｣と｢他県あて｣の割介は６：４で槙移していたが、今回調介ではほぼ５：５に変

化した(第2－:3－47図参照)、
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普通通常郵便物のあて地別利用状況
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り0 100(％)

　

また、都道府県別に兄ると、｢自県あて｣の割今が高い都道府県は、沖縄県や北海道など

となっている(第2－3－48表参照)。

第2－3－48表

　

普通通常郵便物の「自県あて」割合の高い都道府県

(単位：％)

順

位

３　年 ６　年 ９　年

都道府県名 白県あて割合 都道府県名 自県あて割合 都道府県名 自県あて割合

１

２

３

４

５

沖　縄

北海道

宮　崎

長　崎

福　片

84.8

83.3

81.1

79.1

78.6

沖　縄

秋　田

北海道

新　潟

宮　崎

83.7

82.4

82.2

80.6

78.9

沖　縄

北海道

犬　分

秒　田

山　形

83.0

81.1

80.1

80.0

78.2

郵政六口料にレ川｢成



(4)新サービスの開始

　

ア｢新超特急郵便｣及び｢新特急郵便｣

　

９年８月から、都市部については、①電話等の利川申込みにより集荷し、申込みから２～

３時間で配達する｢新超特急郵便｣、②おおむね午前巾までに引き受けた郵便物を肖日の午

後５時までに配達する｢新特急郵便｣のサービスを開始した。

　

イ

　

新コンピュータ郵便(ハイブリッドメール)サービス

　

９年９月から、パソコンユーザーからインターネットを通じて受け付けたメッセージを郵

便物として配達するコンピュータ郵便(ハイブリヽツドメール)サービスを開始した、

　

このサービスでは、利用者はインターネットを通じて、差出団体である(財)ポスタルサ

ービスセンタート口4)のホームページバhttp://v５ｖｗ.furusato,tayori.ｏr.jp/)にアクセスレ通信

文を人力するだけで郵便差出が可能となった。料金については、コンピュータ郵便の郵便料

金のほか、差出団体の取扱手数料が必要(通信文１枚の場合、郵便料金101円、取扱手数料９

円、合計110円)となり、決済はクレジットカードにより利用者と差出団体との間で行われる

(第２一3-49図参照)。

第2－3－49図

　

ハイブリッドメールサービス（イメージ）

クレジット会社

決済処理

]

k

k

インタ‾ネ八

郵政省資料により作成

ハイブリッド

メール差出 令

日本橋郵便局

(印刷・封入一封かん)
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（5）サービス改善の動向

り年度に実施されたサービス改善については、次のとおりである（第2－3－50表参照）。

第2－3－50表

　

９年度に実施された主なサービス改善の状況

サービス

(開始年月)

改　善　前 改　善　後

電子郵便

　（９年４月）

○電子郵便台紙

　特別台紙（慶祝８種類、弔慰３種類）

○電子郵便台紙

　３種類の慶祝用台紙を追加

コンピュータ郵便

　(９年４月)

○通信文用紙

　封筒に納めるタイプ（５種類）

○通信文用紙

　３つに折り曲げ密着した用紙を追加

第三種郵便物

　（９年７月①）

　（９年10月②③）

①認可対象

　毎月１回以上発行の定期刊行物

②発行の都度の見本提出先

　受持郵便局及び地方郵政同等へ各１部

ずつ

③定開監査の実施

　毎年１[回]

①認可対象

　年４回以上発行の定期刊行物

②発行の都度の見本提出先

　受持郵便局へ２部

③定期監査の実施

　過去３回以土定明監査を受け、催告を

受けなかった等の条件を満たす場合、申

し出により３年に１[目に変更

料金受取人払制度

　（９年７月）

○料金着払郵便物の料金支払い

　配達の際の支払い

○料金着払郵便物の料金支払い

　配達の際の支払い、又は後納

翌朝郵便

　(９年８月)

○取扱対象地域

　東京・県庁所在他聞等

○取扱対象地域

　全ての集配郵便局等からそれぞれの郵

便局ごとに指定した地域

郵政省資料により作成



第４節

　

通信料金の動向

１

国内電気通信料金

(1)国内電気通信料金の低廉化

　

国内電気通信の価格の推移について、｢物価指数月報｣(日本銀行)における企業向けサー

ビス価格指数により概観すると、価格指数の総平均に比べ国内電気通信の価格は、過去数年

間にわたり継続的な低廉化が図られていることが分かる。

　

２年の価格指数の総平均を100とすると、９年10～12月平均においては、総平均は103.4で

あり、3.4ポイント上昇しているのに対して、国内電気通信の指数は86.6であり、13.4ポイン

ト低下している。特に、携帯・自動車電話(９年10～12月平均の指数40.8)の指数が大きく低

下している(第２－４－１[ｊぐ|参照]。

　

これを、東京・大阪間の電話と専用線(64kbps)について、昭和60年４月の電気通信自由

化時の料金と比較すると、いずれも大幅な低廉化が見られる(第２－４－２図参照)。また、

５年３月にサービス開始されたデジタル携帯電話についても、同様のことがいえる(第２－

４－３図参照)。

no
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第２－４－１図

　

企業向けサービス価格指数の推移（国内電気通信）
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(２隼脂均＝100)

開 つ
一

ｊ↓ ﾝ目I 3 111 3 w ４１ 副 ４田 4 IV バ バ ５ｍ 51V ６１ H

祉伴均 100 101.6 102.9 103.6 103.7 103.9 105.0 105.0 105.0 104.9 105.4 105.1 104.6 104.6 104.3

川内電気通信歌体 100 98.5 96.5 96.5 96.5 96.4 95.3 93.8 93.7 93.7 93.7 93.7 89.3 89.0 88.5

電話 100 97.4 96.3 96.3 96.3 96,3 95.1 93.0 93.0 93.0 93.0 93.0 86.9 86.7 86.7

･与用回線 100 98.4 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 96.0 94.7 94.6 94.6 94.6 94.6 92.1 90.4

携帯・自動叫電話 100 96.7 90.1 89,8 89.2 89.2 89.2 89.2 87.6 87.1 87.1 87.1 87.1 87.1 83,2

無線呼出し 100 96.6 95.2 95.2 95.2 95.2 94.9 94.4 93.5 93.5 93.5 93.5 93.5 93.5 93.5

付加価値通信 100 99.3 98.8 98.8 98.8 98.8 96.8 96.8 96.8 96.8 96.8 96.8 96.8 96.7 94.6

開 ６Ⅲ 6 ff ∩ ７Ｈ ７ｍ ７Ⅳ 川 ８Ｈ ８ｍ 8 IV ９１ ９Ｈ 9m 9 1V

総平均 103.7 103.3 103.1 103.0 102.8 102.4 102.2 102.2 102.0 101.8 101.9 103.6 103.6 103.4

国内電気通信全体 88.3 88.2 89.3 89.8 89.5 88.4 87.9 87.9 87.0 86.9 85.6 86.9 86,8 86,6

電話 86.7 86.7 88.8 89.8 89.8 89,8 89.2 88.0 88.0 88.0 86.3 88.0 88.0 88.0

専用回線 90.4 90､4 90.4 90.4 85.8 72.4 72.4 72.7 72.7 72.7 72.7 74.1 74.1 74.1

携帯づ]俯瞰電話 83.2 80.4 74.8 71.3 69.3 66.2 62.8 61.0 59.0 57.3 50.7 47.8 45.1 40.8

無線呼出し 93.5 93.5 88.2 84.5 84.5 84.5 84.5 84.5 沌5 84.5 84.6 86.1 86.1 84.3

付加価値通信 93.7 93.7 93.7 93.7 93.7 93.2 93.2 93.2 93.2 93.2 93.2 94.3 94.2 94.2

第２－４－２図

　

国内電話、国内専用線の料金の低廉化
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９年度においては､携帯・自動車電話サービスの分野で大幅な値トげが実施された

　

また、

関東地域において、ＴＴＮｅｔが中継電話サービスを開始したぼか、ケーブルテレビ電話が問

始され、昭和60年の電気通信自由化以降初めて平日昼間３分10円を下回る市内通話料金が設

定された(第２－４－４表参照)。

第２－４－４表

　

９年度における主な通信料金の改定の状況（［罰内電気通信］

分野 事業者 実施年月 利用料金等改定の概要

電話 ﾀｲﾀｽ･］ﾐｭﾆｹｰｼﾖﾝｽﾞ

杉並ｹｰｸﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

TTNet

NTT

JT

DDI

TWJ

９年６月

９年７月

10年１月

10年２月

10年２月

ケーブルテレビ網を利用した電話サービス

・課金秒数を20秒単位（20秒で１円）とした課金システム

　（市内１分４円　３分10円）

ケーブルテレビ網を利用した電話サービス

・8.5円単位で課金（市内３分8.5円）

中継電話サービスの実施

・サービス概要

　ＮＴＴの加入電話間の通話及びＮＴＴ加入電話から

　ＴＴＮｅｔ直加入電話あての通話をＮＴＴの市内交換機

　からＴＴＮｅｔ網に接続し、中継するサービス

・通信料

　区城内３分９円（珊日昼間）

市外通話料の値下げ

・平日昼間の100km超及び土日祝日昼間、平目夜間及び

　深夜早朝の160km超の市外通話料金の値下げを実施

　110円→90円（平日昼間3分間）

通話料の値下げ

・全距離区分における通話料金の値下げを実施

　隣接及び20kmまでの距離区分の設定

　100km超　40円→20円（平日昼間3分間）

　　　　　　100円→90円（平日昼間3分間）

携帯・

自動車電話

NTT DOCOMo等、

IDO、セルラー8社、

東海デジタルホン、

関西デジタルホン、

ツーカーセルラー東海、

ツーカーホン関西、

デジタルツーカー6社

　(全28社)

東京デジタルホン、

ツーカーセルラー東京

９年６月

９年７月

基本使用料の値下げ

・NTTDOCOMoの例

　5,800円→4,900円（800MHzデジタル方式／プランA）

　4,500円→3,700円(1.5GHZデジタル方式／プランＡ）

NTT DOCOMo等、

ＩＤＯ、セルラー8社、

デジタルホン3社、

ツーカー3社、

デジタルツーカー6社

(全30社)

９年･8月 通話料の値下げ

・Ｎ丁丁加入電話発信一携帯・自動車電話着信の通話料

　値下げを実施

　230円→200円（平日昼間3分間）
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分野 事業者 実施年月 利用料金等改定の概要

携帯・

自動車電話

NTT DOCOMo等、

東海デジタルホン、

デジタルツーカー北陸

デジタルツーカー中国

デジタルツーカー四国

デジタルツーカー九州

IDO、セルラー7社（関

西セルラー以外）、

東京デジタルホン、

関西デジタルホン、

ツーカー3社、

デジタルツーカー北海道

デジタルツーカー東北

関西セルラー

９年10月

９年ｎ月

９年12月

通話料の値下げ

・携帯・自動車電話発信一NTr加入電話着信及び携帯・

　自動車電話発信一携帯・自動車電話着信の通話料値下

　げを実施

　NTTDOCOMoの例

　(携帯・自動車電話発信一ＮＴ杓口入電話着信)

　130円→nO円

　　(800MHzデジタル方式プランＡ、平日昼間3分間の県内)

通話料金体系の変更

　(NTT DOCOMo等9社、関西セルラー、東京デジタルホン)

・携帯・自動車電話への通話を自社等への通話(営業区

　域内・営業区域隣接県)とそれ以外の2区分に変更(デ

　ジタル方式)

・時間帯区分の変更

　　｢夜間･土日｣区分を｢平日昼間｣と｢上目｣の区分に変更

NTT DOCOMo等、

ＩＤＯ、セルラー8社、

デジタルホン3社、

ツーカーセルラー東京

ツーカーセルラー東海

デジタルツーカー6社

　(全29社)

ツーカーホン関西

９年12月

10年１月

通話料の値下げ

・携帯・自動車電話発信一NTT網活用型PHS着信の通話

　料値下げを実施

　NTT DOCOMoの例

　280円→150円（プランＡ、平日昼間3分間）

NTT DOCOMo等、

IDO、セルラー8社、

デジタルホン3社、

ツーカー3社

デジタルツーカー6社

　(全30社)

10年２月 通話料の値下げ

・NTr加入電話発信一携帯・自動車電話着信の通話料

　値下げを実施

　200円→180円（平日昼間3分間）

ぞＪ
>rJ

　

リ

　

ー
が
＝r=

平

忿

り

邱

･肩

ヶ辺

回

自

の

友!

況

国

留

で§a

信

IW

１９８



分野 事業者 実施年月 利用料金等改定の概要

PHS ＤＤＩポケット9社、

NTTパーソナル9社、

アステル10杜

９年12月 通話料の値下げ

・PHS宛信一携帯･自動車電話着信の通話料陵ドげを実施

　350円→180円（3分間料金、距離及び時間帯区分ない

ＤＤＩポケット9社 10年１月 PHSデータ通信向け料金の値下げ

・ポケッ|ヽMALの午前3時から午後5時までの料金の値下

　げを実施

　13円/分→10円ハy

ＮＴＦパーソナル9社 10年２月 32kbpsデータ通信料金定額プランの値下げ

　2,900円/月→1,900円/月

郵政省資料により作成

（2）国内電気通信料金の多様化

　

ＮＴＴの加入電話サービスにおいて、９年12月から、定額料を支払うことにより、「隣接

及び20kmまで」のＭＡ（単位料金区域）の通話料金について、同一一ＭＡ内通話と同様に昼間

夜間３分10円、深夜早朝４分10円とする「エリアプラス」サービスが、また、10年２月より

定額料を支払うことにより、市内通話料金について昼間夜間５分10円、深夜早朝７分10円と

する「タイムプラス」サービスがそれぞれ実施された。

　

また、ＪＴとＩＴＪとの合併に伴い、９年12月から、国内通話料金額と国際通話料金額を

合算して割り引く、国内・国際統合の選択料金サービスが設定された。

　

ＮＴＴのISDNサービス「ＩＮＳネット64」においては、９年７月から、利用期間中継

続して基本料に一定額を加算することで、新規契約時の施設設置負担金の支払いを要しない

［ＩＮＳネット64ライト］が開始された（第２－４－５表参照）。

　　　　

第２－４－５表

　

９年度における主な通信料金の多様化の状況（国内電気通信）

分野 事業者 実施年月 利用料金等の多様化の概要

電話 NTT

J T

９年12月

９年12月

選択的グループ料金制の実施(ｴﾘｱﾃﾗｽｻｰﾋﾞｽ)

・サービス概要

　定額料を支払うことにより、｢隣接及び20kmまで｣のMA

　(単位料金区間)の通話料金について、同一MA内通話と

　同様に昼間夜間３分10円、深夜早朝４分10円とする

選択割引サービスの導入

・サービス概要

　国内通話料金と国際通話料金を合算して割引を行う選

　択サービス

・｢割引内容]

　スーパーセイバー([司－･名族回線群割引)

　月額定額料50万円:25％割引

　月額定額料25万円:20％割引
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分野 事業者 実施年月 利用料金等の多様化の概要

携帯・

自動車電話

NTT DOCOMo等 ９年８月 新たな大口割引サービスの実施

・複数回線割引

・サービス概要

　同一名義かつ一括請求で、自己の業務に供する場合、

　通話料の総額に対して割り引く（プランＡのみ対象）

・割引の例

　定額料金／割引率／適用回線数ニ3,000円/10％/5回線

　以上、

　9,000円/15％/10回線以上

・包括回線割引

・サービス概要

　同一名義かつ一括請求で、「複数回線割引」の利用の

　条件に当てはまらない場合、通話料の総額に対して割

　り引く（プランＡのみ対象）

・割引の内容

　割引率／適用回線数:5％/50回線以上

　　円顔定額料金は不要だが、1回線につき2,000円の事務

　　手数料が必要）

デジタルホン3社 ９年９月 継続利用割引（基本使用料）の実施

・サービスの概要（東京及び関西デジタルホンの例）

　1年間の継続利用実績者に対して基本使用料を割り引く

　サービス

・提供条件

　継続利用期間（1年間）経過後：翌3か月の基本使用料無料

　3か月の基本使用料無料後　：基本使用料15％割引

NTT DOCOMo等 ９年12月 長得プランの導入

・サービス概要

　通話料を分単位で課金

・料金例（800MHzデジタル方式）

　基本使用料:4,900円（プランＡと同額）

　通話料（携帯・自動車電話発信－NTT｀加入電話着信）

　1分まで/1分から2分/2分以降1分ごと

　:40円/35円/25円（平日昼間）

I DO ９年12月 料金プランの新設（デジタル方式のみ）

　例：・コミコミプランＬ

　　基本料5,700円(2,700円の無料通話料を含む）

　　通話料20秒10円（曜日、時間帯、距離区分に関係なく

　　一律（PHS及びドコモ船舶電話への通話を除く））

２０１
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分野 事業者 実施年月 利用料金等の多様化の概要

PHS NTTパーソナル9社 ９年７月 長期契約割引の実施

・サービス概要

　長期契約削二対レ特定の1電番への通話を割り引くサー

　ビス

・割引率

　3か月超～1年以内/1年超～2年以内/2年超

　:5％/10％/20％

NTrパーソナル9社 ９年７月 低利用者プランの実施（プラン198)

・サービス概要

　従来の料金体系に比し、基本料金が安く通話料金が高い

　プランを設定

・料金等

　基本使用料／通話料:1,980円／通常の1.5倍

ＤＤＩポケット9社 ９年８月 短時間通話料金の導入

・特定の通信形態の場合における短時間料金を設定

　10円/10秒（距離区分及び時間帯区分ない

　10秒超の場合は通常のPHS通話料

ＮＴｒ網活用型アステル

5社

９年８月

(JT)

9年12月

(TwJ)

新長距離系接続データ通信サービスの実施（通称「つな

げ太郎」）

・サービス概要

　TwJ（デ｀一夕オンデマンド）とJT（インターアクセス0088

　及びＯＤＮ）のアクセスポイントまで提供するデータ通信

　サービス

・料金

　13円／分（距離及び時間帯区分なＵ

NTrパーソナル9社 10年２月 テレメトリングサービスの実施

・サービス概要

　各種被監視装置に設置した通信機能等を持つ端末機器と、

　別に設置する監視装置との間で、各種データ情報の送

　受を自動的に短時間で行うシステム

・料金

　基本使用料／通話料:980円／(発信) 32kbps通信料の2倍、

　(着信)通常料金

ＤＤＩポケット9社

ＮＴｒパーソナル9社，

アステル10社

10年１月

10年２月

PHSデータ通信向け料金の設定

・サービスの概要

　データ通信利用に係る料金の設定

・料金（DDIポケット9仕の例）

　曜日、時間帯の区別なく、現行通話料金の「深良一早朝」

　料金を適ｍする
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国際電気通信料金

（1）国際電気通信料金の低廉化

　

国際電気通信の価格の推移について、「物価指数月報丿目本銀行」における企業向けサー

ビス価格指数により概観すると、価格指数の総平均に比べ国際電気通信の価格は、過去数年

間にわたり継続的な低廉化か図られていることが分かる。
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企業向けサービス価格指数の推移([罰際電気通信]
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(年)

(２年平均＝100)

期 ２ ３１ 3H 3m 折 ４１ 4n 4Ⅲ 4IV ５１ 5U 5Ⅲ

総平均 100.0 101.6 102.9 103,6 103.7 103,9 105.0 105.0 105.0 104.9 105.4 105.1

国際電気通信全体 100.0 97.3 95.5 95.5 95.4 95.3 95.3 95.3 95.3 95.3 95,3 95.3

国際電話 100.0 96.7 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6 94.6

国際専用回線 100.0 100.0 100.0 100.0 98.3 97.4 97.4 97.4 97.4 97.4 97.4 97.4

開票テレックス 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

期 5IV ６Ｔ 6n 6Ⅲ 6IV ７１ 7n 7m 冷 ８１ 8H 8Ⅲ

総平均 104.6 104.6 104.3 103.7 103.3 103.1 103.0 102.8 102.4 102.2 102.2 102.0

旧摩電気通信全体 93.9 93.9 93.9 93.9 92.6 90.0 89.9 89.9 86.8 84.9 84.9 84.9

開示電話 93.0 93.0 93.0 93.0 91.7 89.1 89.1 89,1 85,4 83.2 83.2 83.2

国際専用回線 97.4 97.4 97.4 97.4 95.1 89.7 88.1 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5

国際テレックス 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

期 8IV ９１ 9H 9m 9!V

総平均 101.8 101.9 103.6 103.6 103.4

国際電気通信全体 82.6 81.2 81.2 81.2 81.2

国際電話 80.5 78.9 78.9 78.9 78.9

国際専用回線 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5

囲原テレックス 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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２年の価格指数の総平均を100とすると、９年10～12月平均においては、総平均は103.4で

あり、3.4ポイント上昇しているのに対して、国際電気通信の指数は81.2であり、18.8ポイン

ト低トしている｡特に、国際電話Ｏ年10～12月平均の指数78.9)の指数が大きく低下してい

る(第２一４－６図参照)

　

これを、日本と米田間の電話料金について、昭和60年４月の電気通信自由化時の料金と比

較すると、大幅な低廉化が見られる(第２一斗－７図参照)。

　　　

第２－４－７図

　

日米間の国際電話料金の低廉化

　　　　　　　　　　

(国際自動ダイヤル通話)

(円)

　

Ｏ分間、昼間)

1,600

1,200

800

400

０

昭和60.4.1

ＫＤＤ料金

郵政省資料により作成

（10春）インターネット電話

　　　　　　　

9.8.27

　

９年度においては、国際フレームリレーサービスの加入ポート料の値下げやインターネッ

トゲートウェイサービスの通信料等の値‾トげが実施されている（第２－４－８表参照）。

第２－４－８表

　

９年度における主な通信料金の改定の状況（国際電気通信）

分野 事業者 実施年月 利用料金等改定の概要

国際ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ KDD ９年10月 フレームリレーサービスの料金値下げ

・（例)64kbps

　加入ポート料

　240,000円→180,000円

　国際論理リンク料（ゾーン１　アジア地方）

　　40,000円→36,000円

国際ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ KDD ９年10月 インターネットゲートウェイサービスの通借料の値下げ

・（例)64kbps

　334,000円→150,000円

郵政省口料により什成



(2)国際電気通信料金の多様化

　

企業活動のグローバル化、個人レベルでの国際交流の深化等、社会の様々な分野における

関原化の進展に伴い、国際電気通信サービスのアプリケーションの多様化及びその料金の多

様化に対する利用者のニーズの高まりを背景として、近年、国際電気通信料金の多様化が拡

大している。

　

９年度においても、企業等の高額利用者を対象とした国際ＩＳＤＮサービスにおいて、毎

月の基本料金を支払うことにより、通信時間に応じて割引を行うという選択的割引サービス

等が設定された(第２－４－９表参照)。

第２－４－９表

　

９年度における主な通信料金の多様化の状況（国際電気通信）

分野 事業者 実施年月 利用料金等改定の概要

国際電話 KDD

I DC

J T

９年10月

９年11月

９年12月

選択的料金割引サービスの導入

・怯本科を支払うことにより深夜割引時間帯を拡大すると

ともに、他の選択的料金割引サービスと組み合わせること

で、割引率の拡大を行う

選択的料金割引サービスの改定

・既存の選択的料金割引サービスにおいて、基本料金は

　そのままで夜間割引時間帯を拡大するとともに、割引

　率の拡大を行う

国際ISDN KDD

J T

I DC

９年７月

９年８月

選択的料金割引サービスの導入

・基本料を支払うことにより、通信時間に応じて段階的

　に通信料金を５％から最大30％まで割り引く

選択的料金割引サービスの導入

・基本料を支払うことにより、通信時間に応じて段階的

　に通信料金を５％から最大30％まで割り引く

郵政省資料により作成
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電気通信料金の内外価格差

　

国内電話、国内専用線、携帯・自動車電話及びインターネットのサービス料金について、

９年６月の郵政省の調査に基づき、東京、ニューヨーク、ロンドン、パリ及びデュッセルド

ルフの五都市において比較を行った結果は次のとおりである。

(1)国内電話料金

　

ＯＥＣＤの利用モデルによれば、住宅用、事務用ともに東京が最も高く、以下デュッセル

ドルフ、パリの順に安くなっている。割引料金は住宅用ではニューヨークが、事務用ではロ

ンドンが一番安くなっている。東京が高い理由は、住宅用国内電話料金の例で見ると、標準

料金の市内通話料金で一番安い水準にあるものの、基本料では一番高く、一番安いパリの約

２倍の水準であること、また、加入時一時金も一番安いパリの13倍以上となっているためで

ある(第2－4－10図参照)。

巾住宅用

　

[通常料金]
60

45

30

15

０

第2－4－10図

　

国内電話料金の内外価格差

(年額：千円)

７;　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ９
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37　　　3り

-

東京

　

ﾆｭｰﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　

ﾊ丿

　

ﾃレｾﾙﾄﾞﾙﾌ

(2)事務用

　　

〔通常料金〕
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0

(年額：千円)

東京

　

ﾆJ-ﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ｙリ

　

テｙ川し14ﾌ
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〔割引料金〕
(年額：千円)
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東京

　

二Ｊ-ﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ﾊ丿

　

ﾃﾐ1ﾂｾﾙμﾌ

注１）東京はテレチョイス10

　

2）ニューヨークはＡＴ＆ＴOne Rate

　

3）ロンドンはpremierline

　

4）ノ川及びデュッセルドルフはモデル計算で

　　　

適用できる割引サービスなし

〔割引料金〕
(年額：千円)

　

東京

　

ﾆｭｰﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ﾊ丿

　

ﾃｼｾﾙﾄﾞﾙﾌ

注川東京はテレチョイス15

　

2）ニューヨークはsmallbusinessadvantage

　

3）ロンドンはBusinessChoice Levell

　

4）パリ及びデュッセルドルフはモデル計算で

　　　

適用できる割引サービスなし
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加人時一時金
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汗）加入時に必要となる最低限の料貨

巾内通話料金

(円)

　

東京

　

ﾆｭｰﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ｙリ

　

テ丿ｾ呼･J口

注口 ＮＴＴの区域内通話料金との比較（平目昼問丿分）

　

２）ニューヨークについては、ＮＹＮＥＸの１通

　　　

話あたりの料金

　

３）市内通話料金の対象区域の人きさについて

　　　

は、各都巾毎に異なる

郵政省資料により作成
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註）ＮＴＴの庄しH卜4級同の川細坊本料との

　　

比較

長距離通話料金

(円)

　

東京

　

ﾆｭｰﾖｰｸ

　

ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ん‘リ

　

テ丿悩ドり

江川

　

ＮＴＴの殼遠距離拝金と各国の最遠距離

　　　

料金との比較（寸日昼間卜分）

　

２）ニューヨークについては、ＡＴ＆Ｔの料金

(2)国内専用線料金

　

アナログ(音声級)専用線については通常料金、割引料金ともニューヨーク、パリが最も

高く、ロンドンが一番安く、東京は平均的な料金水準といえる。一方、高速デジタル専用線

については、通常料金、割引料金とも、東京は64kbpsではデュッセルドルフに次いで高く、

1.5Mbpsでは一番高くなっている。なお、東京は、高速デジタル専用線の割引料金の割引率

について見ると、64kbpsではｰ番高く、1.5Mbpsではロンドンの次に低くなっている(第

2－4－11図参照)。

　

●-

ぷ

　

j

j~a-
咄」

iiii

自

習

包

の

ｰ･
』

β』

３

電
気
通
信
料
金
の
内
外
価
格
差

２０９



ぞEi

jr」

リ

一

万

∽j“=

平

忿

リ

ミー
そ

旧

記1

辿

巴

の

沼

況

３

電
気
通
信
料
金
の
内
外
価
格
差

２１０

巾アナロブづ斤声級)

　　

〔通常料金〕
100

50

０

第2-4-11図

　

国内専用線料金の内外価格差

(j)額:10‾万円)
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②デジタル64kbps

　

〔通常料金〕
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(2)デジタル1.5Mbps

　

〔通常料金〕
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引ﾃﾚｾﾙりﾌ

訓ATM専川Singleクラス（タイプ1バ2Mbps)

　　　　　　　　　　　　　

（9よ1から導入）

郵政省資料により作成
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〔割引料金〕
(月額:10万円)
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注１）東京、ニューヨーク、パリ及びデュッセ

　　　

ルドルフはモデル計算で適用できる割引

　　　

サービスなし

　

２）ロンドンは５年契約

〔割引料金〕
(月額:10万円)

　

東京
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ﾛﾝﾄﾞﾝ
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ﾃﾐlﾂｾﾙﾄﾞり

注川東京は６年契約十デジタルアクセス64

　

2）ニューヨークは10年契約

　

３）ロンドン及びパリは５年契約

　

４）デュッセルドルフは４年契約

〔割引料金〕
(月額:10万円)

　　　

ATM専用

　

｀ヽ束京一ﾉ

　

ﾆｭｰﾖｰｸﾛﾝﾄﾞﾝ

　

㈲ﾃｼｾﾙﾄﾞﾙﾌ

汁り収京はエコノミークラス、ＡＴＭ専用は

　　　

６年･契約

　

丿ニューヨークは10年契約

　

３）ロンドンは５年契約

　

４）ノ川は５年契約

　

５）デュッセルドルフは７年契約

(3)携帯･自動車電話料金

　

アナログ方式はパリが、デジタル方式はデュッセルドルフが一番高い。東京はいずれも二

番目であるが、他の四か国とほぼ同水準にあり、平均的水準といえる。個別の料金を比較す

ると、加入一時金については、アナログ方式、デジタル方式ともに東京はニューヨークに次

いで安い、基本料については、アナログ方式はパリに次いで高く、デジタル方式は最も高い。

また、通話料についてはアナログ方式、デジタル方式ともに東京は平均的である(第2－

4 －12図参照)、



山アナログ方式
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第2－4－12図

　

携帯・自動車電話料金の内外価格差
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注∩東京はＮＴｒ侈動通信網の800MHzアナログ方代

　　　

プランＡ

　

２）ニューヨークはEZ-Ｍａｘ＋60

　

3）ロンドンはBusiness Call
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5）デュッセルドルフはＣ汀L
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□標準プラン

　　　　　　　　　　　

ロローコールブラン

注目ニューヨーク及びロンドンのローコールは

　　　

15分問の通話料込みの料公

（2）デジタル方式
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□標準プラン

　　　　　　　　　　

ロローコールブラン
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ﾛﾝﾄﾞﾝ

　　

ﾊI丿

　

ﾃ1ﾂｾﾙﾄﾞJ口

　　　　　

□標準プラン

　　　　　

ロローコールプラン

汁り東京の際岬は9.6.1から4,900円に値下げ

　

リ東京のローコールは9.6.1から3,600円に値トげ

　

りニューヨークは60分間の通話料込みの料金

郵政省資料により作成
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□標準プラン

　　　　　　　　　　　　

ロローコールプラン

汁１）川口汗川」3分の料金

　

2）qで京のローコールは9.6.1から195円に値下げ

　

りニューヨークは|皿d line chargeとして5セント／

　　　

分か加算されている

(4)インターネット料金

　

デュッセルドルフが一一番高く、東京は二番目に高い水準にある。この理由を利用料金の内

訳で見ると、インターネット・サービス・プロバイダ｀に支払うインターネット・アクセス料

金については、東京は平均的であるが、通信料金はデュッセルドルフに次いで高い水準であ

る。なお、ニューヨークの電話料金は時間制限のない一通話ごとの料金であるため、最も安

くなっている(第2－4－13図参照)。
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インターネット料金の内外価格差
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ロンドン

汁)屯京以外のインターネーバヽサービスは次のとおり
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放送料金

　

地上放送及び衛星放送における料金体系については、次のとおりである(第2一斗－14表

参照)。

　　　　　　　　　　　　　　

第2－4－14表

　

放送の料金体系

放送の種類 社数等 区分 料金水準（受信料又は視聴料）

地上

放送

テレビジョン放送 NHK 受信料 L395円／月（註１）

民放(126社) 無料

テレビジョンデータ多重放送 22社 一部有料 300～80,000円／月（注２）

中波（ＡＭ）放送 47社 無料

超短波（ＦＭ）放送 125社 無料

超短波（ＦＭ）文字多重放送 39社 一部有料 1,000～30,000円／月

短波放送 １社 無料

衛星

放送

ＢＳ放送

テレビジョン放送 NHK 受信料 2,340円／月（注１）

１社 有料 2,000円／月

音声多重放送 １社１番組 有料 600円／月

データ多重放送 １社１番組 無料

ハイビジョン放送 ８社（注３） 無料

ＣＳアナログ放送

標準テレビジョン放送 ８社９番組 有料 300～1,800円（注４）

ＰＣＭ音声放送 １社17番組 有料 600～800円（注４）

データ放送 １社１番組 無料

ＣＳデジタル放送

標準テレビジョン放送 63社181番組 有料（注５）300～242,000円（注４）

12社15番組 無料

超短波（ＦＭ）放送 ５社133番組 有料 200～1,200円（注４）

３社３番組 無料

データ放送 ２社37番組 無料

郵政省資料により作成

（注１）地上放送についてはカラー契約、ＢＳ放送については衛星カラー契約

　

ともに訪問集金の場合

（注２）視聴料のほか、加入金が必要な社もある、

（注３）曜日別免許７社、期間限定免許１社。

（注４）視聴料のほか、加人金及び基本料が必要な社もある｡

（注５）２社は無粁放送も提供、

　

ＮＨＫのテレビジョン放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、放送法に基

づきＮＨＫと受信契約を結ぶこととなっている。

　

ＪＳＢによるＢＳテレビジョン放送は有料

放送となっているほか、地上テレビジョンデータ多重放送及び超短波(ＦＭ)文字多重放送

も特定の一部の番組については有料放送となっている。

　

一方、ＣＳ放送においても、一番組若しくは複数番組のセットごとに有料放送となっている。

　

また、ＢＳ放送におけるデータ多重放送及びＣＳ放送におけるデータ放送については無料放

送となっているほか､ＣＳデジタル放送における情報提供番組等では無料放送が行われている。

　

ＣＳ放送における番組ごとの料金水準については、ニュース番組、情報番組等の視聴料が

相対的に低い一方、映画番組、各種講座番組等が高くなっている。
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郵便料金

　

郵便料金について、｢消費者物価指数年報｣(総務庁)における価格指数を用いて、昭和56

年を100とした指数を他の公共料金と比較すると、５年までは公共料金サービスの平均より

低く推移していたが、引トの料金改定を経て、８年ではおおむね公共料金サービスの平均に

位置している(第2－4－15図参照)。

　　　　　　　　　　　　

第2－4－15図

　

公共料金(指数)の推移

(指数)
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（総務庁）により作成

　　　

(年)

(昭和56年平均=100)

56 57 58 59 60 61 62 63

郵便料 100.0 105.1 104,8 104.5 104.5 104.5 104.5 104.5

電気代 100.0 100.5 100.5 100.5 100.5 95.5 88.8 86.7

ガス代 100.0 100,4 100.7 101.0 101.1 96.7 89.9 87.9

水道料 100.0 114.3 117.4 124.4 129.2 131.6 132.9 135.1

バス代 100.0 110,5 116.1 121.7 128.9 134.3 138.0 139.8

国立大学授業料 100.0 111.1 123.2 131.3 143.8 153.0 164.1 175.0

公営家賃 100.0 106.0 113.0 121.4 127.4 131.3 135.8 140.5
公銕ｻｰﾋﾞｽ料金 100.0 104.5 106.4 110.3 114.8 117.4 119.8 120.3

-･

‾疋 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

郵便料 106.8 107,5 107.5 107.7 108.8 130.8 132.8 132.8
電気代 84.7 83.8 83.8 83.8 83.6 82.5 82.3 79.9
ガス代 88.4 90.5 94.2 94.5 94.7 93.8 94.1 94.9
水道料 138.6 140.4 141.6 143,7 148.5 154.5 158.3 162.9
バス代 145.4 150.4 152.5 158.3 161.2 166.5 169.3 171.0
国立大学授業料 186.7 201.6 213.5 226.4 237.5 250.6 261.5 273.0
公営家賃 148.0 152.9 155.5 159.6 164.8 170.2 175.4 179.8
公共ｻ士ｽ料金 122.5 125.0 125.9 127.8 128.9 129.4 132.1 134.1

　

また、９年４月から、消費税率が３％から５％(地方消費税を含む。)に改定されたが、国

民の利便等を考慮して、新郵便番号制導人等の経営努力によって拝金を据え置くこととによ

り、実質的に消費税率改定分相当額の郵便料金の引ﾄﾞげを行った。

　

なお、郵政省が９年度に実施した郵便制度・料金の改善は、次のとおりである(第2一

寸－16表参照ト



第2－4－16表

　

９年度に実施された主な料金改善の状況

サービス

(開始年月)

改　善　前 改　善　後

第一種・第二種郵便物

の料金割引制度

　（９年７月）

①同一差出人に眼る

ｱ)形状・重量ニ１種類

ｲ)差出進数:2,000進以上

①差出人が同一の場合

ｱ)形状・重量：６種類まで

ｲ)差出通数:2,000通以上

②差出人が複数(６人まで)の場合

ｱ)形状・重量：６種類まで

ｲ)差出通数

＜広告郵便物＞

　総数10万通未満のとき

　　１人2,000通以上１万通未満

　総数10万通以上のとき

　　１人2,000通以上５万通未満

＜利用者区分郵便物＞

　総数５万通未満のとき

　　１人500通以上１万通未満

　総数シ万通以上10万通未満のとき

　　１人500通以上５万通未満

　総数10万通以上のとき

　　１人500通以上10万通未満

ｳ)料金の割引

　次の式により算出した額をそれぞれの

　差出人の料金から割引

　　　　　　　　　　　　個々の差出人の料金Σ個々の差出人の料金×以下の呼×　　全体の料金
＜広告郵便物＞

　16～31％(往復葉書:8～15.5%)

＜利用者区分郵便物＞

　1～15％(往復葉書:0.5～7.5%)

国際エクスプレスメー

ル（ＥＭＳ）

　（９年８月）

②料金減額制度

ｱ)割引の減額率

　5～15％

ｨ)同時差出割引条件

　１[回]ごとの最低個数:20個

①料金設定

・平均15.9%の引下げ

・6kg以上は1kgごとに重量区分を設定

②料金減額制度

ｧ)割引の減額率

　10～23％

ｨ)同時差出割引条件

　１回ごとの最低個数:10個

航空優先扱い大量印刷

物への特別料金（Ｄメ

ール）

　（９年８月）

○差出条件

・最高重量250g

・形状・重量が同一

○差出条件

・最高市量500g

・名あて地帯別に重量区分別通数を提出

　する場合、形状・重量が同一でなくて

　も可

航空非優先扱い大量印

刷物への特別料金（Ｐ

メール）

　（９年８月）

①料金算出方法

　１通ごとの重量により算出

②差出条件

　最高重量1kg

①料金算出方法

　通数と総重量により算出

②差出条件

　最高重量5 kg

沖縄発着の一般小包料

金

　（９年12月）

○地帯区分(2kgまで）

　第一地帯　(610円）：沖縄県

　第二地帯　（710円）：なし

　第三地帯　（820円）：九州

　第四地帯（!,020円）：その他

○地帯区分(2kgまで）

　第一地帯　（610円）：沖縄県・九州

　第二地帯　(710円）：中国・四国

　第三地帯　（820円）：近畿

　第［･じ|地帯（!,020円）：その他
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サービス

(開始年月)

改　善　前 改　善　後

定形外郵便物の料金

　（９年12月）

土佐形外郵便物

　↓kgまでの料金:5段階、130～700円

②市内特別郵便物（定形外郵便物）

　250gまで3段階、105～220円（基本料金）

①定形外郵便物

　1kgまでの料金:9段階、120～700円

②市内特別郵便物（定形外郵便物）

　250gまで6段階、100～220円（基本料金）

第三種郵便物の料金減

額制度

　（９年12月）

○拠点局差出割引

　拠点局へ5,000通以上の差出しで４％

○区分割引の追加

　　2,000通以上で3％

　　10,000通以上で5％

　　50,000通以上で6％

　100,000通以上で７％

　　(拠点局差出割引との併用可)

カタログ小包

　（９年12月）

①最低差出個数条件

　同時に1,000個以上かつ月間10,000個以上

②月間割引の対象個数

　月間50万個以上

①最低差出個数条件

　同時に1,000個以上

②月間割引の対象個数

　月間10万個以上

③重量区分

　150gを超え200gまで及び250gを超え

　300gまでの重量区分を新設

書籍小包

　（９年12月）

①料金設定

　250gまでの料金：２段階、210～240円

①料金設定

　250gまでの料金：２段階、180～240円

②料金割引制度の追加

　同一都道府県内発着の場合、割引率５

　％加算

バーコード付郵便物の

料金割引

　(10年２月)

一定の定形郵便物に所定のバーコードを

記載した場合の割引

①バーコード付郵便物

ｱ)差出人：６人まで

ｲ)形状・重量：６種類まで

ｳ)差出通数

　・同一差出人:1,000通以上

　・複数差出人：１人200通以上、かつ、

　　　　　　　　　総数1,000通以上

ｴ)割引

　・同一差出人：５％(往復葉書:2.5%)

　・複数差出人：次の式により算出した

　　　　　　　　　額をそれぞれの差出人

　　　　　　　　　の料金額から減額

　Σ個々の差出人の料金×4%X　個々の差出人の料金
　　　　　　　　　　　　　　全休の料金

②広告郵便物・利用者区分郵便物

ぺ

　を適用

③市内特別郵便物

・50～72円
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１

第５節

　

電波利用の動向

無線局数及び利用分野

(1)無線局数

　

８年度末現在の無線局数(ＰＨＳ、コードレス電話、市民ラジオ等の免許を要しない無線

局剖除く。)は、約2,921万局(対前年度未比68.7%増)である。

　

８年度の無線局数の増加は、７年度と同様、携帯・自動車電話加人局の大幅な増加(同

104.6%増)によるものである(第２－う－１図参照)。

　　　　　　　　　　　　　　

第２－５－１[ｌ]無線局数の推移
汗局）
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８

(年度柏

(単位：丁･局)

年度末 61 62 63 一疋 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

陸上移動局 1,066 1,197 1,452 1,916 2,581 3,497 4,098 5,051 7,770 14,192 25,975

携帯・自動車電話加入局 95 151 243 490 868 1,378 1,713 2,131 4,331 10,204 20,877

ＭＣＡ無線 112 159 235 338 460 569 659 741 819 880 853

その他 859 887 974 1,088 !,252 1,550 1,726 2,179 2,620 3,108 4,245

パーソナル無線局 2,038 2,164 2,268 2,321 2,410 2,473 2,506 1,641 1,325 1,173 1,102

アマチュア無線同 749 825 917 1,027 1,101 1,203 1,283 !,326 1,364 1,350 に96

その他の無線局 303 295 318 347 376 401 406 374 375 601 838

総　　計 4,156 4,481 4,955 5.611 6,468 7,574 8､293 8,392 10,834 17川６ 29,211

２１７
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(2)利用分野

　

８年度未現在の利用分野別無線局数は、移動通信用無線局が93.3%であり、以下、アマチ

ュア無線㈹4.4％、パーソナル無線局1.3%、固定局、実験局、レーダー等が0.9％となってい

る卜移動通信用無線局のうち電気通信事業用の利川が最も多く(:全体に対して83.3%)、陸上

移動局のうち携帯・自動弔電話加入局が占める割合は、71.5%である(第２－５－２図参照)。

　　　　　　　　　　　　　

第２－５－２図

　

利用分野別無線局数

C免､作を要しないＰＨＳ、コードレス電話.lb民ラジオ等の無線同を除く

　

）
（８年度木現在）

　

郵政省資料により作成

※１

　

その他の某務川無線：製造販売、ヒ木建設、放送事業、金触保険、農業等

ま２

　

侈動通f計［］：培地同、携帯基地り、無線呼出Ｕ、陸上移動中継局、構内無線局、陸|こ移動局、携帯局、簡易

　　　　　　　　　

無線同、海岸り、船舶局、航空口、航空機同、海片地球り、船舶地球同、航空地球局、航空機

　　　　　　　　　

地球Ｕ、球地地球り、陸L侈動地球局

※３

　

放送㈹数

　　　

８年度木現在の放送り数（中継㈹数を含む）は。地上系が4万300局（対前年度柏七1.5%増）、衛星系が35局（同

　　　

12.9%川）で、今計4万355局であった

　

二の内訳は、ＮＨＫか1万8,236)..j(|ii)0.1%増）、放送大才学園が5局（同

　　　

増減ない、民間放送か2万2,094U {同2.8%川）となっている。

２

　

無線従事者

　

無線従事者の資格は、総合、海|こ、航空、陸上及びアマチュアの利用分野区分を基本とし

て23の資格がある(資料1 －44参照)。

　

無線従礼者は、９年度末現在507万3,577 f,である(資料1 －39参照)。



３

　

重要無線通信妨害

　

重要無線通信妨害申告件数は、８年度においては、耶O件であった

　

これを川途別に兄る

と、消防159件(全体の34.6%)、航で空関係92件(同20.0％)が多い。

　

消防及び航空関係の妨害申告数が他に比べて多い理由の

　

つとして、不法アマチュア局に

より多数発射される電波の周波数が、これらの無線通信の周波数と重なっている二とか挙げ

られる(第２－５－３図参照)。
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重要無線通信妨害申告件数の推移
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(年度)
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ロその他

口鉄

　

道

口官公庁

口防災行政

口防

　

偉I

ロ消

　

防

口賢

　

察

口海ll関係

口航空関係

口放送業務

口電気通信業務

(単位：件)

＞≪ 62 63 几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

電気通信業務 10 10 28 20 12 17 ８ 20 16 40

放送業務 13 13 18 23 17 16 16 23 18 17

航空関係 90 106 93 146 169 164 75 87 88 92

海上関係 62 51 63 76 68 63 49 60 76 74

警　　察 ７ ７ ４ 10 ２ ２ ５ ６ ２ ５

消　　防 82 98 161 161 183 161 142 142 153 159

防　　偉J ４ ４ 18 ０ ４ ５ ２ ６ ４ ４

防災行政 27 42 25 15 31 32 32 19 34 13

官公庁 ２ ３ 18 12 18 12 16 16 ５ ７
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第６節

　

情報流通センサス

１

情報量の計量

　

流通する情報の定量的な分析として、郵政省では「情報流通センサス」を昭和49年度以降

毎年実施している。

　

目吉報流通センサス］では郵便、電話、テレビ放送等、多様なメディアを通じて流通する

↑青報を共通の尺度を用いて計量している。この計量にあたっては、日本語の１語に相当する

「ワード」を用いている。「情報流通センサス」では、原発信情報量、発信情報量、選択可能

情報量、消費可能情報量、消費情報量という情報流通量の概念を設定レこれらについて、

それぞれ計量を行っている（第２－６－１表参照）。ここでは９年度に実施した調査結果に基

づき、情報化の現況を概観する。なお、計量対象メディア巾5）として、今年度から、新たに

第２－６－１表

　

情報流通量の計量概念

電気通信系 輸送系 空間系

電話、データ通

信等のパーソナ

ルメディア

テレビ、ラジオ

放送等のマスメ

ディア

郵便等のパーソ

ナルメディア

新聞、雑誌、音

楽ソフト等のマ

スメディア

対話、学校教育

等のパーソナル

メディア

映画、スポーツ

観戦等のマスメ

ディア

原発信

情報量

電話で発信者が

話した情報量

新たに放送され

た放送番組の情

報量

送られた郵便の

情報量

新聞、雑誌の原

稿の但1報量

ＣＤ等の原盤の

情報ほ

対話、学校教育

で話し于（先

生）が話した情

報量

初公開された映

画作品の情報量

発　信

情報量

電話で発信者が

話した情報量

　(＝原発信情報

量)

放送局から放送

された全番組の

↑MI報量

送られた郵便の

情報量（＝原発

ぽ|吉報量）

印刷・プレスさ

れて出回った新

聞・雑誌・CD

等の全情報量

対話、学校教育

で話し于（先

生）が話した情

報量（＝原発信

情報量）

全国の映画館で

上映された映画

の全情報量

選択可能

　情報量

電話で発信者が

話した情報量

　(＝原

全国のテレビ・

ラジオで視聴可

能な放送番組の

情報量

送られた郵便の

情報量（＝原発

信情報量）

印刷・プレスさ

れて出回った新

聞・雑誌・CD

等の全情報量

対話、学校教育

で話し于（先

生）が話した情

報量の聞き于

　（生徒）の人数

分の総和

全国の映画館で

上映された映画

の情報量の全収

容人領分の総和

消費可能

　情報量

電話で発信者が

話した情報量

　(＝原発信情報

量)

全国のテレビ・

ラジオで同時に

視聴可能な放送

番組の情報量

送られた郵便の

情報量（＝原発

信情報量）

印刷・プレスさ

れて出回った新

聞・雑誌・CD

等の全情報量

対話、学校教育

で話し于（先

生）が話した情

報量の聞き手

　（生徒）の人数

分の総和

全国の映画館で

上映された映画

の情報量の全収

容人員分の総和

消　費

情報量

電話で受信者か

受け取つ

視聴者が実際に

視聴した放送番

組の情報冠

受け収つだ郵便

の情恒星

実際に新聞・雑

誌を読んだ情報

量

ＣＤ等を聴いた

情報は

対話、学校教育

で聞き手（生

徒）が見聞きし

て得た情報量の

総和

映画館の入場者

が実際に見た映

画の情報量の総

和　゜
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ＣＳデジタルテレビ放送、ＦＭ文字多重放送、ＤＶＤソフトを追加した（８年度の原発儒情

報量、発信情報量、選択可能情報量、消費可能情報量、消費情報量については第ご－6－Lﾋﾞ

表を参照）。

第２－６－２表

　

情報流通センサス調査結果の概要（８年度分）

　全メディア

〔対前年度比％〕

　(61年度比)

　電気通信系

〔対前年度比％〕

　(61年度比)

　　輸送系

〔対前年度比％〕

　(61年度比)

　　空間系

〔対前年度比％〕

　(61年度比)

原　　発　　信

情　　報　　量

1.32×1016ﾜｰﾄﾞ

　　[29.0]

　　(4.23倍)

1.08×10勺千

　　[37.9]

　(12.37倍)

5.75×1013ﾜｰﾄﾞ

　　[2.7]

　　(2.29倍)

2.34×1015ﾜｰﾄﾞ

　　[－0.1]

　　(1.0唯)

発　　　　　信

情　　報　　量

1加×1016ﾜ千｀

　　[23絹

　　(3.11倍)

1.08×1016ヮ刊ご

　　　[37.8]

　　(12.34倍)

3.22×1015ﾜｰﾄﾞ

　　　[5.2]

　　(1.49倍)

2.35×1015ワード

　　ト0.1]

　　(1.06㈲

選　択　可　能

情　　報　　量

4.32×1017ﾜｰﾄﾞ

　　[10.0]

　　(2.05倍)

4.19×1017ﾜｰﾄﾞ

　　[10.3]

　　(2.10倍)

3.06×1015ﾜｰﾄﾞ

　　　[4.9]

　　(1.49倍)

9.64×10勺刊√

　　[-0.3]

　　(0.99倍)

消　費　可　能

情　　報　　量

8.46×1016ﾜｰﾄﾞ

　　　[7.3]

　　(1.75㈲

7.19×1016ﾜｰﾄﾞ

　　[8.5]

　　(1.97倍)

3.06×1015ﾜｰﾄﾞ

　　[4.9]

　(1訥倍)

9.64×101何千｀

　　[－0.3]

　　(0.99倍)

消　　　　　費

情　　報　　量

2.59×10'"ﾜｰﾄﾞ

　　[12.1]

　　(1.85倍)

1.83×1016ﾜｰﾄﾞ

　　[17.2]

　　(2.55倍)

1.28×1015ﾜｰﾄﾞ

　　[11.0]

　　(2.07倍)

6.38×10勺千

　ト0.2]

　(1.0m)

情　　　　　報

ストック量

1.29×10ヤトド

　　[5.3]

　　(1.49倍)

2.36×1014ﾜづ｀｀

　　[20.5]

　　(3.87倍)

1.06×1015ﾜｰﾄﾞ

　　[2.4]

　　(1.31倍)

5.36×101oﾜｰﾄﾞ

　　[-0.5]

　　(1.02倍)
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情報の作成･発信

原発信情報鼠

1.32×1016ワード

消費可能情報以

8.46×1016ワード

＼

　

消費情報服
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全国の情報流通の動向

(1)情報流通の推移

　

ア

　

情報流通量の概要

　

(ア)概要

　

８年度の各情報流通量について、昭和61年度を基準として指数化レ10年間の推移を見る

と、原発信情報量、発信情報量の伸びが大きく、それぞれ昭和61年度の4.23倍、3.11倍とな

っている。昭和61年度からの10年間の年平均伸び率は、原発信情報量が15.5%、発信情報量

が12.0%、選択可能情報量が7.4%、消費可能情報量が5.7%、消費情報量が6.3%であり、全

情報量とも、同期間の実質ＧＤＰの伸び(年平均3.1%)を上回っている。

　

最近の伸びで注目すべきは、消費情報量の推移で、７年度以降、消費可能情報量を上回っ

ているｴこのような急激な増加傾向は、原発信情報量や発信情報量にも見られる。これは、

原発信から消費まで情報量に変化のない電気通信系パーソナルメディア、特にデータ伝送等

の伝送容量の大きいメディアが、インターネヽツト等ネットワーク化の進展により急増してい

ることが要囚である(第２－６－３図参照卜

　　　　　　　　　　　　　　　

第２－６－３図

　

情報流通量等の推移

(指数)

　

450

400

350

300

250

200

150

100

50

61 62 63

郵政省資料によ０作成

‾几
２ ４ ５

(日計口61年度＝100)

６ ７

　　

８

(年度)

(昭和61年度＝100)

年度 61 62 63 几
ワ
－ ３ ４ ５ ６ ７ ８

原発f，情俗説 100.0 124.3 144.8 163.4 185.8 199.6 212.2 227.7 252,3 328.1 423.2

剔言情報以 100.0 !16.7 132.5 147.3 163.7 174.1 180.5 189.5 204.7 251.6 310.9

選択可能情報服 100.0 109.0 121.6 129.7 140.1 149.5 156.8 165.6 173.2 185.9 204,5

消費可能情報服 100.0 108.0 !17.1 123,7 131.5 138.8 144.4 149.3 151.8 163.0 174.9

消悍|青報以 100.0 105.6 111.9 119.4 125,4 129.5 132.3 137.5 143.1 164.9 184.8

実質川内往生産 100.0 105.0 111.3 116.5 122.7 126.4 127.2 127.7 128.4 131.0 135.1

総大円 100.0 100.5 100.9 101.3 101.6 101.9 102.3 102.5 102.8 103.2 103.4



　

(イ)メディア構成

　

各情報量のメディア構成を兄ると、すべての情報量において電気通信系の割合が晨も高く

なっている。

　

発信情報凱では、電気通信系の割合は、令体の66.0％を占めており、次いで新聞、雑誌等

輸送系の割合が19.7%と高くなっている。メディア別では、電気通信系の専川サービスのデ

ー列云送が全体の61.7%、次いで、空問系の対話(同13.2%)､輸送系の新聞(同13.1％)の順と

なっている。原発信情報量と比較すると、新聞・折誌等の印刷されて流通する輸送系のマス

メディアのシェアが高いことが特徴である。

　

選択可能情報量では、電気通信系の割合が全体の97.1%と圧倒的に高くなっている、中で

も地上テレビ放送(全体の42.8%)､ケーブルテレビ放送(同37.6%)､ＡＭラジオ放送([司6.9%]

等、放送メディアの割合が高い。ケーブルテレビ放送については、多チャンネル型ケーブル

テレビの普及により、近年割合を拡大する傾向にある。

　

消費情報量では、電気通信系の割合は、全体の70.4%を占めており、次いで対話や学校教

育等の空問系の割合が24.6%と高くなっている。メディア別では、専用サービスのデー舛云

送が全体の38.9%、次いで、地上テレビ放送(全体の19.7%)､対話(同16.7%)の順となってい

る(第２－６－４図参照)。

　

イ

　

情報流通の分析

　

(ア)情報選択係数分析

　

実際の消費に対してどの程度の情報が提供されたかを見るために、情報選択倍数(＝選択

可能情報量／消費情報量)を求め、基準年度(昭和61年度)を1.00として指数化した情報選択

係数を用いる。情報選択係数の10年間の推移を兄ると、８年度の情報選択係数はl.lK情報

選択倍数は16.7倍)となっている。年々増大してきたが、７年度からは減少に転じている。

これは、消費情報量の伸びが消費可能情報量の伸びを上回ったからである(第２－６－５図

参照)。

　

(イ)情報流通量から見たメディアの特性分析

　

各メディアの特徴を、情報流通距離量と情報流通単位コスト(よ旧の関係において分析する。

　

主要メディアについて見ると、地上テレビ放送や書籍等のメディアは、多くの情報量を安

く遠くに伝送できるメディアとして位置づけられており、映画上映や学校教育等の空間系メ

ディアは単位当たりのコストがｰ番高く、情報を遠くに伝送できない。携帯電話等のパーソ

ナルメディアはこの両者の中間に位置づけられる。

　

さらに、時系列的に見ると、専用サービス(データ伝送)や携帯・自動車電話等の技術革

新が激しいメディアは、情報流通距離量が拡大レ情報流通単位コストが低減している。一

方、地上テレビ放送や書籍等のメディアは、情報流通距離量に大きな変化が見られず、情報

流通単位コストが上昇している(第２－６－６図参照)。

(2)情報ストック量

　

[情報流通センサス]では、情報の蓄積量(以下､｢情報ストック量｣という。)の観点からも、

情報量の計量を行っている。情報ストック量は、テレビ放送の録画やラジオ放送の録音、デ

ータベース、家庭や図書館の蔵書、ビデオソフト、オーディオソフトの保有、事業所におけ

る文書の保存、レンタルビデオ等、情報の保存・再利用を目的に１年以日呆存されている情

報を計量するものである。
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コンピュータ

似卜その他

　　　

0.4%

　　

その他

　　　

1.2%

　

ケーブル

テレビ放送

　　　

1.6%

余議

1.0‰

対話

16.4%

(デー列云送)

　　

2.4%

新聞･雑誌･その他

　　　

その他

　　　　

1.0%

引日サービス

(データ伝送)

　　　　

2.3%

BSテレビ放送

　　　　

2.6%

FＭラジオ放送

　　　　

3.9%

AJXﾀﾞIラジオ放送

学校教育

　　

4.4%

　　　

その他

　　　　

3.2%

パソコンソフト

　　　　

1.7%

打線ラジオ

　　　

放送

　　　

1.3%

　

ケーブル

テレビ放送

　　　

7.7%

会議
2.1%

郵政肖資料により作成

その他

0.4≒

第２－６－４図

　

各情報量のメディア構成

空間系

17.8%

電気通信系

　

81.8%

76.6%

匯斎服暉‾|

講演･演劇･

　

コンサート

｢函聶面印

その他

1.4%

□画面¬

呵T]サービス

(データに送)

　

38.9%

その他

　

3.6%

川,祐

3.0%

その他

　

1.0%

　

ケーブル

テレビ放送

　　　

1.3%

その他

　

□％

　　

新聞

　　

2.5%

　

その他

　　

0.9%

ΛＭラジオ

　　

放送

　　

8.4%

FMラジオ

　　

放送

　　

8.4%

BSテレビ放送

　　　　

8.7%

ヤｍサービス

議 その他

0.3%

｢面面亘ｺ

講演･演劇

　

コンサート

　　

4.1%

(ダゴ凹可丿匯吊蒔覇司

　

11.9%

オーディオ

　　

ソフト

　　

1.7%

ビデオソフト

　　　

2.0%

　　

図書館

　　　

2.5%

Fリ陪見書

　　　

6.5%

その他 データベース

　

10.2%

[亘巫二茸1

輸送系

19.7%

専用サービス

(データ伝送)

　

61.7%

漕

鴨翌

ケーブル

テレビ放送

13.2%

地上テレビ放送

　

ケーブル

テレビ放送

その他

1.0%



　

８年度における情報スIヽツク量は、1.29×1015ワード(対前年度比5.3%増)であり、昭和61

年度と比較して1.49倍となっている。個別のメディア構成を見ると、家庭の蔵潜を中心とす

る書籍が63.8%と大部分を占めており、以下、データベース(10.2％)、事業所等で保管され

る手書き文書(6.5%)､地_Lテレビ放送(4.9%)と続いている(第２－６－４図参照)、

(指数)

1.400

1.300

1.200

1.100

1.000

1.0×1019

1.0×1018

1.0×1017
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報
流
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ワ

　

｜

　

ド

km

1.0×1016

1.0×1015

1.0×1014

1.0×1013

1.0×1012

1.0×1011

1.0×1010

0.900

0.800

H08

61

第２－６－５図

　

情報選択係数推移

62

　　

63
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２ ３ ４ ５ ６ ７

第２－６－６図

　

情報流通距離量と情報流通単位コストの推移

地上テレビ放送

　

S61≫≪*くＨ08

S61

書籍

S61
H08 新聞

　

S61

封書

　　

S61
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情報流通単位コスト（円・ワードー1・km-1）
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８年度の情報ストック量と昭和61年度からの増加率(倍数)を各メディアについて見ると、

情報ストック量が多い10メディアの中で増加率が高いものは、ケーブルテレビ放送(10.6

倍)､パソコンソフト(7.4倍)、ビデオソフト(6.0倍)が挙げられる。そのほかＢＳテレビ放送

(329.4倍)、レンタルビデオ(30.7倍)が非常に高い伸びを示している(第２－６－７図参照)。

　　　　　　　　　

第２－６－７図

　

メディア別情報ストック量及び伸び率

1,000

ﾚ00

度
／
61
年
度
比

（倍）

　

10

１

1.00×1011

BSﾃﾚﾋﾞ放送

　　

◆

専用サービス

　

(ﾌｧｸｼﾐﾘ)

　　

◆

CD-ROM

　　

◆

レンタルビデオ

　　　

◆

　　

ﾊﾟｿｺﾝ文書

　　　　

◆

加入回線ﾌｧｸｼﾐﾘ◆

　　　

その他の

封書

　

印刷物

ハ ｿｺﾝ

ｿﾌﾄ

　

◆

◆ｹﾞｰﾃﾞﾙﾃﾚﾋﾞ放送

◆ビデｵｿﾌﾄ

◆文書コピー
◆

　　　

ＡＭﾗｼﾞｵ放送◆

　

◆

　

ｵｰﾃｊｵｿﾌﾄ
ＦＭﾗｼﾞｵ放送．

　　

◆

　　　　　　　　

◆

地上ﾃﾚﾋﾞ放送

　　

◆ﾃﾞｰﾀベｰｽ

◆図書館

　　　　

◆手書き文書

1｡00×1012

　　　　　　

1.00×1013

　　　　　　

8年度情報ストック量（ワー白

郵政省資料により作成

(注ド隅一報ストック量の多いL位20メディアを図示する

　　　

CD-ROMについては、８年一度／２年度比とする、

1.00×1014

書籍

　

◆

1.00×1015

(単位：ワード、倍、％)

メディア 情報ストック量 8/61年度比 ８年度シェア

１ 書籍 8.26×10'- 1.2 63.8%

２ データベース 1.32×1014 3.5 10.2%

３ １書き文潜 8.39×1013 1.3 6.5%

４ 地トテレビ放送 6.36×1013 4.0 4.9%

５ |州岩館 3.29×10j3 1.7 2.5%

６ ケーブルテレビ放送 2.68×1013 10.6 2.1%

７ ビデオソフト 2.52×1013 6.0 2.0%

８ オーディオソフト 2.15×101:i 1.2 1.7%

９ CD-ROM 2.09×1013 120.2 1.6%

10 ハソコンソフト 1.87×10'' 7.4 1.4%

11 文書コピー 1.06×10'' 3.5 0.8%

12 加入回線ファクシミリ 6.91×1012 7.0 0.5%

13 レンタルビデオ 6.54×1012 30.7 0.5%

14 その他の印刷物 5.71×1012 1.8 0.4%

15 パソコン文書 3.06×1012 9.5 0.2%

16 封書 2.93×1(戸 1.6 0.2%

17 ＡＭラジオ放送 2.87×1012 1.2 0.2%

18 ＦＭラジオ放送 □2×1(戸 1.1 0.1%

19 ＢＳテレビ放送 8.16×10" 329.4 0.1%

20 作田サービス（ファクシミリ） 6.40×1011 16.6 0.1%
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地域の情報流通の動向

　

全国を対象とした｢情報流通センサス｣の訃法を川いて、都道府県別の情報流通量を把捉

するため、昭和62年度から｢地域別情報流通センサス｣の計量を行っている。

　

ここでは８年度に実施した調査結果に基づき、地城の情報化の現況を概観する(第２－

６－８表参照)。

(1)情報流通の動向

　

ア

　

発信情報量

　

８年度における各都道府県別の発信情報量のシェアを兄ると、東京都のシェアが20.4%と

突出しており、２位の大阪府(シェア7.3%)の2.8倍となっている。以下、神奈川県([司

5.9%]､愛知県(同5.1%)､埼L(県([司4.6%]と続いており、上位７都道府県で全体の半分以[･

を占めている。東京都のシェアが突出しているのは、新聞、雑誌、書籍等の出版が多いため

である。総じて各都道府県の順位、シェアとも前年度とぼけ同じであり、大きな変動は見ら

れない(第２－６－９図参照)。

　

各都道府県の一人当たりの発信情報量を見ると、東京都(全都道府県平均の2.45倍)､大阪

府(同1.17倍)､群馬県([司1.14倍]､京都府([司1.12倍]の順となっているが、束京都を除けば地

域的な差異は小さい。

　

イ

　

選択可能情報量

　

８年度における各都道府県別の選択可能情報量のシェアを見ると、東京都のシェアが

12.5%と最も大きく、以下、大阪府(シェア7.7%)、神奈川県(同7.6%)、愛知県(同6.3%)、

埼玉県(同6.2％)の順となっており、上位７都道府県で全体の半分以上を占めている。選択

可能情報量についても、各部道府県の順位、シェアとも前年度とぼぼ同じであり、大きな変

動は見られない。

　

各都道府県の一人当たりの選択可能情報量を見ると、山梨県(:全都道府県平均の1.80倍)、

長野県([司1.57倍]､東京都(同1.48倍)、三重県(同1.36倍)の順となっている。山梨県、長野県

は昭和61年度と比較した一人当たり選択可能情報量の伸びが大きい県でもあり([11梨県3.58

倍、長野県3.07倍]､両県の特徴としてケーブルテレビの普及が進んでいることが挙げられる

(第2－6－10図参照)。

　

ウ

　

消費情報量

　

８年度における各都道府県別の消費情報量のシェアを見ると、東京都のシェアが10.2%と

最も大きく、以下、大阪府(シェア6.9%)､神奈川県(同6.4%)､愛知県(同5.6％)､埼玉県(同

5.2%)の順となっている。東京都のシェアは、他の情報量と比較するとその値は小さくなっ

ている。消費情報量についても、各都道府県の順位、シェアとも前年度とほぼ同じであり、

大きな変動は見られない。

　

各都道府県の一人当たり消費情報量を見ると、東京都(全都道府県平均の1.11倍)､群馬県

([司1.07倍]､島根県(同1.06倍)､北海道([司1.05倍]､栃木県(同1.05倍)の順となっているが、地

域的な差異はほとんど見受けられない。
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第２－６－８表

　

都道府県別の情報流通量．情報ストック量（８年度分）
即位：リート、％）

厄 情報服 選手巾稲肘昌|ﾄﾞ11 消費吋能↑,いIJIIL 泊費情報肌 情報スレック量

（リ一∩ 占打率 （リート） 州丿賜 （ヮー白 占有率 けフバＯ 川汗 (ヮー白 占有率

北海道 2.2り×1(∩ 4.(匹 1.63×1(ド' 3.9% 3.19×10 ’5 4.6% 6.60×10 14 4.几 4.77×1O目 4.7%

Iljl森 5.40×10口 0.り％ 3.50×10 1’ 0.8‘払 ≪.31×10 11 1.2% Ｌ肘×10 0 1.2% 1.25×10 13 1.2%

ＷＦ 5.1(i×10口 0.9‘払 3.19×10 1’ 0.8% 7.詔×10 11 1.1% 1.54×10 1｀| 1.m 9.60×10 12 0.9%

行旅 8石2×10 11’ l..S% 5.94×10 1‘' 1.仇 1.27×10 15 1.8% 2.60×10 14 1.9% 1.42×10 1:; 1.4%

川口 4.59×10日 ().<S% 2.18×10　日 0.詐 (U3×10 11 0.9% □4×10 14 1.0% 5.06×10 12 0.5%

山形 4.91×10 1j 0.‰ 3.27×10『 0.8% 7.17×10 11 1.㈲ 1.39×10 14 1.0% 1.10×10 13 1.1%

も‘，島 8.12×10 1:; 1.4% 4.81×10 1） 1.2% 1.16×1Oい 1.八 2.33×10 14 1.八 9.96×10 12 1.0%

茨城 1.12×10 14 2.(匹 9.27×10 1’ 2.2% 1.66×10 15 2.4% 3.40×10 11 2.4% 1.61×10 0 1.6%

栃木 7.54×10|:)， 1.肌 6.45×10 1‾l 1.6% 1.16×10 1r’ 1.7% 2.30×10 14 1.6% 1.94×10 1:l 1.9%

肘馬 9.21×10 13 ＼.6% 6.41XU）II‾I 1.5% □7×10 15 1.7% 2.36×10 14 1.7% 1.14×10 11; 1.1%

埼に 2.65×10 11 4.6% 2.57×1(ド゛ 6.2% 3.65×1Oい 5.2% 7.33×10 14 5.2% 5.54×10 1:; 5.4%

丁渥 2.34×10 1｀1 4.1% 2.25×10 16 5.4% 3.34×1Oに 4.8% 6.39×10 14 4.6% 6.56×10 1:; 6.4%

巾京 1.16×10 5 20.狐 5.19×10 16 12.5% 7.35×10 0 10.5% 1.43×10 15 10.2% 1.57×10 1‘1 15.5%

神奈川 3.34×10 11 5.9% 3.13×10 16 7.6% 4.84×10 0 6.9% 9.00×10 1’ 6.4% 8.70×10 1:; 8.5%

新月 9.21×10 13 1.6% 6.32×10 15 1.5% 1.38×10 "■ 2.0% 2.82×10 1｀1 2.0% 1.16×10 13 1.1%

富山 4肩×10 1; 0.8% 2.88×10 ]■■■0.7% 7.27×10 11 1.0% 1.28×10 14 0.9'ぶ 6.90×10 12 0.7%

石川 5 23×10 1; 0.9％ 3.57×10 1‾゛0.㈲ 7.20×10口 1.0% 1.35×10 11 1.0(ぶ 1.05×10 13 1.0%

払 伴 3.37×101･; 0.6％ 2.82×10 5 0.7% 4.78×10 11 0.7% 9.40×1O□ 0.7% 3.26×10 12 0.3%

山梨 3.44×10 1:l 0.6% 4.75X10 '■' 1.臨 4.40×10 11 0.6% 1.01×10 14 0.7% 5.59×10 12 0.5%

長野 9.00×1O□ 1､6％ 1.03×1(ド' 2.5% 1.24×10 1｢' 1.8% 2.38×10 14 1.7% 1.61×10 13 1.6%

岐lい， 8.61×10 1; 1.憐 7.28×10 1’ 1.8% 1.19×1Oい 1.7% 2.30×10 14 1.6% 1.75×10 1:; 1.7%

静岡 1.41×10 1’ 2.憐 1.01×10 1‘' 2.5% 2.14×10 '■ 3.1% 4.12×10 14 2.9% 2.97×10 1:; 2.9%

愛知 2.90×10 11 5.臨 2.60×10 1“ 6.3% 3.93×10 15 5.6% 7.82×10 1゛1 5.6% 3.93×10 1:; 3.9%

万頃 6.87×10 13 1.2% 7.48×1O|.｢， 1.8% 9.90×10 11 1.4% 1.97×10 11 1.4% 1.33×10 1:; 1.3%

滋賀 4.り5×10口 0.9% 3.17×10 15 0.㈲ 6.60×10 ” 0.9% 1.37×10 11 1.0% 9.25×10 12 0.9%

京部 1.18×10 11 2.1% 7.88×10 15 1.9% 1.43×10 1'' 2.0% 2.86×10 11 2.0% 1.52×1O□ 1.5%

大阪 4.14×10 11 7.肌 3.18×10 16 7.7% 4.58×10 'IS 6.6% 9.66×10 11 6.9% 7.98×10 13 7.8S

沃田 2.10×10 11 3.7% 1.92X10 '" 4.6% 2.89×10 11’ 4.1% 5.74×10 14 4.m 4.96×10 1:| 4.㈲

奈良 6.08×10口 1.1% 4.32×10 1’ 1.0% 7.98×10 11 1.1% 1.48×10 11 1.1% 1.15×10 1:; 1.1%

和歌山 4.19×10□， 0.7% 2.99×10 1’ 0.7% 6.15×10 111 0.池 1.12×10 11 0.8% 7.53×10 12 0.7%

鳥取 2.44X10口 0.4% 1.92×!0 5 0.5% 3.87×10 M 0.6% 6.6,5×10 s 0.乳 4.29×10 12 0.4%

島根 3.17×10口 0.6% 2.24×10 11’ 0.5% 4.64×10 11 0.7% 8.98×10 13 0.6% 5.07×10 12 0.5%

岡山 7.83×10 13 1.4% 6.81×10 1’ 1.6% 1.17×1Oに， 1.7% 2.08×10 14 1.5% 1.52×10 1:; 1.5%

広島 n4×10 11 2.0% 8.40×10 1j’ 2.0% 1.69×10 ''■ 2.4% 3.23×10 14 2.3% 2.29×10 13 2.3%

山|| 6.11×10 13 1.1% 4.44×10 1j’ 1.1% 8.92×10 11 1.3% 1.75×10 14 1.2% 1.26×10 13 1.2%

徳島 3.31×10s 0.6% 2.47×10 1｀’ 0.辰 4.69×10 11 0.7% 9.32×10 1:’ 0.7% 5.57×1(戸2 0.5%

刮|| 4.12×10 13 0.7% 3.30×10 1’ 0.肢 5.98×10 11 0,9% 1.16×10 1‘1 0.㈹ 7.20×10 12 0.7%

愛媛 5.75×10 1'; 1.0% 4.43×10 15 l.r.ぶ8.21×10 1'1 ！.2％ 1.70×10 14 1.2% 9.89×10 12 1.0%

高知 2.99×10 13 o.r5% 1.83×10 '■ 0.4% 4.15×10 1‘1 0.6% 8.82×10 13 0.6% 5.10×10 12 0.5%

松岡 1.86×10 11 3.3% 1.34×1㈲6 3.匹 2,67×1Oい 3.8% 5.41×10 1j 3.9% 2.53×10 13 2.5%

睦言 3.13×10 13 0.5% 1.92×10 6 0.5% 3.60×10 11 0.5% 9.33×10 13 0.7% 5.20×10 12 0.5%

長崎 5.40×10口 0.9% 4.03×10 1｢I 1.0% 6.80×10 1j 1.0% L70×10 “ 1.2% 8.46×10 12 0.8%

熊本 6.42×10 13 1.臨 4.14×10h 1.0% 8.94×10 11 1.3% 2.00×10 14 1.4% 1.16×10 1:i 1.1%

人分 4.69×10日 0.8% 3.42×1(汗 0.8% 5.80×10 11 0.8% 1.36×10 1｀| 1.0% 7.42×10 12 0.7%

白崎 4.06×10に 0.｢rf≪ 1.91×10 111 0.5% 5.48×10 ’1 0.8% 1.25×10 1'1 0.9% 6.86×!O I2 0.7%

鹿り川 6.羽×10昌 1.1% 3.03X10 '「’0.7% 7.66×10 111 !､1％ 1.93×10 1‘| 1.4% 1.03×10 13 1.0%

聯U 4.52X10口 0.爪 2.16×10に 0.5% 4玉)×10 11 0.6% 1.28×10 14 0.9% 6.35×10 12 0.6%

汁| 5.70/10「’ 4.14X1(ド (i.98×1(ド'1 1.40×10 16 1.02×10 15

邱政六資料により什成
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都道府県別発信情報量
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都道府県別一人当たり選択可能情報量
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(2卜晴報ストック量

　

卜年度四都右府県附|肖報ストック量のシェアを兄ると、束言晶15.5％、神奈川県8.5%、大

阪府7.8%、T･皆共6.4％、埼卜県石.4％の順となっている．

　

また、-人肖た０の↑削瑕ストック量を兄ると、東京晶(令都右府県ず均の1.89倍)､千葉県

(同1.59倍)、神奈川県川ri]1.48倍)､栃木県O｢豺.37倍｣、兵庫県川[ill.29倍]の順となる(第2－

6 －11図参照)．
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（汁）が|渡1プ|樋府県寸均比は、剥巾7都道府県のず即二対する比率を竹数で示したもの｡

　　　

り|二度／昭袖示け町ﾋは、昭和61年度から８年度の間に情報ストッツ:Iし剥副二なったかを倍数で示したもの｡
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情報通信と社会経済構造の変革

１

産業の情報化

(1)サイバービジネスの現状と課題

　

サイバースペースを利用した電子商取引に代表されるサイバービジネスは、インターネッ

トの更なる普及により着実にその規模を拡大させている、

　

ここでは、サイバービジネスを目青報通信ネットワーク内のビジネス空問・社会的空間を

提供し、その中で一般消費者、製造業者、サービス業者、各種団体等の取引(商品の受発注、

決済等)・相互交流を実現するネットワークビジネス且電気通信審議会答巾、８年２月)と

定義し、郵政省の調査(巾7)を基に、サイバービジネスの現状と展望について分析する。

　

ア

　

市場規模及び店舗数の推移

　

我が国におけるサイバービジネスの９年度巾8)の市場規模は、約818億円である。

　

８年度の市場規模は285億円であり、１年間で約2.87倍の成長を遂げている(第２－７－１

図参照)。なお、郵政省で行った(インターネットビジネスに関する研究会卜圭19)報告による

と、サイバービジネスの市場規模は、2005年には1.1兆円に達するものと予想される。

　

サイバー店舗数の推移を見ると、10年２月段階で6,560店舗(対８年度末比94.8%増)と、

引き続き高い伸びを示している(第２－７－２図参照)。

　

また、米国におけるサイバービジネスの市場規模は、９年度には１兆2,525億円となり、

引き続き大幅な拡大を続けている(第２－７－１図参照)。

　

イ

　

経営動向

　

サイバービジネス事業者の売上高の推移を見ると、全体の半数近く(45.9%)の事業者で、

前年と比較して売上が増加レ17.2%の事業者においては、前年の倍以Lに売上が伸長した。

一方、前年と比較して売上が減少した事業者の割合は8.6%にとどまり、サイバービジネス

事業者の売上は着実に伸びていることが分かる。

　

また、開業後１年以上経過した事業者の収支状況について見ると、前年と比べ、累積損益

ベース、単年度損益ベースともに、黒字を達成している事業者の比率が向上しており、サイ

バービジネスの経営は確実に好転していることが分かる(第２－７－３図参照)。
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８年度

第２－フー１［叉］サイバービジネスの市場規模

り年度

その他

199億円

→ 家具・家電・
家庭用品

　

1

　

35億円

　　　

衣料品

　　　

58億円

本・雑誌

文具

75億円

予約サービス

　

86億円

食料品

78億円

日米のサイバービジネスの市場規模比較

７年 ８年， ９年

日本：郵政省資料により作成。

　

９年度の1直は、10年１月時点の値｡

米[i:|: Activ Media社調森による。９年度の値は、９年４月の調査からの推計値。

　

調査対象は、インターネットトでの一般消費者向けサイバービジネスであり、

企業間の中間財の取引は除く。

計刊

第２－７－２図サイバー店舗数の推移

が目川 ∩川川 ９年訓」

郵政６資料．サイノペー一ヒンネスケースバンク資料により作成

９年叫］

情報提供サ

　

ービス

、34億円

コンピュー

タ・ソフト

　

ウェア

　

253億円

10年２月



第２－７－３図

　

サイバービジネス事業者の売上高増減及び経営動向の変化

無回答

24.2%

前年比減少

　　

8.6%

累積

単年度

前年並み

　

21.3％

８年度

９年度

８年度

９年度

前年の倍以

　

目二増加

前年の１～９

割程度増加

　

28.7%

(中位:％j

|副ﾄの倍以llに増加 17.2

前年-の１～９剖程度増加 28.7

前年並み 21.3

前年比減少 8.6

無回答 24.2

合計 100.0

　

(注) /I'lMli｣,没以来１乍以llを経過した

　　　　

巾業者のみの回答

郵政省資料により作成

15 14 71

20 12 68

↑　　ｆ　　　　↑

↓　／　　　　↓
11 14 75

23 12 65

自　　　　Ｉ　　　　●　　　　・　　　　ｌ　　　　・　　　　・　　　　ｌ　　　　・

０ 10 20 30 40

　

（注）開業後１年以ﾄ.経過したが業者のみを対象としている‥

郵政省資料により作成

50 60 70 80 90 100

(％)

　

ウ

　

販売商品・サービスの動向

　

サイバー店舗での販売商品・サービスの動向について見ると、[コンピュータ・ソフトウ

ェア]が253億円と最も大きく、次いで｢予約サービス｣(86億円)、｢食料品｣(78億円)等とな

っている(第２－７－１図参照)。

　

また、その取り扱っている商品品目の動向について見ると、前年と比較して、構成に大き

な変化は見られないものの、｢美術・音楽｣が増加しているほか、｢乗車券・ホテル・各種チ

ケット｣等の予約サービスが４％にのぼっている(第２－７－４図参照)。

　

エ

　

顧客の変化

　

サイバービジネス事業者から見た、ここ一年間における顧客層の変化について、その内訳

を見ると、｢女性顧客が増加且14.7%｣を挙げる割合が高く、｢年配の顧客層が増加釧4.1%｣

も挙げられている。

　

このことから、従来サイバービジネスにはあまりなじみのなかったと考えられる層にも顧

客層が拡大レインターネヽツトを利用したショッピングがよりｰ般的になりつつあることが

分かる(第２－７－５図参照)。
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第２－フー４図サイバービジネスでの販売商品の動向

　　　　　　　　　　　

1パII‘,II，

　　　　　　　　　　　

人卜Ml･

　　　　　　　　　

赳昧う卜ｙ
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|||謳↑淵でけり'昌二町

　　　　

ギ|.トI衣心・ぶ庖HMII，

　

コンビ_にーダ一ノフトウ.ｎア

　　　

トトづ山]い[ぺ々ト医療

　　　　　　　

氷・推乱・^! I

　　　　　　

情報提供廿一一ﾋﾌ，

曜中存・ホテル・各腫チケリト

０ ２ ４ ６ ８ 10 12 14 16

(単位：％)

８年 り年

食料品 18 17

衣料品 ７ ９

趣味・娯楽 10 ９

五雨・ぎ楽 ５ ９

服飾雑貨・貴金属 ６ ７

家に・家電・家庭用品 ７ ７

コンピュータ・ソフトウェア ８ ６

)ゴい即]い[火薬・医療 ８ ７

本・誤記・え吋 ６ ６

情報提供サービス ５ ４

j5約サービス（面弔券・ホテル・各種チケッ∩ １ ４

郵政省資料により集成

第２－７－５図サイバービジネス事業者から見た顧客層の変化

女性顧吝か増加

年配の顧客厨が増り日

特に変化は感しない

０ ２ ４

邱政肖資料に上o ll=成

６ ８

10 12 14

　

16

(％)

18
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オ

　

決済方法

　

サイバービジネス事業者が採用している決済方法について兄ると、｢銀行振込｣、｢郵便振

替｣及び｢代金引換｣が主流で、｢クレジットカード決済｣に討目対的に低くなっているが、利川

者が実際に利用している決済でﾄ段としては｢クレジットカード決済｣が最も多く51.1%に達し

ている(注2叫

　

このことから、クレジヽバヽカード決済については、利用者の利川意向が高いにもかかわら

ず、事業者側の導入が相対的に遅れていることが分かる(第２－７－６図参照ト

第２－７－６図サイバービジネスの決済方法（ユーザーサイドと事業者の相違）

銀行振込

郵便振替

代金引換

現金書留

クレジットカード決済

電ｆ決済

コンビニエンスストア

での支払

その他

｜

27.4　　　　　　　　　　　　　　　57.4

47.3

33.0

47.3

　　　　　　　　　　　　　28.3

　　　　　　　　　20.6三===

¬15,0
51.1

¬6.5

３７

¬1 p.

口事業者採川

口ユーザー利川

3.7

¬6.5

」1.9

0.0 10.0

郵政省資料により作成

20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

　

(%)

　

カ

　

サイバービジネス事業者の経営努力とその効果

　

サイバービジネス事業者が事業を行うに当たって実施している努力について調査すると、

｢注文時に都度受注確認を行う｣(60.0％)、｢分かりやすい商品情報を提供する｣(58.1%)等が

上位に挙げられており、事業者は、注文時の顧客とのIヽラブルの防止や品ぞろえ、きめ細や

かな商品情報の提供等を重視していることが分かる(第２－７－７図参照)。

　

また、経営努力とその効果について、実施項目別に見ると、｢新商品等の先行購入ができ

るようにする｣、｢他社に比べ割安な価格設定にする｣、[複数の決済手段を設定する]、｢消費

者の生の意見を聞く仕組みを作る｣といっか項目を実施した事業者において、売上が前年の

倍以上に増加していることが多く、顧客の利便性を重視した経営努力を行った事業晋ぼど、

売上が伸長していることが分かる(第２－７－８図参照)。

　

特に、｢消費者の生の意見を聞く仕組みを作る｣という経営努力は、インターネットの特

性を生かした方法といえる。
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註文時に晶度々江利認

をにう

分か０やすい|俯川肖樅

を提供する

他社のﾎづへ二／にリン

クを設定する

内高の品揃えを充実す

る

消費片の牛丿)意見を聞

く什組みを作る

消費一行への継続的な情

報捉供を行う

他社に比べ割安な価格

設定とする

複枚の決済方法を設定

する

ﾎｰﾑﾍしゾ土:ｻ一ﾁｴﾝﾉﾝを

つける

和郎'品等の兇行購人が

できるようにする

'Jf業か岡本

折商Ilul高Sの完行り,II‘j゛.人がで

きるようにする

他什に比へ剖安な価格,没

定にする

陶数の決済方法を設定す

る

消叫吋の牛.の心以を闘く

に細みを作る

商1111jlの1111jl揃えを充実する

汁文時に都度受川臨監

行う

消賞とへの継続的な情報

提供を行う

ﾎｰﾑﾍつにｻﾊﾞヱﾝﾂﾝをつ

ける

他什の;トムペニノヒリンク

彭占にする

わかＯやすい|㈲III川川今
福供する

0.0

第２－フープ図事業者が行った経営努力

10.0

郵政省資料により作成

20.0 30.0 机0

第２－フー８図事業者が行った経営努力の効果
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（中本（％）

f計ｿ､llに増加 １～ド,i詰対日 前千加み |削けし彫ﾚ

析商品等の先行購入ができるようにする 58.3 拓.6 25.0 0.0

他社に比べ割安な価格設定にする 39.0 3り.0 1よ6 8.5

旧 37.9 43.0 15.5 :言

消費片の生の意見を聞く仕組みを作る 37.8 33.7 16.:; 12.2

商品の11111謳えを充実する 33.9 41.0 14.2 11.0

汗文巾こ部度受汁俑ソを晦う 31,5 41.3 18.2 9.1

消費片への誤植的な情報提供を行う 31.3 38.8 18.≪ 11ぶ

ﾎｰﾑﾍｰ／ﾄﾞｻｰﾁｴﾝ／ンをつける 30.4 36.9 1り.6 1よ0

他社のﾄﾑﾍIヘノビリンクを設定する 27.3 39.6 20.8 に3

わかりやすい商帽吉報を提供する 26.2 45.7 18.1 10.1

廿柴犬全体 17.2 28.7 21.3 8.6

郵政肖資料により作成
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サイバービジネスの普及条件

　

サイバービジネス事業者は、今後、サイバービジネスを普及させるために必要と考えてい

る条件について、｢(消費行が)パソコンやインターネットを使いこなす二とができるように

なれば且27.0%)、｢通信料金が安くなれば丿20.1%｣及び｢信頼できる決済ｽﾄ段が利用できれ

ば丿10.3%｣を上位に挙げている、り八消賞者は、[信頼できる決済]1段が利用できれば]、

｢プライバシーが漏れることがなければ｣を|二位に挙げており、両者の間での意識の差が顕

著である(第２－７－９図参照)。

パソコンやインターネッ
トを使いこなせば

パソコンの価格が安くな

れば

通信料金が安くなれば

商品が安く人Ｌできるよ

うになれば

広告等と実際の商品に違

いがなければ

信頼できる事業者が商Ｍ

　

・サービスを提供すれば

信頼できる決済１段が利

用できれば

プライバシーが漏れるこ
とがなければ

返品・交換・返金でのト

ラブルがなければ

アフターサービスが良く
なれば

第２－フー９図サイバービジネス普及の条件
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行政への要望

　

サイバービジネス事業者が行政に望むことについて見ると、(ネットワーク利用料金の低

廉化の撰進ム57.6%)及び(電子現金等新たな決済ｆ段の開発且51.9%)を挙げる割合が高く

なっている(第2－7－10図参照)。

第2－7－10図サイバービジネス事業者が行政に望むこと

ネットワーク利川料金

の低廉化の推進

電f現金等新たな決済

尹段の開発

大容肌・高速のネット

ワーク幣備

業務に免許が必要なも

のの川制緩和

認証機関の設置

ネットワーク上の暗号

技術の標準化

ネットワークllの河作

権等法的問題の解決

郵政省資料により作成
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(2)インターネット関連市場の現状

　

ア

　

インターネット関連市場の拡大

　

インターネットの発展は、それを利用したサイバービジネスだけでなく、端末、サーバー、

プロバイダ接続サービス等の周辺分野の市場拡大ももたらしている。また、将来は、テレビ

等の家庭肝|青報端末でもインターネットが利用できるようになり、インターネットを利用し

たサイバービジネスが大きく伸長することが期待される。

　

ここでは、インターネットに使用される関連機器や、通信サービス、決済・認証サービス

等の関連サービスまで含んだ広い概念を｢インターネット関連市場｣と定義(お1)し、その市

場規模の現状について述べる。



　

イ

　

インターネット関連市場の市場規模

　

郵政省で行った｢インターネットビジネスに関する研究会丿二よれば、インターネット関

連市場の市場規模は、９年度には2.7兆円に達している

　

その内訳を見ると、関連機器の巾

場が5,440億円、関連サービスの巾場が2兆1,257億円となっている、

(3)電子決済、電子マネーの実態

　

ここ数年のインターネットの首及と技術の進展により、|[し界中で電ｆ決済／心子マネーに

関連した実験プロジェクトやビジネスが始まっている。

　

ア

　

電子決済、電子マネー関連プロジェクトの類型

　

現金の支払いを電子的に行う｢電子決済｣は、｢小切万方式｣、｢クレジット方式｣、｢デビッ

ト方式｣に分類され、暗号技術を活用して現金発行者の署名を付け万金額データである｢電

子マネー｣は､｢ＩＣカード型｣、｢ネットワーク型｣に分類される(第3－7－11表参照)、

第2－7－11表

　

電子決済、電子マネー関連プロジェクトの類型

類　型 定義・特徴 事　例

電子

決済

小切手

方式

店舗は顧客から小岡ｆを受け収り、淑引接

に銀行から小L刀手と交換に現金を受け淑る。

未払い時のリスクは小切１を受け収った店

舗が負う,，

・チェック・フリー

・ＦＴＳＣ（ファイナンシャル・サー

　ビシズ・トランザクション・コンソ

　－シアム）

クレジット

方式

店舗は顧客からのカード指示を受け、取引

を起こす。支払いは数週間後にレDクレジ

ットカード会社からの請求に対して小切ｆ

で支払う、②自動引き落としにより口座間

で現金を移動する、などのオプションがある。

未払い時のリスクは、クレジットカード会

社が負うぃ

・ファースト・バーチャル

・サイバーキャッシュ

・ＳＥＴ（セキュア・エレクトロニッ

　ク・トランザクション）

デビット

方式

取引時点で顕官の預金口座の残高を確認レ

店舗の口座に現金を移動する。未払い時の

リスクはない。

・ネットビル

・サイバーコイン

電子

マネー

ＩＣカード

型

金額情報をＩＣカード内に格納する型。取

り扱いは簡単であり、実際の店舗で使ｍさ

れる。

・モンデツクス

・ＣＡＦＥ（ＥＵの研究プロジェクト

　の-つ）

・郵政省

ネットワーク

型

金額データとしての電子マネーをパソコン

内のソフトウェアに格納するや。　インター

ネット上の仮想店舗で使用される。セキュ

リティ確保が厳重だが、取引ごとにオンラ

インチェックを要するため、決済コストが

かかる。

・ｅキャッシュ（デジキャッシュ）

・NTT

郵政省資料により作成
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イ

　

我が国の電子決済、電子マネー関連プロジェクト

　

現在、いわゆる電チマネーと呼ばれる実験には、いくつかのプロジェクトが存在している

かレ今後実施される実験の中には、ＩＣカードに｢匿名性上｢転々流通性｣等現金の保有する

機能を持たせたものも出てくるのではないかと考えられる．

　

(ア)郵便貯金ＩＣカードによる電子財布サービス実験

　

郵政省は、10年２月から10年度にかけて、

人竹巾(埼ド県)及びＪＲ大宮駅周辺地域に

おいて、郵便貯金磁気カードのＩＣカード

への移行に向け、その利用動向や技術条件

等を把捉するための実験を行っている。

　

この実験では、ＩＣカード７万枚を発行

する1ヤ定であり、現行の郵便貯金キャッシ

ュサービス(預人、払戻し等)の他、スーパ

ー、コンビニ、[汀貨店等において電子財布

サービス(キャッシュレスショピング等)が

提供される。

にW･

郵便貯金ＩＣカードによる電子財布サービス実験

　

電穴杵布サービスの利用方法は、①ＡＴＭ、移替端末機(約1,000台をモニターの家庭に配

備)等により通常貯金の一部を保留データとしてＩＣカードに記録、②ＩＣカードの保留デ

ータの範囲内でのキヤヽツシュレスショツピング等、③代金は預金者の通常貯金口座の保留額

から自動払込みにより後日引落し、となっている(第2－7－12図参照)。

第2－7－12図

　

郵便貯金ICカードによる電子財布サービス実験のシステム概略図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

郵便局

　　　　　　

郵貯計算センター

　

(接続)＿，
漱⑤

電話等

　

移替端末機
▲

り

Ｊ’ ATM- C D
参●-

｀●.

　　

Λ」

CＴＭ（窓目）

(電話回線等)

〈スーパー・コンビニ等〉

邸政おり且レりJ什成

I(こンレジ７タ

･s哺●

‾～_ﾆ“

↑§

才

心

（決済）

　

ぴ‰

①保留額をチャージ

②キャッシュレスショッピング

⑤∩前払込みによる【1座引落し



　

(イ)サイバービジネス協議会の｢インターネットキャッシュ｣の提供

　

郵政省が支援しているサイバービジネス協議会は、10午９川から、インターネットllで現

今と㈲様の機能を実現した電子マネー｢インターネットキャッシュ｣の捉供を問始する

　

現金同様の｢転々流通性｣や｢匿名性｣を実現しつつ、インターネットけ)バーチャルモー

ルでの安全な電ご決済が可能となる。

　

｢インターネットキャヽツシュ｣の特徴は、ＮＴＴが開発した電了マネーを幕盤として、消

費者モニター、モール及び金融機関をインターネットで接続レ次の機能を実現する。

　

①消費者モニター問の譲波｢転々流通性｣

　

②現金同様即社名性

　

③二重使用チェックを可能とする高度なセキュリティ

　

①複数金融機関が発行レ共通の利川が可能

　

⑤電ｆマネーを使用しない場介は、自分の金融機関[I座への入金が可能

　

⑥24時問決済可能な環境

　

また、｢インターネットキャッシュ｣は、-定地域内の店治においてＩＣカードを提示し

て取引の決済を行う地域限定型の電子マネー・プロジェクトと異なり、インターネットを通

じて全国に展開する二とができ、インターネ　ットの利川者であれば、消賞者モニターや商店

として参加可能である。

　

消費者モニターは、参加企業の社員中心に当初1,000人、11年度から

　

一般公募で１万人を

予定している(第2－7－13図参照)。

第2－7－13図

　

インターネットキャッシュのフロー概要

発行センタ

Ｇぺ服使川検出

①引き出し

消費者モニタスM

金融機関

　　

金融機関

③頂け入れ

②支払い

消費占モニター

≒ 削け入れ

新聞記下

人気や報

競馬情報

etc

　

商店

①消費者モニターは電子マネーを

　

ICカードに引き出す、

②消費者モニターはバーチャルモー

　

ルで商品を貼入し､電子マネー

　

を支払う。

　

またモニター間で電子マネーの

　

譲渡を行う｡

③商品は受け取った電子マネーを

　

金融機関に預け入れを行う。

　

金融機関は受け取った電子マネー

　

に相当する額を商店の口座に入金

　

する、

　

モニターの削け入れも同様。

①金融機関は受け取った電ｆマネー

　

を発行センターへ還流する。

⑤発行センターは還流してきた電子マ

　

ネーが不正使用されていないか

　

どうかのチェックを行う。

郵政心資行によい作成
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(ウ)民間の電子決済、電子マネー実験プロジェクト

　

都銀等はレ①インターネット上のバーチャルモールでの電子マネー及び決済実験(11年２

月～)、②新宿区(束京都)の百貨店やコンビニエンスストアでの電子財布実験(11年２月～)

を開始する

　

バーチャルモール実験は、自宅のパソコンに接続した読取機にＩＣカードを差し込むこと

により、即座に決済を行うことができるものであるが、転々流通性は確保されていない。電

子財布実験は、新宿区内の百貨店等でＩＣカードに電子マネーを蓄積して使用するものであ

り、銀行で入金する。なお、ＩＣカードは、バーチャルモール実験・電子財布実験で共用で

きることとなっている(第2－7－14図参照)。

第2－7－14図

　

民間の電子決済、電子マネー実験プロジェクト

　　　　　　　　　　　　

ICカードで支払い

　　　　　　

利用データ

　　　

参加銀行

ＡＴＭに電子マネー

専用端末を併設

郵政宵資料により作成

利用明細データ

　　　　　　　　　　　

参加企業で

公衆電話

　

→運営する共

　　　　　　　　　　　

同センター

　

ウ

　

海外の電子決済、電子マネー関連プロジェクト

　

海外においても電子決済､電子マネーの実験プロジェクトが行われており、こうした中で、

民間企業を中心に電子決済、電子マネー分野におけるデファクト・スタンダード(事実上の

標準)の確立を目指そうという動きが現れている。

　

小切〕ﾄ方式は、既存の決済の仕組みにネットワークを追加した形式で、それほど仕組みや

技術も複雑でないサービス(チェックフリー)については、実用段階に入っている。

　

クレジット方式では、クレジット業界で圧倒的なシェアを誇る大手クレジット会社が、複

数の銀行や店舗が組織的に参加できる規格(ＳＥＴ)を発表し、クレジット方式の世界標準

となりつつある。

　

ダビッド方式では、米国のネットビル及びサイバーコインが有力であり、インターネット

上のコンテント販売等、少額決済への利用が期待されている。

　

また、電子マネーについては、自社方式を国際的に拡大しようとする動きが見られる。

　

Ｉ

Ｃカード型方式では、英国企業が、自国内で行っているのと同様の実験を香港で行うほか、

海外企業に対してフランチャイズ権の提供を行っている。米国のクレジットカード会社でも、

川本を訪めた海外での実証実験を開始している。一方、ネットワーク型方式では、米国の銀

行が行っているほか、オランダ企業が日本を含か海外企業との提携を進めている。



(４)企業の情報通信利用動向

　

近年、企業における情報化が急速に進んでおり、企業にとって情報通信の行効活川が不可

欠なものとなっている、ここでは、企業の情報化の動向を、郵政省が行ったトト成り年度通

信利川動[同調査(:企業調査)｣(９年10月)により分析する。

　

ア

　

電子メールの利用状況

　

電子メール利用状況を見ると、産業平均で約６割の企業が電子メールを利川しており、８

年度と比較して15.9ポイントの大幅な卜昇となった。今後利用予定のある企業までÅめると、

約８割の企業での利用が兄込まれている。業態別に見ると、金融・保険業が最も高く、製造

業、建設業と続いている(第2－7－15図参照)。

産業す均

建設業

製造業

連輸･通信業

卸売・小売業・飲食店

金融･保険業

サービス業・その他

第2－7－15図

　

電子メールの利用率

０
20 40 60

｢通信利用動向調査(企業調査)｣(郵政省)により作成

80

ロ７年度(N=1705)

ロ８年度(N=1943)

ロ９年度(N=1989)

100

(％)

　

また、電子メールの通信相手を社内と社外に分けて見ると、電子メールを社内外で利用し

ている企業が、自社内に限った利用をしている企業の割合を上回り、約７割となった。二の

ことは、電丘メールが内部における情報伝達手段から発展レ外部に対する情報伝達手段と

しても企業に浸透してきたといえる。

　

なお、電子メール利用上の不満点として、約３割の企業が｢相手先に届いたか不安｣を挙

げている。

　

イ

　

ＬＡＮの利用状況

　

産業平均で約４分の３の企業がＬＡＮを既に利用しており、８年度と比較し8.6ポイント

の上昇となった。今後利用予定のある企業まで含めると、約８割の企業での利川が見込まれ

ている。業態別に見ると、金融・保険業が最も高く、製造業レ建設業と続いている(第2－

7－16図参照)。
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叶叢乍均

建設業

製造裳

迎輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

企証・保険業

サービス業・その他

第2-7-16図

　

ＬＡＮの利用率
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なお、ＬＡＮ構築等の問題点として、約６割の企業が「運用・管理者の人材が不足」を挙

げている。

　

ウ

　

インターネットの利用状況

　

産業｀ﾄﾞ均で約７割の企業がインターネ　ットを利用しており、８年度と比較して17.7ポイン

トの大幅な上昇となった（第2－7 －17図参照）。今後利用予定のある企業まで含めると、約

４分の３の企業で利用が見込まれている。業態別で見ると、金融・保険業が最も高く、製造

産業ず均

建設業

製造業

迎輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険某

サービス業・その他

第2－7－17図

　

インターネットの利用率
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業、建設業と続いている、

　

なお、インターネット利用上の不満点では、｢コンピュータウィルスの感染が心配である｣

ことを挙げている企業が約５割と最も多かった、

　

エ

　

イントラネットの利用状況

　

(ア)システムの仕組みと特徴

　

インターネットを使った社内網であり、インターネヽバヽの新しい活用法である(第２－

７一18図参照)。

　　　　　　　　　　　

第2－7－18図

　

イントラネットシステム構築例

●イントラネットで情報共有化

ATM : 非同期転送モード

　

(イ)産業別利用状況の分析

　

イントラネットの利用状況について見ると、産業平均で約２割の企業がイントラネットを

利用しており、今後利用予定のある企業まで含めると、約４割の企業で利用が見込まれてい

る。業態別で見ると、サービス業・その他が最も高く､建設業、製造業と続いている(第之－

7 －19図参照)。
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第2－7－19図

　

イントラネットの利用率

10 20

「通仁利川動向調査（よ業調査）」（郵政省）により作成

二］

30

(％)

　

オ

　

エクストラネットの利用状況

　

（ア）システムの仕組みと特徴

　

エクストラネットとは、異なる企業のイントラネットを、インターネットで結んだネット

ワークである。企業同士が、エクストラネットを利用して、顧客情報や販売情報を共有する

ことで、コストの削減、納期の短縮、営業力の強化、顧客サービスの向上が図れ、また、比

較的安価にシステムを構築でき、柔軟に連携相手を選択できるというメリットもある（第

2－7－20図参照）。

　　　　　　

第2－7-20図

　

エクストラネット構築例
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(イ)産業別利用状況の分析

　

エクストラネット利用状況について見ると、イントラネットを利川している企業のうちの、

産業平均で約13％の企業がエクストラネットを利用しており、今後利川の1椎五万がある企業と

合わせると４割以上の企業で利用が見込まれている。業態別で見ると、イントラネット利川

が最も低かった運輸・通信業が最も高くなっており、サービス業・その他、卸売・小売業・

飲食店と続いている(第2－7 －21図参照)、

産業平均

住設業

製造業

運輪・通信業

卸売･小売業･飲食J,り

金融・|呆険業

サービス業・その他

第2－7－21図

　

エクストラネットの利用率

０ ５ 10 15

｢通信利川勅[同調査(企業調査)｣(郵政省)により作成

20

千千

25
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(ウ)

　

情報化と経営との関係

　

産業別のエクストラネット利用率と売上高営業利益率との関係を見ると、エクストラネッ

ト利用率が高い産業ほど、売上高営業利益率も高い傾向が見られる(第2－7－22図参照)。

　

カ

　

データセキュリティへの対応状況

　

ネットワークヒのデータセキュリティ対策の項目について見ると、全体として、レくスワ

ードの採用によるアクセス制御｣が63.5%と最も多く、次に｢個人又は部門ＩＤの採用による

利用者確認｣が38.9%で続いている。

　

産業別に見ると、金融・保険業が、最も｢パスワードの採用によるアクセス制御｣及び｢個

人又は部門ＩＤの採用による利用者確認｣に力を注いでいる。逆に運輸・通信業や卸売・小

売業・飲食店では｢特に対応していない｣が多い(第2－7－23図参照)。
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第２－フー22図

　

エクストラネット利用率と売上高営業利益率との関係
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第２－フー23図

　

データセキュリティへの対応状況
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２

　

地域の情報化

(1)条件不利地域の情報化

　

｢平成９年通信に関する現状報告｣では、全国3,255巾町村(束京部23区を介か)の情樅化の

現状について、電気通信他業者及び放送事業者によって整備されてきた|吉樅通信インフラや

サービスの現状を利用環境指標才六各地方公共団休によって整備されてきた情樅化の現状

を開発整備指標(バンとして、これらを介わせて地域情報化指標才4嗜作成レ評価と分析を

行った。

　

今回は、地理的又は気象的に条件の不利な地域のうち、特に山村地域、離島地域丿足型也

帯に着目レこれらの地域の地域情報化指標の平均点を見てみると、剥玉L平均を卜回ってお

り、情報化が遅れていることが分かる(第2-7 -24図参照)｡

　

そこで、今年度は昨年の指標を用いて、条件不利地域の情報化の現状について分析を行った、

　

25

22.4

　

20
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５

０

　

第2－7－24図山村地域、離島地域、豪雪地帯における地域情報化指標の平均点

(ボIインド)

　　

山村地域

　　

離島地域

　　

豪古地帯

　　

過疎地城

　　

うち山村

　　

うち離島

　　

うち豪雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（過疎地域）

郵政省資料により作成

　

ア

　

条件不利地域の現状

　

(ア)運用中のアプリケーション

　

９年４月１日現在、過疎地域は1,231、山村地域は1,195、離島地域は184、豪雪地帯は962

市町村が指定されている。

　

これらの市町村のアプリケーションの運用状況について、地方自治体に対して昨年行った

アンケートづ)で見ると、いずれの地域においても、｢緊急通報システム｣､｢行政窓口オンラ

インサービス｣､｢防災情報提供システム｣といったアプリケーションが多く運川されている

(第2－7－25図参照)、

　

なお、全市町村について見ても、緊急通報システムは37.2%、行政窓｢1オンラインサービ

割よ30.5%、防災情報提供システムは18.9%の高い割介で迎用されており、これらのシステ

ムはどの地方自治体にとっても積極的に取り絹んでいるアプリケーションである
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第２－フー25図

　

地方自治体が運用しているアプリケーション上位三つ

(％)

(山村地域)

郵政肖資料によ０什成

（註）1りのアフリゲージyjンから選択

(離烏地城) (豪町地帯)

　

(イ)地域住民及び地方自治体の情報化ニーズ

　

釧口]は、条件不利地域の地方自治体と住民に対し、アンケート調査巾(いを行い、地域情報

化に関する意識調査を行った。

　

それによると、住民は、情報通信ネットワークを使い、離れた場所からでも利用できると

良いと考えている行政サービスについて､｢行政窓口オンラインサービス｣､｢保健医療・福祉

情搬提供システム｣､｢緊急通報システム｣及び｢遠隔保健医療・福祉支援システム｣を挙げて

おり、行政事務や、医療・福祉サービスについての利用意向が高い(第2－7－26図参照)。

　　　　　　　

第２－フー26図住民が情報通信ネットワークで利用したいサービス
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また、地方自治体は、すべての地域で日立に､｢保健医療・福祉情報提供システム｣､|記い、

通報システム｣､｢遠隔保健医療・福祉支援システムケ｣医療・礼節L関連のアフリヶ－ション

を挙げている(ご)(第2－7－27図参照)｡その理山については､｢過疎化・高齢化の進回、独

居老人の増加｣､｢集落加点在｣､｢交通が不便(行政サービスや医療サービスが不ト分)]､｢|大療

体制の不備｣等、共通の項目が挙げられている。

　　　

第2－7－27図

　

地方自治体が特に必要と考えている情報通信システム

(ポイント)
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（山村地域）　　　　　　（離島㈲戒）　　　　　　（京大加悦）

ロ防災帖報提供システム

ロ保健医療・福祉情報提供システム

口達隔保健医療・柚袖友援システム

郵政省資料により作成

（注）19のアプリケーションから選択

口緊急通報システム

ロ行政窓日オンラインサービス

ロ行政情報提供システム

　

しかし[緊急通報システム]以外の｢保健医療・福祉情報提供システム｣と｢遠隔保健医

療・福祉支援システム｣を運営している地方自治体は、それぞれ3.2%、0.9%と少なく、こ

れらのシステムについては、住民のニーズがあり、地方自治体においても必要性を感じてい

るものの整備が進んでいない。

　

また、条件不利地域で適用されている制度及びこれら地域が関心のある制度について見る

と丿電気通信格差是正事業(郵政省)｣､｢自治体ネヽバヽワーク施設整備事業(郵政省)｣丁ふる

さと交流拠点事業(農林水産省)｣の順となっており、条件不利地域にとって電気通信格差足

正事業が有益であり、また、アプリケーションを重視した制度に関心がある(第2－7－28

図参照)。

　

(ウ)地域情報化を推進する上での問題点

　

これらの市町村が地域情報化を推進する上での問題点を、地方自治体に対して行ったアン

ケートよ28)で見てみると､｢情報通信インフラの整備が不十分｣､｢情報通信関運機器・施設・

システムの開発整備コストが高い｣､｢専門知識が不足｣の順となっている(第2－7－29図参

照)。

　

イ

　

条件不利地域における取組

　

(ア)山村地域の取組

　

西会津町(福島県耶麻郡)は人口9,845人(７年国勢調査)、振興山村と過疎地域及び特別よ
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第２－フー28図

　

地方自治体が適用した制度又は関心がある制度
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第2－7－29図地域情報化を推進する上での問題点
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雪地帯の指定を受けている｡西会汁町では６年度から在宅健康管理システムの導人を行った。

町民は貸り･された端末を川いて、自宅で休温、如し心電図等の健康管理データを測定レ

電話㈲線又はケーブルテレビ回線を通じて保健センターへ送信する。保健婦はデータをチェ

ックレ胞要に応じて医帥がアドバイスを行うというものである。

　

西会津町が肖該システムを噂入した経緯は次のとおりである。

　

西会津町はづ也域における乍洲を通じた健康づくりと適切な保健医療の確保に努めるなど、



町民のための総合的な健康づくりのための施策を従来から展川してきた｡しかしながら、III｣'

民の平均が命は福島県内でも下位に低迷していることから、原因究明のため什民幽水訓介を

行った結米、脳卒中による死亡が多いことが判明し、脳疾患等の成人病円/j対策のために食

生活の改善や目常の健康チェックの服要性が明らかとなった、このような状況の巾で、町長

がある健康管理に関する講演会に参加した際に、在宅健康管理システムが住民の健康管理に

有川であると紹介され、肖該システムの導人を発案した。

　

導入に当たっては、当該システムを先行して導人している岩手県の病院の協力を得ながら

進めた。情報システムの専門家の必要はなかったが、医帥会や住民への説明にはト分時間を

かけ、最終的には町内の医帥全員の協力が得られた。

　

システム導入後の町民の反応を見ると、健康管理への意識が向ヒレ食事に気を付ける人

が増えており、成人病の刊男に対して効果を挙げている。

　

なお、町では利用者の利便に考慮して、町営のケーブルテレビ回線でもデータ送信を行っ

ている。当該ケーブルテレビは加入率が８割で、地域情報や、行政情報を提供しており、町

の情報化に寄与している。町では行政情報の充実を図るため、役場内の各課に２名の番組作

成チームとカメラを配置して、週１本の番組を各課で順に持ち回って作成している、町民の

番組に対する反応は良い。

　

(イ)離島地域の取組

　

美津島町(長崎県下県郡)は人[]8,609人(７年国勢調査)､対馬の中火部に位置レ離島地域

と過疎地域の指定を受けている、美津烏町では離島における町民の情報格差是IEのため、４

年４月からケーブルテレビを導人しており、令世帯で視聴することができる。昭和50年ころ

は、新聞を取っていない家庭も多く、テレビが主要な情報源であったが、そのテレビも画像

が乱れることもあった。そこで、町長はケーブルテレビを導人することを発案したが、住民、

職員とも知識がないので、職員でプロジェクトチームを作り検討レ長崎県の民間のケーブ

ルテレビ等を視察し検討を重ねた。白主財源での設置は厳しいので、国の補助スキームの適

用を受け口／２補助)､更に過疎債の適用を受けた。過疎債は昭和62年度までは有線ラジオ

しか対象にならなかったが、交渉の結果、昭和63年度から新たにケーブルテレビも対象とな

り、本町のケーブルテレビは最初の適用を受けた。

　

運営の円滑化を図るため、運用担当者として、町の出身者で技術面に詳しい人を特に採用

した。ケーブルテレビでは、現在１日６回、約20分間の自主制作番組を放送しており、これ

の視聴率は90％以上にのぼるという。町では今まで、広報誌や回覧板により行っていた周知

を、ケーブルテレビでの周知に切り替えている。住民に行ったアンケートによると、70.6％

の住民が行政情報の人手方法としてケーブルテレビを挙げており、ト分な成果を挙げている

ことが分かる。

　

今後は、ケーブルテレビを使い、水道や電気メーターの検針、真珠養殖に関した水産関連

情報の提供等も検討している。

　

(ウ)豪雪地帯の取組

　

大森町(秋田県平鹿郡)は人口8,371人口年国勢調査)、特別豪雪地帯のぼか振興山村と過

疎地域の指定を受けている。大森町では、高齢化社会における｢福祉の町｣として、情報通

信を活用した保健・医療・福祉の71ﾐ宝サービスの実現を目指しており、①緊急通報装置とテ

レビ電話を活用しか老人福祉システム、②テレビ電話等を活用した寝たきり等介護が必要な

家庭の在宅医療支援システム､③発信器をつけた老人の所石ﾐ地を碓乱ぷする徘徊咎人システム、
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①町帽函院と人学病院を結んだ遠隔医療システム、⑤災害時の緊急連絡にヽ電話や屋外装置

を使い、済に通報をに達する緊急通報に達システム、⑥農業、行政、福祉保健、生涯学習

情報等の情樅提供をする営農情報システム、⑦町の公共施設を結んだテレビ会議システムの

整備を進めている。

　

大森町は昭和50年後半より[福祉の町]を目指し昭和63年に｢秋田県南部老人福祉総合エ

リア｣に在宅介護老人センター等を開所レ秋川県南部の福祉活動の拠点となった。このよ

うな状況の巾で、町は、先進の福祉施設を利川することが困難な人のための手段として情報

化に着｢｣したニ大森町の町長は、自らインターネットを駆使するなど情報通信の有肺胞こ対

する造けいが深く、県内の電気通信事芙者に|窃力を求めてISDN回線の整備を図るととも

に、国に対して情報化のための財政支援を要望して、町の情報化を積極的に推し進めた。

　

保健・医療・福祉のシステムに対する住民の反応は良く、更にアプリケーションの多様化

や広域化等を要望する意見も見られる。システム開発に当たっては役場内に専任の職員を１

名配置し、電気通信事業者等の協力を得ている。また、町民のパソコン操作能力向上のため

に、教育センターでは、専門家によるパソコン教室(ボランティア)を開催している。

　

ウ

　

不利な条件を克服するための方策

　

以上のように、条件不利地域における情報化の取組は、首長の意欲、アドバイザーの有無、

国や都道府県の助成制度の有効な活用、住民や関係団体の理解等が必要となる。また、これ

らの巾町村は財政的な問題により単独の取組が鼎しいので、複数の市町村による広域・連携

化か重要となってくる、

(2)都道府県の地域情報化

　

都道府県の情報化の取組状況について、アンケートよ29)を基に行政の情報化、住民サービ

スの情報化、情報化政策に分けて分析を行った。

　

ア

　

行政の情報化

　

行政の情報化に関し、更に､｢業務の電算化｣､｢庁内のＯＡ化｣及び｢行政のネットワーク化｣

に３分類して分析する。

　

(ア)業務の電算化

　

法人事業税や自動車税等の10の税金収納業務について見ると、税項目のすべてについて電

算化している都道府県は33、9項目を電算化しているのは８あり、ほとんどの都道府県で電

算化が進んでいる(第2－7－30図参照)、

　

人事給り欄係や財務関係等のデータベースの構築比率は、100％の都道府県が7、50％以

上が34となっている(第2－7－31図参照)、

　

(イ)庁内のＯＡ化

　

本庁職員に対するパソ２ン配備率を見てみると、香川県が100％、栃木県が97.8%、群馬

県が88.2%と高い配備率であるが、50％未満の都道府県が36あり、職員へのパソコン配備は

あまり進んでいない(第2－7－32図参照)。

　

庁内ＬＡＮを設置している都道府県で電子メー=-ﾙや電子掲示板等八つのアプリケーション

の導入率について見るとヽ栃木県、岐阜県、愛媛県及び熊本県で六つのアプリケーションを

導入している‥またヽＬＡＮを整備していない都道府県も13あった(第2－7－33図参照)。

　

(ウ)行政のネットワーク化

　

本庁とネ９トワーク接続されている出先機[刈の割合を見ると、10都道府県で100％完了し

ているがヽ12都道府県がまだまったく行っていない(第2-7-34図参照)。
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人事給与等データベースの構築率
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また、庁内ネットワークの光ケーブル敷設率の割合は、岡山県、宮崎県で100％、大阪府

で80.0％、滋賀県、和歌山県で75.0%と高い割合であるが、それ以外の都道府県は50％末満

であり、まったく導入されていない都道府県も31あり、全般にあまり進んでいない。これら

は庁舎の建て替え時などにインテリジェント化を図るものと思われる(第2－7－35図参

照)。

　

イ

　

住民サービスの情報化

　

住民サービスの情報化を､｢教行｣､｢[矢療・福祉・防災]及び｢生活情報サービス｣に:イy煩

して分析する。
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庁内ＬＡＮのアプリケーション数
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本庁とネットワーク接続されている出先機関数
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庁内ネットワークの光ファイバ化
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（ア）教育

　

都道府県におけるパソコン設置の小中学校、高ご9学校の割合を兄ると、46の都道府県にお

いて80％以ﾄの学校に設置されており、100％設置されている都道府県もらあり、学校への

パソコン汚及が進んでいる（第2－7－36図参照）。

　　　　　　　　　　　　　

第2-7-36図

　

パソコン設置学校数の割合

１

レ

32

(長野県、岐阜県、岡山
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郵政省資料により作成

（汗）学校とは、小学校、中学校及び高等学校

　

一方、インターネヽ川ヽが接続できる小中学校、高等学校の割合は岐阜県が98.0%と進んで

いるが、それ以外の都道府県は50％以下である(第2－7－37図参照)。

　

パソコンを操作できる教員数の割合は、40の都道府県で40％以上であり、ほとんどの都道

府県で半数近くの教員が操作が可能である(第2－7－38図参照)。

　

(イ)医療・福祉・防災

　

遠隔医療実験実施病院数の割合を見ると、高知県が5.2%と最も高く、次いで和歌山県が

2.1%となっている。

　

しかし、実施している病院がない都道府県も31ある(第2－7－39図参

照)。

　

遠隔医療実験実施病院数については、都道府県下の実験実施病院数の割合と65歳以上の人

[‾1構成比との間で正の相関が見られ、65歳以卜の人口構成比が高い都道府県ほど遠隔医療実

験を積極的に行っており、特に高知県が際立っている(第2－7－40図参照)。

　

医療・保健関係のＩＣカードを発行している市町村数の都道府県下の市町村に占める割合

では、山梨県が4.69%と最も高く、次いで兵庫県､の4.40%となっている。

　

しかし市町村が

まったくＩＣカードを採川していない都道府県も34ある(第2－7－41図参照)。
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パソコンを操作できる教員数の割合
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遠隔医療実験実施病院数の割合
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遠隔医療実験実施病院数の割合と年齢別人口構成比（65歳以上）

12

､。

　

10
屋
隔
医

療

実

　　

８

験

実
施

病

院

　　

６

数

／

県
い

病

院

数

－

　

２
評

価
値
－

０

２

茨城

◆

静岡

　

◆

岐阜

◆

埼王

◆

　

千葉

　

◆

神奈川

Ｊ●･

　　

沖

　　

糾

北海道

◆

京都 広烏

和歌山

　

◆

宮崎

　

◆

　　　

香川

　

岩手●

大分

◆

　

山形

　

◆

鹿児島

秋田

◆

高知

◆

島根

◆

10 12 14

　　　　

16

年齢別人目構成比

　

18

(6識以上)

邱政肖白土「什民雌本台帳人目吸覧」（自治肖）により作成

20 22 24



(都道府県数)

35

30

25

20

15

10

５

０

０

第２－フー41図医療・保健ＩＣカード発行市町村数の割合

～1未満 1～2未満 2～3未満

　　

3～4未満 4～5未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(％)

　　　　　

郵政省資料により作成

　

(ウ)生活情報サービス

　

行政情報や保健医療情報、道路・交通情報等17の住民向けアプリケーションの導入率を兄

ると、山口県が88.2%、大阪府及び鳥取県が82.4%で導入が進んでいる、また、50％以上導

入している都道府県が23ある(第2－7－42図参照几
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ウ

　

情報化政策

　

情報化政策を｢産業帽暖｣､｢県・市町村の情報化支援｣及び｢企業の情報化支援｣に３分類し

て分析する。

　

(ア)産業支援

　

産業の情報化のうち、農林漁業関連情報化予算の全体の予算に対する比率は、愛知県が

0.987%と最も高い。また、予算化を行っていない都道府県も28ある(第２－７一43図参照)。

　

産業の情報化のうち、商工業関連情報化予算の全体予算に対する比率は、岐阜県が

0.201%と最も高い。また、予算化を行っていない都道府県も26ある(第2－7－44図参照)。

　

(イ)県・市町村の情報化支援

　

市町村の情報化支援予算の全体予算に占める比率は、岐阜県が0.462%と最も高い。また、

戸算化を行っていない都道府県は14であり、70％の都道府県は何らかの支援を行っている

(第2－7－45図参照)。
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(ウ)企業の情報化支援

　

都道府県内企業への情報化支援予算の全体竹算に占める比率は、岐阜県が0.318%と最も

高い、また、予算化を行っていない都道府県も33ある(第2－7－46図参照)。

(都道府県数)

35

30

25

20

15

10

　

5

０

第2－7－46図

　

県内企業への情報化支援予算の比率
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エ

　

都道府県の情報化指標

　

都道府県に行ったアンケートを基に、行政の情報化巾o)(業務の電算化、庁内ＯＡ化、行

政のネットワーク化)､住民サービスの情報化(お1)(教育、医療・福祉丿

ビス)､情報化政策巾2)(産業支援、県・市町村と企業の情報化支援)の３項目について、各項

目ごとに点数化して情報化指標を作成し、都道府県の情報化の現状について見ると、

　

①行政の情報化指標は、全般的に高得点の県が多い(第2－7 －47図参照)。

　

②住民サービスの情報化指標は、平均点付近に集中している(第2－7－48図参照)。

　

①|青報化政策の情報化指標は、全般的に低得点の都道府県が多い(第2－7－49図参照)。

　

これらの二つの指標を合計したのが総合指標であり、岐阜県、大阪府、京都府の順に情報

化が進んでいる(第2－7－50図参照)。



(都道府県数)

16

14

12

10

8

6

4

２

０

Ｏ～ｊ

　　

３～６

未満

　　　

未満

郵政省資料により作成

(都道府県数)

25

20

15

10

５

０

Ｏ～３

未満

第2－7－47図

　

行政の情報化指標

６～９

　　

９～１２

未満

　　　

未満

12～15

　

木満

15～18

　

18～21

　

木満

　　　

未満

　　　　

(指標値)

第2－7－48図

　

住民サービスの情報化指標

３～６

　　

６～９

未満

　　　

未満

郵政省資料により作成

9～12

　　

12～15
未満

　　

未満
15～18

　

18～21

　

未満

　　　

未満

　　　　

(指標値)

都道府県孔 指標値

１ 大阪府 しﾋﾟ０．バ

ｙ 栃木I',' Lﾋﾟ０．ﾝ;

ｊ 瀧暖1.‘,I， １り．７

･4 (いいl.'l'.- 1 8. I

－．ｊ鹿児島県 １八　６

６ 新出県 １ 7 . ,j

６ 岡山県 １八　ｊ

８ 宮崎県 １７．ビ

８ 石川県 １７．ビ

10 京都府 17.1

部道府県名 指標値

１ 茨城県 １４．り

２ 岐貼県 14. :.

:3 滋賀県 14.1

４ 大阪府 レ仁　ａ

じ 愛知県 レ仁　こ

６ 山梨県 1 3 . 1

－１ 埼Iﾐ県 1 3. 0

８ 静闘1Å 1 2. T)

８ 大分県 １Ｌ　ｊ

10 富山県 １八　１

10 香川県 12.1

･---
ぷ

　

7

-ql-
己」

Iri

辺

hA

已

と

髄:

主

ｊ'j
唾

4大引

μj

ヨ

の

認

ぶ

２

地
域
の
情
報
化

２６５



ぞ1i

φΓ』

り

ｰ-

三

＝J｀=

平

惣

り

俑

削

.“り
勾

引

-~-･
昌

の

沼

況

２

地
域
の
情
報
化

２６６

(晶迫府万一数)

30

25

20

15

10

５

０

(ト

　

木

3

IKj

第２－フー49図情報化政策の情報化指標

Ｓ～６

　

６～り

　

り～12
七満

　　　

七満

　　　

七満

郵政肖資料により作成

(部道府県数)

12

10

8

6

4

２

０

12～15

　

よ満
15～18

　

柚薗

18～21

　

未満

(指標帖)

第2－7－50図

　

総合指標

～21

七満

乙1'‾

24七

　

満

Z∠1～

27七

　

満

27～

30末

　

満

30～

33木丿

　

満

33～

36七

　

満

36～

3牡

　

満

39～42～

42未

満

　　

（ｍ貯jC）

晶道府県払 指標値

１ 岐脳県 ｌ 5. 7

２ 島根県 ９．ｊ

３ 広島県 ８．ｊ

４ 長野県 ７．９

４ 高知県 ７．り

６ 京都府 八　８

－ｊ 喧県 ７．７

８ 大分県 ７．６

９ ぺ城県 ７．Ｓ

10 愛知県 ７．１

部退京陥 指標値

１ 岐脇県 」（Ｓ

リ－ 大阪府 ４０．７

３ 京都府 ：３６．９

４ 茨城県 回礼　Ｓ

J3 宮崎県 3 4.8

６ 鹿児島|騏 J仁４．７

７ 滋賀県 3 4 . 6

８ 愛媛県 3 4 .　１

９ 大分県 :仁仁　４

10 山口県 3J侃　２

　　　　

邱政肖資料により化成

　

二の総合指標とご年から引ﾄまでの県内総生産経済活動別内訳第丿欠産業構成比増加率と

の川関を見ると、∩の川関が兄られ(第に－7－51図参照)、また、総合指標と県内総生産経

済活動別内訳第づ欠産業構成比増加率との相関を兄ると、.dヅ)相関が兄られる(第2－7－

52川参川)これらの二とがら、百計指標加l巾ヽ部右府県ぼどし次産泉からじ欠産業へ産業構

込の転換がいず)れている二とが分かる
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総合指標と県内総生産経済活動別内訳第二次産業構成比増加率（２－６年）
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総合指標と県内総生産経済活動別内訳第三次産業構成比増加率（２－６年）
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(3)都道府県の情報化の取組

　

ア

　

岐阜県の地域情報化

　

岐阜県は、従来、繊維産業に代表される第二次産業が基幹産業であったが、情報通信産業

を次世代産業の目玉に据えて、集積を図ってきた。大垣市の｢ソフトピアジャパン｣や[情報

上房]等は情樅ネットワークの拠点として機能している。

　

岐阜県の２年度から６年度の第二次産業の構成比率の推移を見てみると、全国よりも二次

産業の構成比率は高いものの、構成比の対前年度減少率では全国平均を上回り、一貫して減

少傾向にある(第2－7－53図参照几また、第三次産業の構成比率は全国より低いものの、

構成比の対前年度増加率は全国平均を上回っており、三次産業への転換が急速に図られてい

ることが分かる(第2－7－54図参照)。

　

また、岐阜県の産業別生産額の構成比の推移を見ると、製造業加減少しており、逆に運

輸・通信業やサービス業といった三次産業が増加していることが分かる(第2－7－55図参

照)、

　

岐阜県では情報社会で地方が生き延びるためには、情報価値の創出力を高め、｢情報都市｣

となることが必要であると考え、その実現のために、情報環境の整備、インフラ整備、住

民・企業・行政の創造力向上等の様々な取組を早期に実施してきた結果が現れているものと

考えられる、
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第二次産業構成比及び構成比の対前年度減少率
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(ア)県民情報ネットワーク

　

県民情報ネットワークは、インターネットを活用して県民に幅広い行政情報を発信すると

と帽二、県と県民間、県民相俘のコミュニケーションを促進し、また、県民の情報リテラシ

ーの向目足進を目的としている。事業内容は、情報提供サービス、情報交流サービス、情報

基盤の整備の‾二つで構成されている。情報提供サービスは、県における報道発表資料や報告

書等を可能な限り提供しており、情報交流サービスは、県民相互又は県民と行政とが意見交

換できるﾄ屯ｆ会議室｣の開設を目指している。また、情報基盤の整備では、県民の情報リ

テラシーの向上を目指し、病院、福祉施設、図書館等の主な公共施設(42か所)や県内小中

学校(606校)に端末を設置している。

　

(イ)ソフトピアジャパン、情報工房

　

(ソフトピアジャパン)

　

岐阜県では、マルチメディア関連産業の育成や地域産業の高度化、また、県民生活にかか

おりの深い医療、福祉、教育等の民生分野の情報化を目指すため、国際的なソフトウェアの

研究開発の中核拠点となるレノフトピアジャパン]を大垣市に創設した。ソフトピアジャパ

ンは産学官が一体となり、いわゆる岐阜県版シリコンバレーを構築し、21世紀を拓く高度情

報通信社会の形成を目指している。なお、ソフトピアジャパンの中核施設であるソフトピア

ジャパンセンターは、国際的なソフトウェアの研究開発拠点となっている。

　

(大垣市情報工房／ソフトピアジャパン・アネックス)

　

10年２川ニソフトピアジャパンセンターに隣接し、センター機能を補完・拡充する｢ソフ

トピアジャパン・アネヽツクス｣と大垣市の地域↑i11報化の受発信拠点としての｢大垣市情報工

房｣が完成した､ブノフトピアジャパン・アネックスはベンチャー企業等の育成・支援の充実

を図るとともに、産業分野のみならず、民生分野、行政分野の情報化を進めるため、研究開

発を行う拠点としての機能を担っている。

　

イ

　

高知県の地域情報化

　

高知県は制引二比べ過疎化・高齢化が急速に進展し、基幹産業の不振等の、様々な問題を

抱えている。それらの問題を解決するために、地域情報化に積極的に取り組んでいる。高知

県では、産業界、学術研究機関、行政が連携して10のモデル実験からなる｢KOCH I

２００１ＰＬＡＮ｣を積極的に推進している。主な施策は次のとおりである(第2－7－56図参

照)、

　

(ア)高知県情報スーパーハイウェイ

　

県内どこでも格差なく公共情報や公共サービスが受けられる通信環境の実現を目指し、多

様な公共的情報システムと民間の先進的な情報化プロジェクトを実現する前提となる通信基

盤の整備を行う。

　

(イ)幡多地域保健・医療・福祉モデルシステム

　

幡多地域の各市町村を広域でネットワークする保健・医療・福祉モデルシステムを構築す

るとともにヽ11年に開院する幡多総合病院を中核として同地域に医療情報ネットワークを構

築する

　

またヽ人月町をモデルに選定レ過疎地域等における保健・医療・福祉の情報通信

システムの研究開発を実施している。

　

(ウ)ＤＲＥＡＭ

　

NET

　

情報リテラシーの向卜には小中学校等の教育分野における取組が重要である。そこで、今

後の指導片となる教員約200人の自宅をインターネットで結び、学校の情報化に関する研修



を行っている｡また、熱意と計|由iのある小中学校、鳥等学校に対してパソコンやＬＡＮの万

人を促進する。

　

(エ)行政情報窓口サービスネットワーク

　

県庁内の起案文書等の市了登録及び文書検索データペースシステムの開発／心了メールコ

を活用して事務の効率化・高度化を推進する‥また、[ワンスレップ行政サービス]や｢ノン

ストップ行政サービス｣等を目指し行政窓「1サービスの情報化に閔する検討を巾町村とと

もに行う。

　

ウ

　

北海道の東アジア・メディアプロモーション事業

　

北海道では束アジア地域との交流を積極的に進めることとしており、その一環として９年

４月から、東アジア・オセアニア地域を対象に、北海道の観光や産業等を幅広く紹介する界

組を、ＪＥＴ－ＴＶ(Ｊａｐａｎ

　

Entertainment

　

ＴＶ)のネットワークを使川し配儒して

いる。紹介番組は北海道の民間放送会礼が制作レ週叫口|、30分番組と１時間番組を延べ６

時間(再放送介し｡①衛星を経由して各国のケーブルテレビ等に配信されている｡放送は

け1木語)、｢中国語｣、[英語]及び｢タイ語｣の４か国謡でなされ、り年11川現在、タイ、フ

ィリピン、台湾及びニュー・ジーランドの約437万世帯で受儒されている。

　　　　　　　　　　　

第2－7－56図
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第８節

　

海外の動向

電気通信の動向

(1)米国の動向

　

ア

　

ＮＩＩ構想

　

米国では、情報通信基盤の高度化が産業競争力の強化と社会的諸問題の解決に不可欠であ

るとの基本認識に基づき、N I I (National Information Infrastructure:全米情報通信

怯盤)の構築に向けて積極的に収り組んでいる。 ＮＩＩは、クリントン大統領が大統領選時

の公約のつとして挙げていたもので、その具体的施策は、1993年９月に示された｢N I I

行動計画｣で明らかにされた。

　

｢ＮＩ１行動計画｣では、情報通信基盤を｢①数干の相互連結し相互に操作可能な電気通信

ネットワーク、②コンピュータ・システム、テレビ、ファクシミリ、電話、その他のﾛ|青報

機器｣、③ソフトウェア、情報サービス、情報データベース(デジタル図書館等)、①これら

のシステムを構築レ維持・操作する訓練を受けた人々によって構成される｣ものとし、Ｎ

ＩＩ計画を胆なる通信網の開発にとどまらず、高度通信のソフト、人材の開発を含む総合的

田家プロジェクトと位置づけている。また、ＮＩＩ導入については民間部門が主導的役割を

米たレ政府の役割はその効果を補完、強化することにある。

　

なお、このＮＩＩ構想の実現に向けて米国政府は、情報通信分野の技術開発、アプリケー

ション開発等を省庁横断的に推進するためのＨＰＣＣ(高性能コンピュータ通信)計画を策

定、1992年から1996年の間に約46億ドルの予算を投じている。

　

イ

　

1996年米国電気通信法

　

米国では、1996年２月に連邦通信法が62年ぶりに抜本改正され、従来は垣根が設けられて

いた長距離通信会社と地域通信会社の相互参入が認められるなど、この法改正により、電気

通信分野や放送分野における競争が激化していくことが予想されている。その概要は次のと

おりである、

　

①地域通信市場における競争の促進のため、相互接続義務をはじめとする接続ルールが明

　

確化され、また、電力・ガス事業者等の参入が認められた。

　

②ＡＴ＆Ｔ分割の際の修正同意審決(ＭＦＪ)により、業務範囲の制限されていたRBO

　

Ｃｓ(ベル系地域電話会社)による長距離通信分野への参入は、営業区域内から発信され

　

るサービスについて分離子会社によること、地域の競争条件が整備されていることについ

　

ての承認を得ること、地域通信分野における設備ベースの競争相手との競合が存在するこ

　

と等、碇の条件のド、認められた。

　

③地域電話会社とケーブルテレビの相互参入が認められた。

　

I.'……|-.Iテレビ岫ヽラジオ㈹について、集中棚原原則及び免許期問等の緩和、また、ケーブルテ

　

レビについて、朴金規制の緩和が行われた、

　

⑤暴力巾件の多発を背景にヽ13インチ以上のテレビ製造メーカーに対して、暴力や性的シ



　

－ンの多い番組をブロックするＶチップの内蔵が義務付けられた。

　

⑥このほか、インターネット等によるわいせつな通信についての川制が強化されたが、

　

｢下品な(indecent)｣及び｢明らかに不快な(patently offensive)｣表現の規制については、衣

　

現の自由に反するとして、1997年６月、連邦最高裁判所において違憲判決がなされた

(２)ＥＵの動向

　

ＥＵは、1996年、ぷ声電話サービスを含む全サービス、電気通信インフラストラクチャヘ

の参入を1998年１月１日付けで完全自山化する旨の完全自山化指令を採択した。現在、この

指令にしたがって、スケジュールの遅れは見られるものの、加盟各国は、国内法の整備を行

っているところである。また、1992年に署名されたＥＵ条約(いわゆる｢マーストリヒト条

約｣)に規定された汎欧州ネットワーク(ＴＥＮ : Trans-European Network)の実現に向け、汎

欧州ISDNや各種アプリケーションの開発のため、1993年から1996年の間に、ＥＵとして、

欧州投資銀行による53.6億ＥＣＵの融資、欧州地域開発基金による4.7億ＥＣＵの補助金等の１

当を講じてきている。

　

さらに、第４次研究開発フレームワークプログラム(1994～1998年)

において、高度通信、アプリケーション等の情報通信研究開発を支援している。

(3)アジアの動向

　

アジアでは、情報通信を自国の経済成長の起爆剤と位置づけ、情報通信ハブ基地化を目指

す国々が近年多く出現している、

　

例えば、シンガポールは、1991年８月に発表した情報通信技術を活用したインテリジェン

トアイランド化を目指すr IT 2000構想｣の実現に向け、1996年６月｢シンガポール・ワン計

両｣を発表した。これは、シンガポール国内の情報通信インフラ整備や計画に参加する国内

外の情報通信関連企業に対する税制優遇措置等を包括的に推進する計画である。1997年６月

に正式にスタートレ1998年中に実用パイロットネヽバヽワークを構築する予定である。

　

マレイシアは、1995年８月、[マルチメディア・スーパー・コリドー計画]を発表した｡

これは、2020年までにマレイシアを先進国入りさせるという国家ビジョン｢ビジョン2020｣

の達成に向けて、現在の首都クアラルンプール市内に建設中のシティセンター、同巾郊外に

建設中のプトラジャヤ新行政府、新空港を結ぶ地域に光ファイバを敷設するほか、国内外の

情報通信関連企業を誘致するための各種優遇措置を実施し、ビジネスや研究開発の拠点を創

設しようとする計画である。

２

　

放送の動向

　

米国において1994年６月に衛星デジタル放送が開始されて以来、放送のデジタル化は|lt界

的潮流となっている(第２－８－１表参照)。

　

1998年3月現在、衛星放送においては米国において４事業者、カナダにおいて２乍業叔

｢り南米地域において２事業者、欧州６か国(フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、スペ

イン、スウェーデン)においてｎ事業者及び香港、インドネシア、マレイシア、南アフリカ、

オーストラリアにおいて各↓事業者がデジタル放送サービスを提供している

　

また、韓国に

おいて試験放送が行われている(第２－８－２図参照)ﾕ
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また、ケーブルテレビにおいては、米国及びドイツにおいてデジタル放送が開始されてい

る。

　

地上放送においては、米国、英国、スペイン及びスウェーデンにおいて、1998年中にデジ

タル放送が開始される予定である。

第２－８－１表 諸外国のデジタル化の状況

国　名 地　　上 衛　　星 ケーブルテレビ

米　国 1998年　開始予定 1994年　開始 1997年　開始

英　国 1998年　開始予定 1998年　開始 1998年　開始予定

ドイツ 1996年　開始 1997年　開始

フランス 1996年　開始

イタリア 1996年　開始

香　港 1996年　開始

韓　国 2001年以前　開始予定 1996年　試験放送開姑

オーストラリア 1995年　開始

カナダ 1997年　開始

スウェーデン 1998年　開始予定 1997年　開始

スペイン 1998年　開始予定 1997年　開始

インドネシア 1997年　開始

マレイシア 1996年　開始

オランダ 1996年　開始

南アフリカ 1996年　開始

第２－８－２図
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情報通信産業の合従連衡

　

こうした各国政府の動向を受け、世界的規模で、情報通信産業の再編が進みつつある

(1)電気通信における合従連衡

　

国際電気通信分野では、各国の主要通信事業者の間で相互連携(キャリア・アライアンス)

等の動きが活発化している(第２－８－Ｓ図参照)。

　

①ワールドパートナース

　　

ＡＴ＆Ｔ、ＫＤＤ、シンガポール・テレコム等各国事業者による緩やかなバートナーシ

　

ップである。

　

②コンサート

　　

ＭＣＩとＢＴが、1994年、合弁企業コンサートを設をした。コンサートの提供するネッ

　

トワークサービスを、南北アメリカにおいてはＭＣＩが、それ以外の欧州・アジアぼか各

　

地域では、ＢＴが提供している、ＭＣＩは、ワールドコムと合併の予定であるが、今併実

　

施後は、コンサートの製品・サービスの非独占(non-exclusive)ディストリビューター

　

としてコンサートへの参加は継続する。

第２－８－３図

　

グローバルアライアンスの進展（電気通信）
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･､③ゲローバルワン

　　

スプリント、ドイツテレコム、フランステレコムが出資、設立したグローバルワンは、

　

胆界62か国でサービスを提供している。

（2）放送における合従連衡

　

世界的なメディア産業では、国際競争市場での優位を確保するため、グローバルな提携や

買収・合併が行われている。世界のメディア産業の相関状況については第２－８－４図のと

おりである。

第２－８－４図

　

グローバルアライアンスの進展（放送）
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（注１）米国における情報通信産業の定義

　

米国における［情報通信産業］の範囲及び我が国における情報通信産業との幣合性については、ト衣のとお

りとする。

日本74部門 日本59部門 米田52部門

10 郵便 10 郵便 10 郵便

20 郵便受託業

30 国内公衆網（電話） 20 電気通信 20 電気通信

40 国内公衆網（その他）

50 国内専用線

60 移動通信

70 その他の国内電気通信

80 国際電話

90 国際専用線

100 その他の国|原電気通信

110 公共放送 30 放送 30 放送

120 民間テレビジョン放送

130 民間ラジオ放送

140 民間衛星放送

150 有線テレビジョン放送 40 有線放送 40 有線放送

160 有線ラジオ放送

170 ｿﾌﾄｳｪｱ（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用） 50 ｿﾌﾄｳｪｱ（ｺ沈三一ﾀ用） 90 情報サービス

180 情報記録物製造 60 情報記録物製造 50 情報記録物製造

200 新聞 70 新聞 60 新聞

210 印刷・製版・製本等 80 印刷・製版・製本等 70 印刷・製版・製本等

220 出版 90 出版 80 出版

230 情報サービス 100 情報サービス 90 情報サービス

240 ニュース供給 110 ニュース供給 460 対事業所サービス

250 広告 120 広告 100 広告

190 映画・ビデオ制作業 130 映画サービス業 110 映画サービス

260 映画館・劇場業等

270 事務用機械 140 事務用機械 120 事務用機械

280 電気音響機器 150 電気昔昔機器 392 電気機械

290 ラジオ・テレビ受信機 160 ラジオ・テレビ受信機 130 ラジオ・テレビ受信機

300 電気音響機器部品 170 電気音響機器部品 392 電気機械

310 電算機・付属装置 180 電算機・付属装置 150 電算機・付属装置

320 有線通信機器 190 通信機器 160 通信機器

330 無線通信機器

340 その他の通信機器部分品

350 磁気テープ・磁気ディスク 200 磁気テープ・磁気ディスク 170 磁気テープ・磁気ディスク

360 通信ケーブル 210 通信ケーブル 360 非鉄金属

370 電算機・同関連機器賃貸業 220 電算機・同関連機器賃行業 550 対事業所サービス

380 事務用機器賃貸業 230 事務用機器賃貸業

390 通信機械器具賃貸業 240 通信機械器具賃貸業

400 電気通信施設建設 250 電気通信施設建設 430 住設

410 研究 260 研究 (副

（注）米国の産業分類では、「研究」に該当するものがないため、政府一企業・大学・非営利団体が行う研究

　　　

を範囲としている。

（注2）「9換算

　

換算レートは、東京市場直物中心値為替レート

　

出木銀行」を使用。

　

なお、８年の換算レートは、１ドル108.81円で換算、

２７７
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旧づ）情樅化投資・帖樅通信インフラ・情報通信ストノク

　

それぞれ、情報通信産業の定義における以ﾄﾞの部門に該当する部門をいう

日本74部門 米国52部門 情報化

投資

情報通信

インフラ

情報通信

ストック

270 4V私用機微 120 事拐出機械 ○

280 電気音響磯回 392 電気機械 ○

290 ラジオ・テレビ受信機 130 ラジオ・テレビ受信機 ○

300 電気音響機器部品 392 電気機械 ○

310 電算機・付図装置 150 電算機・付属装置 ○ ○ ○

320 有線通信機器 160 通信機器 ○ ○ ○

330 無線通信機器 ○ ○ ○

340 その他の通信機器部分品 Ｏ ○ ○

350 磁気テープ・磁気ディスク 170 磁気テープ・磁気ディスク ○

360 通信ケーブル 360 非鉄金属 ○

400 電気通信施設建設 430 建設 ○ ○

(注川投人比率

　

産業連関分析において、ある商品の乍産のために投入される原材料等の商品の比率をいう。一般にサービス

部門は、情報通信分野からの投人割合が、他分野からの投人割合に比べて高くなっている。

(註い相対価格

　

２年から８年の問の産業全体の価格変化に対する、当該部門の価格変化割合。

（汗６）生産要素分析

　

当該分析を行うにあたっては、以卜のような簡易なマクロモデルを作成し計測した。

日米における民問部門の生産関数比較

　

◇推計方法：コブ・ダグラス型生産関数を残差における１階の系列相関を補正した最尤法により推計

　

◇扨計期間:1970年～1996年

　

◇log(Y/(L・LH))＝ａ十丿log((ＫＰ－ＫＰＩＴ))＊ＲＣＵ/(Ｌ・ＬＨ))十7log (KP汀/(Ｌ・ＬＨ))

説明変数　　　　　　　　記号 口　本 米　国

偏回帰

係数
ｔ値 標準誤差

偏回帰

係数
ｔ値 標準誤差

労働投資量　　　　　　　　log(レLH) 0.422 0.507

資本投資欲

　民間部門所有

　　　'般投資　　　　　　log((KP十KPm十RCU)

　　情報通信資本ストク　log(KPIT)

0.355

0.223

6.502

5.978

0.055

0.037

0.318

0.174

　4.783

11.514

0.067

0.015

定数項　　　　　　　　　　Ｃ －1.509 －4.202 －0.359 －1.082 -2.711 －0.399

自由度調整済決定係数 0.997 0.985

ダービン･ワトソン比 1.121 1.975

標準誤差 0.016 0.118

F一頃 1,086.2 267.6

七度 74.6 83.1

データ数 27 27

ただし

　

Ｙ：民間部門のG D F^　Ｌ：民同部門就業者数　ＬＨ：ｔ均実労働時問

　　

KIべ民問囚定資本ストック（純資本ストック）

　　

KIリＴ：民問部門情報通仁資本ストック（純資本ストック) RCU：設備稼動率



(注∩

　

複数役務の届出会社があるため、合計は会件数を超える‥

（注８）

　

郵政省の所管である通信産業における設備投資等の実態を把捉するために、総務庁承認統計調介として吊ご

回（現在は３月と10月）実施しているものであるっ

(注9)

　

MSO (M ultipleS ystem Ｏperator)

　

広域的に複数のケーブルテレビ局を運営する澗業者、我が国においては、丿り2川に、ｲj‘線テレビジョン放

送事業の地几事業者要件が廃I[ﾐされたのを受けて、商什系等の多様な資本が、腹数行政区をサービス区域とし

てケーブルテレビ巾業を展開している、

（注10）

　

ここでいう「地域」とは、旧際通信サービスの料金区分土の区分けであり、国又は州等の地域を指す

　

例え

ば、米国とは米国本土を指しアラスカ、ハワイ等とは区分している｡

(注１１)

　

ＡＴＭとは、パケット通信やフレームリレーと異なり、囚定長のデータを情報単位として扱うことにより、

ハードウェアによる交換処理を可能としまた、通信処理を簡略化することで高速・大容せの通信を実現する

ものである｡

(注12)

　

郵便利用構造調査

調査名G凋査時間） 調査方法 調査対象 回収率

郵便利用構造調査

　　（９年９月）

調査対象郵便物にアンケート票を

添付して配達し後日回答済のア

ンケート票を回収

調査当日に、あらかじめ抽出

された世帯・事業所に配達さ

れる郵便物

回収率は94.2%

(注13)

　

あて地別引受郵便物数調査

調査名（調査時開） 調査方法 調査対象 備　　　考

あて地別引受郵便

　　物数調査

　　（９年６月）

調査実施局にお

いて、調査対象

郵便物の１［|の

引受物数をあて

地ごとに調査

　（カタログ｀小包

は１か月間）

通常郵便物（普通通常、速達、

府留、電子郵便）、小包郵便物

　（一般小包、府籍、カタログ）

※書留は「書留情報システム］

　のデータ、一般小包はﾚ」ヽ

　包追跡システム］のデータ

　を活用

調査実施同は差包区分有務を行う

郵便局（約5,000局）

※電f郵便の調査については、差

　ぐﾉﾐ区分有務を行わないが、電子

　郵便端末機を設置している無集

　配同及び分室も対象に含む,．

(注14)

　

(財)ポスタルサービスセンターとは、郵便局の利肝者に対するサービス向|ノ

う法人である。

圧
y

２７９
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(注15)

　

情報流通以、情肝スレノクド)計い代メディア

メディア払

　↑j1報

淀通以

情報

ｽﾄづ量

貨 地 全 地

電

気

通

信

系

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

加入電話

携帯・自動車市話

PH S

列巾・船舶常詰

無線呼出し

加入回線ﾌﾊﾞﾘﾐﾘ

ﾃﾚﾋﾞ番組配信(地Lこ

ﾃﾚﾋﾞ同への配信)

ﾃﾚﾋﾞ番組配信(ヶ-ﾌ几

ﾃﾚﾋﾞ同への配信)

ﾗｼ討番組配信(地上

ﾗﾉｫ同への配信)

新聞紙面に送

白月サービス(定詰)

専用サービス

(ファクシミリ)

白ljサービス

げ｀一刊ﾑ送)

専用サービス

㈱像映f訓云送)

通信偉I星

デジタルデ｀一タ伝送

テレビ公議

ビデオテックス

ファクシミリ通信網

(ファクシミリ)

I SDN(電話)

ISDN

(ファクシミリ)

ISDN

(デー帽云送)

ISDN

(|山前映像伝送)

電報

テレックス

構内電話(構内通信)

構内無線(構内通信)

LAN

仏設無線

有線放送電話

オフトーク通信

ＭＣＡ無線

コンビニエンス

ラジオフォン

テレターミナル

A VM

○

○

○

○
Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

○

○

○

○

○

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

○

○

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

○

○

○

メディア払

　情報

流通量

情報

ｽﾄｯｸ量

全 地 全 地

電

気

通

信

系

36

37

38

パソコン通信

データベース

インターネット

Ｏ
Ｏ
Ｏ

○

○

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

地ヒテレビ放送

ケーブルテレビ放送

ＢＳテレビ放送

ＣＳアナログテレビ放送

ＣＳデジタルテレビ放送

ハイビジョン放送

彫星データ放送

ＡＭラジオ放送

ＦＭラジオ放送

白星ラジオ放送

有線ラジオ放送

文字放送

ＦＭ文字多重放送

構内放送

○
○
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ｏ

Ｏ

○

○

○

○

○

輸

送

系

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

封書

はがき

電子郵便

于-書き文書

ワープロ文書

コンピュータ文書

パソコン文書

文書コピー

新聞

雑誌

沢籍

その他印刷物

ビデオソフト

オーディオソフト

コンピュータソフト

パソコンソフト

図書館

ＤＶＤソフト

レンタルビデオ

レンタルオーディオ

CD-ROM

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
○
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ

Ｏ
Ｏ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ

Ｏ
Ｏ

空

間

系

74

75

76

77

78

79

80

81

掲示伝送

講演・演劇・ｺﾝｻｰﾄ

ｽﾎﾟｰﾂ観戦

映|萌JI映

学校教育

社公教育

会議

対話

○

○

○

○

○

○

○

○

Ｏ
Ｏ

Ｏ

○
Ｏ

Ｏ

○

○

　

＊ｌｙｌは「ｙ国ト

　

F地」は「地域別」の･1･III報流通IIに帖報スト･フク以の計量対象であることを表す

削■;i6)

　

帖貼柚山特訓λとにし各メディア万流辿した情報の宛信地点から消費地点までの乍均距離に消費情報量を乗

じたものてある

　

情乱流辿甲甘コスレヒは、帖甘流辿コストを情報流通が副脆で除レ

　

１ワード、1 knl肖たりに要するコス

1ヽを示したものである



(注17)アンケート調査

　

10年１月に、郵政省が行った調査｡

　　

調査対象：インターネヽバりlで、一般消費者向けのサイバービジネスを行う業者又は個人

　　

調査方法：サイバービジネス事業者に対レ電子メールで調査票を送付レ電子メールにて回収した

　　

発送数

　

:5,658

　　

回収数

　

:613 ([回]収率10.8％)

(汁副10年１月時点の数値

(注19)インターネットビジネスに関する研究会

　

郵政省の□崔において、10年↓月から２月にかけて開催された研究会｡

（注20）インターネット利用者向けアンケート調査による、

　

10年１川二、郵政省が行った調査。

　　

調査対象：インターネットを利用する男女個人

　　

調査方法：調査会礼のホームページロニ記載したアンケート調査票に回答する形式

　　

回収数

　

：総回答数1,329 (うち、有効回答数1,268)

（注21）「インターネット関連市場」定義

　

以下のとおりとする。

関連機器 インターネット接続端末

サーバー・ルーター

関連サービス コンテント（広告収入によるもの）

デジタルコンテント制作

決済・認証サービス

決済サービス

認証サービス

物流サービス

プロバイダ

第一種電気通信サービス

運用関連サービス

ソフトウェア

(注22)

　

利用環境指標

　

通信・放送事業者が行うインフラ整備及びサービスの提供について、各市町村ごとの利用環境を示すもの、

　

以下の16項目について、各メディアの利用環境に応じたポイントを集計し、利用環境指標としているっ

順　　　　　　　目 付与したポイント

０ ２ ３

ISDN サービス事業者数 なし あり 複数あり

光ファイバ き線点までの光化整備済み事業者数 なし あり 複数あり

自動車・携帯電話 サービス事業者数 なし あり 複数あり

PHS サービス事業者数 なし あり 複数あり

無線呼出し サービス事業者数 なし あり 複数あり

パソコン通信 ＡＰがあるネット局数 なし あり 陶数あり

インターネット ＡＰがあるプロバイダ数 なし あり 複数あり

民間テレビ放送 チャンネル数 Ｏチャンネル １～３チャンネル ４チャンネル以上

字幕・解説放送実施同数 Ｏチャンネル １～３チャンネル ４チャンネル以七

民間ラジオ放送 ＡＭチャンネル数 Ｏチャンネル １チャンネル ２チャンネル以上

ＦＭチャンネル数 Ｏチャンネル １チャンネル ２チャンネル以ヒ

コミュニティＦＭチャンネル数 Ｏチャンネル １チャンネル ２チャンネル以Ｌ

外出語放送の実施 Ｏチャンネル １チャンネル ２チャンネル以ト

ケーブルテレビ サービス事業者数 なし あり 複数あり

コミュニティチャンネル数 Ｏチャンネル １チャンネル ２チャンネル以Ｌ

vies サービス区域 なし あり -

２８１
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開発整備指標

　

各巾町付ごとの情報通信システム等の整備状況を示すものI

　

以ﾄの21肩巾二ついて、それぞれの整備状況に応じたポイントを集計レ開発幣備指標としている

煩　　　　　　　　　　　目 げヅしたポイント

０ ２
インターネット 公立小・中学校のインターネット接続 なし あり

市町村のホームページ なし あり

ア

プ
リ

ケ
ｊ

ン　ョ

ン

行政

行政窓[1オンラインサービス なし あり

行政情報提供システム なし あり

公共施設案内・予約システム なし あり

自動検針システム なし あり

地図情報提供システム なし あり

文化

教育

図書館情報ネットワークシステム なし あり

電子文化施設 なし あり

学校教育支援システム なし あり

生涯学習支援システム なし あり

保健

福祉

保健医療・福祉情報提供システム なし あり

遠隔保健医療・福祉支援システム なし あり

緊急通報システム なし あり
防災

環境

防災情報提供システム なし あり

環境情報提供システム なし あり

産業 産業情報システム なし あり
農林水産業情報提供システム なし あり

その他

観光・地域情報提供システム なし あり
求人・求職情報提供システム なし あり

ボランティア情報システム なし あり

(注24)

　

地域情樅化指標＝利川環境指標十開発整備指標

(注25)

　

8年jl月に郵政肖が3,255巾区町村に対して行ったアンケート。

(注26)

　

工地方自治体向け

　

10年１川に郵政省加山封地域、離島地域、豪雪地帯の指定を受けている地方自治体に対し行ったアンケート

調杏

　　

調査対象：山村地域、離島地域よ

　　

発送数

　

:249

　　

㈲収数

　

：116 ([o]収率46.6%)

　

寸住民向け

　

り年･12月に郵政省が、山村地域、離島地域、豪雪地帯の指定を受けている地域に住んでいる住民に対し行っ

たアンケート調査、

　　

調査対象：北海道利尻富士町、北海道和寒町、秋田県人森町、福島県西会津町、福島県ト郷町、

　　　　　　　

兵庫県家島町及び長崎県美津島町の住民

　　

発送数

　

:3,000

　　

川収数

　

:811 {川収率27力％)

(汁抑

　　

一番必要としたものに石工

　

万番に４点、三番に３点、四番に２点、丘番に１点を配点レ合計したものを

川答のあった116の巾町村数で除レ100倍した、

i{＼-28)

　

註26の地方∩治休㈲けアンヶ－|ヽで回答のあった116の｢↑i町村を対象として、８年1廿日二郵政省が3,255市区

町付に対してiトつたアンケートのデータを再集計-



(注29)

　

9年11川に郵政省が47都道府県に対して行ったアンケート

　

なお、未記入の項目については、末整備又は未実施とみなしている

（注30）

　

行政の情報化をさらに「業務の電算化」ト1項目）、「庁内のｏＡ化」已項巾、「行政のネットワーク化」

Ｏ項目）に中分類レ各項目の整備状況に応じたポイントを算出し

　

さらにンにy野ごとの平均点を百出、そ

れらを集計した値を行政の情報化指標としている｡

評価テーマ（中分類） 評価眉日 川万したポイント

行

政

の

情

報

化

業務の電算化率 １ 税金収納業務の電算化率 100％を10等分して1～10

２ 行政管理業務の電算化率 100％を10等分レこ1～10

３ データペース構築比率 100％を10等分して1～10

４ 江沢管理某務の電位化率 100％を10等分して1～10

庁内のＯＡ化 ５ 職員用パソコン設置台数／本庁職口数 100％を10等分して1～10

６ 庁内ＬＡＮのアプリケーション原人比率

(電ｆメール、文書管理など８つの内)

100％を10等分して1～10

行政のネットワーク化 ７ 情報拠八州吉報総合センター等)設置数 殼ﾉ川直と殼丸漬の開を10等分

して1～10

８ 本斤とネットワーク接続している出先機関

数／全出定機関数

100％を10等分して1～10

９ 庁内のネットワークの光ケーブル数／庁内

の今用1日|線数

100％を10等分して1～10

（注31）

　

住民サービスの情報化をさらに「教育」（６粕巾、「医療・福祉・防災」∩項目八「生活情報サービス」

（２項目）に巾分類レ各項目の整備状況に応じたポイントを算出し

　

さらに３分野ごとの平均点を算出、そ

れらを集計した値を住民サービスの情報化指標としている｡

評価テーマ（中分類） 評価項目 けり士だポイント

住

民

サ

　｜

ビ

ス

の

情

報

化

教育 １ ハソコン設置学枚数／県内学校数 100％を10等分して1～10

２ ハソコン設置台数／県内学校数 最小値と最大値の間を10等分

して1～10

３ インターネット接続学校数／県内学校数 100％を10等分して1～10

４ ハソコンを操作できる教員数／教員数 33.3%以llは10、33.3%以ド

を9等分して1～9

５ パソコンを指導できる教員数／教員数 33ぶ％以llは10、33ぶ％以下

を9等分して1～9

６ 県久図書館とネットワーク接続している市町村

図潜館数／公立図書館

100％を10等分して1～10

医療・福祉・防災 ７ 遠隔医療実験実施公立病院数／県内全病院数 最小値と最天位の間を10等分

して1～10

８ 医療・保健ＩＣカード兄吊↑f町村数／市町村数 最小値と最火防の開を10等分

して1～10

９ 救急用車祓端末搭戟救急車両数／救急巾画数 100％を10等分して1～10

１０ 緊急通報システム端末台数／世帯数 最小匝と晨眉直の問を10等分

して1～10

１１ 防災用パソコン通信導入市町村数／巾町村数 100％を10等分して1～10

生洽|青報サービス １２ 住民サービスアプリケーション導入沈子

　(行政↑占報提供システムなど17っの内)

100‰を10等分して1～10

口 県民向けホームページ数 最小匝と最川1仰半に10万万

して1～10

２８３

注

ズ
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（注32）

　

情報化政策をさらに「産業支援」（６項目八「県・巾町村の情報化支援」（７項目）、「企業情報化支援」（５

項目）に中分類レ各項目の整備状況に応じたポイントを算出し

　

さらに３分野ごとの平均点を算出、それら

を集計し赳直を情樅化政策の情報化指標としている｡

評価テーマ（中分類） 評価項目 指標基準

情

報

化

政

策

所業支援 １ 産業支援データベースシステム化比率(3っの内) 100％を10等分して1～10

２ 産業情報のホームページ数 最小値と最大値の間を10等分

して1～10

３ 農林漁業の情報化関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

４ 商工業の情報化関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

５ 観光業の情報化関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

６ 観光・物産情報ホームページ数 最小値と最大値の間を10等分

して1～10

県・市町村の情報化

支援

７ モデル事業指定市町村数／市町村数 100％を10等分して1～10

８ 整備済み市町村支援関連システム比率 100％を10等分して1～10

９ 情報化補助金交付の市町村数／市町村数 100％を10等分して1～10

10 貴報化インフラ整備関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を9等分して1～9

１１ 行政情報化の関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を9等分して1～9

１２ 住民サービス情報化の関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

口 市町什|青報化支援関連事業の1心算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

企業情報化支援 １４ 中小企業設備近代化資金貸付制度利用事業者数

／総事業者数

最小値と最大値の間を10等分

して1～10

↓Ｓ 情報化推進アドバイザー派遣事業利用事業音数

／総事業者数

最小値と最大値の間を10等分

して1～10

１６「情報化対応診断］受診企業数／総事業者数 最小値と最大値の間を10等分

して1～10

１７ 情報ネットワーク関連事業実施中小企業関係組

合数／県ド中小企業数

最小値と最大値の間を10等分

して1～10

１８ 県内企業情報化支援関連事業の予算化率 最大値に10、2番目の値と最

小値を5等分して1～5

ま予算化率とは全f･算に占める当該情報化施策関連予算の比率




